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平成２７年第１回那須塩原市議会定例会 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会派代表質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、会派代表質問

を行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 君 島 一 郎 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、ＴＥＡＭ那須塩

原、16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） おはようございます。

それでは、通告に基づきまして、ＴＥＡＭ那須塩

原、君島一郎でございます。会派代表質問をさせ

ていただきます。 

  初めに、市長公約についてお伺いをいたします。 

  市長は、３年数カ月前の市長選挙に当たり、

「改革か？現状維持か？」「この町に生まれてよ

かった」を旗印に、大きく５項目、具体的に24項

目の公約を掲げ市長になられました。 

  平成27年度当初予算の中にも何点か公約の予算

が計上されております。平成27年度当初予算も含

め、どの程度公約が達成できたとお考えかお伺い

をいたします。 

  また、達成できた公約はどういったものか、あ

るいは達成できなかった公約はどういったものか、

その理由についてもお伺いをいたしたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） ＴＥＡＭ那須塩原、君島一

郎議員の会派代表質問にお答えをいたします。 

  私が市長に就任以来、公約に掲げた24項目のほ

か、喫緊の課題である人口減少に対応するための

数多くの事業を、この間、実施してまいりました。 

  公約につきましては、具体的に44事業を掲げて

おり、全事業に着手し、公約事業を現在実施して

いるところでもございます。 

  このうち６事業については既に目的を達成し、

その主な事業としては、放射能対策として、ガラ

スバッジによる子どもたちの積算放射線量測定事

業、行財政改革としては、私の給与の３割カット、

退職金ゼロ、子ども・子育て支援といたしまして

は、こども医療費の助成、医療費のほかに予防接

種等につきましても非常に多くの項目でこの枠を

拡大してまいりました。また、小学生の医療費に

つきましては小学６年生から18歳までの拡充を実

施しております。 

  このほか継続して実施をしている事業もござい

ますので、公約事業につきましては、その目的は

達成されているものと認識しております。 

  今後におきましても、定住促進に向けた取り組

みを推進し、本市独自の施策を展開していくこと

で、市民の皆様から、「このまちに生まれてよか

った、住んでよかった」と実感していただき、
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「人々から選ばれるまちづくり」、「人口の減ら

ないまちづくり」の実現に向け、全力で引き続き

取り組みを進めたいと思っています。 

  第１回の答弁にいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） 確かに、市長が今ご答

弁いただきましたとおり、市長のほうで選挙のと

きに発行されておりました３つ折りのリーフレッ

トに書かれております24項目につきましては、全

部着手もしくは現在継続中という形になっている

かと思います。 

  そのほかに、ビラで発行されている中にありま

した公約の中に、行政改革の項目に、民間並みの

人事制度に関する職員基本条例というのがうたわ

れております。 

  これにつきましては、当然、条例でありますか

ら議会のほうに提出がされるべきものですが、こ

の辺につきましては議会にも提出はされておりま

せんし、また内容についても何ら説明がございま

せんので、内容、趣旨、それからこの条例に対す

る現在の進捗状況についてお伺いをしたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） それでは、ただいま公約

でありました民間並みの人事制度に関する職員基

本条例というようなことで、現在どうなっている

のかというふうなご質問かと思います。 

  中身につきましては、この職員基本条例は大阪

府のほうでも制定をしております。 

  ここで内容的なものといたしますと、民間並み

の人事制度とはというふうなことになろうかと思

います。まずは、能力、実績に基づく人事制度の

構築ということだろうというふうに思っておりま

す。 

  それから、この人事制度において、適材適所の

人事を行って市役所内のパフォーマンスを向上を

させるというふうなところ、それからあわせて適

正な給与体系の構築というふうなことが言えるん

ではないかというふうに考えております。 

  それで、どんなふうに取り組んできたのか、議

員ご指摘のとおり条例制定には至ってございませ

ん。これにつきましては、人事評価制度の導入と

いうふうなことで、平成22年度から姿勢・適性評

価というふうなことで導入をしてございます。 

  また、追って管理能力評価というふうなことで

も実施をしているところでございまして、実績評

価のほうにつきましては、28年４月からこれを実

施していきたいというふうな考えでございます。 

  このようなことから人事評価制度を導入いたし

まして、それによってまずはその人材の育成、そ

して人事異動に活用してきているというふうなこ

とでございます。 

  それから、給与関係でございますけれども、本

市におきましては、平成19年度から、給与構造改

革というようなことで、人事院勧告に基づきまし

て給与の抑制を実施しているところでございます。 

  それから、平成25年には国の要請というような

ことで給与減額支給措置というふうなことがござ

いました。これは、防災・減災事業あるいは地域

経済の活性化等の喫緊の課題に対応するため、国

のほうでも実施した、地方公共団体でも実施して

くださいというふうな要請があったわけでござい

ますけれども、そんな中で、先ほど市長の答弁に

もありましたように、市長については公約上、

30％減額するというふうな公約になってございま

した。 

  それとあわせまして、副市長が15％、それから

教育長が10％というようなことで削減をしており

まして、国の要請のほうでありますと、市長が
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30％、それから副市長20％というようなところだ

ったんですね。あわせて、副市長のほうも20％を

減額したというふうな経緯がございます。 

  そんな経緯から、この基本条例というものを改

めて制定しなくても、そういうふうな点をしてき

ているということで、この基本条例については制

定をしなくてもいいだろうというふうな判断に現

在至っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） わかりました。 

  28年度からまた新しい人事評価も行うし、市長

の給与等のカットも含めてやっているであえて必

要がないということでございますので、十分わか

りました。 

  今後とも、これらの公約ですね、まだ任期中で

ございますので、最大限の効果を求めまして市政

への反映に努めていただきたいと思います。 

  続きまして、２つ目の質問、那須地区消防組合

についてをお伺いいたします。 

  本年10月１日に設立される那須地区消防組合は、

執行機関、議会等全てが新たなものになります。 

  大田原地区広域消防組合や黒磯那須消防組合は、

設立当時の申し合わせにより、大田原市長、黒磯

市長がそれぞれ組合長になっておりました。 

  しかし、那須地区消防組合は新たな組合であり

ます。規約第８条第２項に、「組合長及び副組合

長は、関係市町の長の互選による。」とあります。 

  那須地区広域行政事務組合長は大田原市長が選

任されておりますので、那須地区消防組合長には

阿久津市長にリーダーシップをとっていただきた

いと思いますが、市長の意気込みをお伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） この那須地区消防組合、君

島議員も会議に再々顔を出していただいておりま

したので、これについてはある程度の経過は理解

していると思います。 

  そこで、この那須地区消防組合の合併にも一つ

エピソードがございまして、これはやろう、やろ

うとしてなかなかできない事業でございました。

私、就任して２カ月だったんですが、もう当然す

べきだよねという一言の発言から何の異議もなく

現在の合併に向かって、これは非常にスピーディ

ーに話の進んだことでございました。 

  この那須地区の消防組合については、ぜひリー

ダーシップをとってくれというお話、どういうリ

ーダーシップかを含めて私も質問が出てから検討

したんですが、リーダーシップというのには、例

えば組合の組合長に就任をするとかそういうこと

を含めて、あるいはリーダーシップをとらなくと

も、那須塩原の分担金につきましては、これは大

田原よりはるかに多い。 

  今は大田原広域消防が西那須と塩原を兼ねてお

りますので、書類の見方によると那須塩原は大田

原と同じあれじゃないかと、分担金の負担が。実

は違って、これは西那須、塩原を入れると分担金

関係についても、今後、圧倒的に多額を要してく

ると。那須町もございますが。 

  こういうようなこともありますので、これらに

ついては、合併をして経費の削減あるいは機動力

の向上、こういうのをメーンにして現在進んでお

りますので、それらを踏まえて。 

  ただ、もし組合長になってくれとか、こういう

ことというのは３人で話せば決まってしまう話で、

なかなか、私を組合長にしろというのは、３人で

集まったとき、この話というのは非常に微妙で言

いづらい面がありますが、それなりに、なっても
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不思議ではない条件もありますので、その辺をわ

きまえながら、これは対那須町、対大田原がござ

いますので、こういうことをよく、余り波風が立

たないような方法で、今後、リーダーシップをと

るため努力を重ねてまいりたいと思います。 

  現在はその程度の答弁しかできませんので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） 私、リーダーシップと

いう書き方をさせていただきましたが、ぜひこれ

は阿久津市長が組合長となりまして、今後の那須

地区消防組合の基礎をつくっていただきたいとい

うような思いから出させていただきました。 

  その裏づけといたしましては、今、市長のほう

からもご答弁がありましたとおり、均等割と人口

割で負担金を賦課するという形になってきますと、

当然、那須塩原市が圧倒的な費用を持たなくては

ならない。 

  それから、地域的な条件からしましても、北側

に那須町、南から東にかけては大田原市というこ

とで、位置的にも中心的な位置にあるということ

もございますので、ぜひ私の希望としましては阿

久津市長に組合長になっていただきまして、まず

は消防組合の基礎をつくっていただきたいと思っ

ております。 

  しかし、これにつきましては、市長のほうから

答弁がございましたとおり、規約の中で３人の中

の互選ということでなっておりますので、できる

ことなら、私がやりたいと言って手を挙げるぐら

いのことまでは市長にしていただきたいなと思っ

ておりましたので、この辺は要望という形で受け

とめていただければと思います。 

  続きまして、３点目、市政運営方針につきまし

てお伺いをいたします。 

  平成27年度市政運営方針よりお伺いをいたしま

す。 

  ⑴「自然と共生するまちづくり」から、首都機

能バックアップ・キャンプ那須構想の進捗状況と

栃木県との連携はどのようになっているかお伺い

をいたします。 

  ⑵としまして、「快適で潤いのあるまちづく

り」から、自主防災組織の結成・育成及び活動状

況はどのようになっているかお伺いをいたします。 

  ⑶「健やかに安心して暮らせるまちづくり」か

ら、ゼロ歳から２歳を養育する保護者を対象に発

行する子育て応援券とはどのようなものかお伺い

をいたします。 

  ⑷「活力化を創出するまちづくり」から、有害

鳥獣被害対策を鳥獣管理士の実施診断等を行い、

効率的な捕獲をするとありますが、当初予算に計

上されている2,325万9,000円はこれらに係る予算

ですか、あるいは他の対策も含まれているのかお

伺いをいたします。 

  以上、４点についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） ３番目の平成27年度の市政

運営方針について順次お答えいたします。 

  ⑴の首都機能バックアップ・キャンプ那須構想

の進捗状況と栃木県との連携についてですが、国

において首都機能バックアップに関する際立った

大きな動きがない状況にございますので、今後も、

国の動向を注視して対応をしてまいりたいと考え

ております。 

  ただ、首都機能バックアップとは記されており

ませんが、国の昨年度暮れに発表された方針によ

ると、いわゆる東京への一極集中を小さく分割し

ていく。今までの粗っぽい、国会等移転とかそう

いうことではなくて、小さく分割していく、そう
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いう方針があれば県に提出して県を通して国に上

げてくれということで、この点につきましては、

昨年12月、栃木県と情報交換を行っておりまして、

副市長、企画部長とで、栃木県の副知事あるいは

総合政策部長と合同の、訪問してとありますが、

会合を持たせていただいております。 

  その際にも、本市における首都機能バックアッ

プ・キャンプ那須構想の取り組みについての説明

を行いましたので、今後におきましても、このバ

ックアップ・キャンプ那須構想の実現に向けては、

県との協議の中で、より具体化できるよう努力を

続けていきたいと思っております。 

  次に、⑵「快適で潤いのあるまちづくり」から、

自主防災組織の結成・育成及び活動状況について

のお尋ねにお答えいたします。 

  この自主防災組織の結成については、結成の促

進を図るために、毎年度５月に全自治会長を対象

とした説明会を開催し、要望がある場合には個別

に自治会へ説明するほか、結成に必要な経費３万

円を限度に補助を行っております。 

  平成27年２月１日現在の結成数は90団体で、全

自治会数215団体における結成率は42％となって

おります。 

  組織の育成については、活動内容についての相

談や情報提供のほか、防災士養成事業による地域

防災リーダーの育成を行っております。 

  自主防災組織の活動状況については、災害時の

共助を目的とした防災研修会、防災訓練等の事業

を実施してまいりましたし、今後も実施してまい

ります。先進的な取り組みとしては、市の防災士

養成事業で取得された防災士を中心として図上の

訓練を実施している自主防災会もございます。 

  市では、活動の支援として、助言や事業への参

加のほか、防災関係の資機材整備に係る経費につ

いて30万円を限度に補助を行い、また活動に係る

運営経費については毎年２万円を限度に補助を行

っております。 

  次に、⑶のゼロ歳から２歳児を養育する保護者

を対象に発行する子育て応援券についてお答えい

たします。 

  子育て応援券は、子育て家庭の支援サービスの

利用を促進するとともに、経済的負担の軽減を目

的として、ゼロ歳から２歳児を養育する保護者に

対し、対象児童１人当たり２万4,000円のチケッ

トを給付するものでございます。 

  子育て応援券が利用できるサービスとしては、

保育園での一時預かりサービス、ファミリーサポ

ートセンターの利用、ベビーカーやチャイルドシ

ートの購入、子ども向け読み聞かせ絵本の購入な

どを想定して現在準備をしております。 

  また、⑷の「活力を創出するまちづくり」です

が、この有害鳥獣対策についてお答えいたします。 

  農作物への鳥獣被害は年々増加の傾向にあり、

市議会での質問、市政懇談会や農業委員会からの

要望等により鳥獣被害対策の強化が望まれる中、

平成25年度の捕獲頭数は近隣市町に比べ大変多い

状況にございます。 

  平成27年度当初予算では、上塩原地区の獣害に

強い集落づくり推進事業や鳥獣被害地区の皆様か

ら寄せられる苦情へのアドバイスを得るため、鳥

獣管理士による実地調査費用を計上いたしました。 

  加えて、従来から実施しているカモ、カラス、

ハトの一斉駆除、猿、イノシシ、ニホンジカ、熊

の捕獲や有害鳥獣捕獲対策事業補助金の増額によ

り、有害鳥獣対策事業の当初予算計上額が2,325

万9,000円となっている次第でございます。 

  第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） 初めに、⑴につきまし

ては、県の職員から聞いた話ですと、キャンプ那
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須構想のスタートの時点におきまして、本市のほ

うでは県を通さないで直接国のほうに話が行って

しまったというようないきさつがございまして、

県のほうとしては大変、通さないで行かれたとい

うことに立腹しているというような話を県のほう

から言われたものですから、今回、市政運営方針

の中にこれが入っているので、どのような形で持

っていくのかなということでお聞きをしたところ、

市長の答弁のほうで、県のほうとの会合も実施を

しておりますし、国に上げる際については県を通

して実施を今後はしていくということでございま

すので、ぜひ、本市は政令指定都市でもないもの

ですから、直接国へということではなく、やはり

県を通した形で実施をしていただきたいと思いま

す。 

  次に、２点目の自主防災組織でございますが、

２月１日現在で90地区、42％の実施ということで

ございますが、これにつきまして、５月の自治会

長の会議の中でこの話を出し、また個別の相談も

行っているということではございますが、この結

成率が低いことにつきまして、かつて本市で行っ

ておりました車座談義のような形で、各地区に、

自主防災組織を設立するまでの間、担当職員をつ

けるというようなお考えがあるかどうかお聞きを

したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 自主防災組織の立ち上げ

に車座談義のように地域担当職員を配置してはど

うかというようなご提案をいただきました。大変

ありがとうございます。 

  ただ、先ほど市長のほうからも答弁がありまし

たように、５月に全地区の区長さんの方に集まっ

ていただきまして説明会をいたします。その中で、

やはりなかなか結成が難しい、立ち上げが難しい

というところにつきましては個別なご相談をさせ

ていただいております。 

  やはり多いのは、結成するに当たりましては、

まず規約をつくっていただくというふうなところ

があります。それから組織をつくっていただく。

会長さんが誰、何々班の班長は誰さんとかという

ふうな組織をつくっていただくわけなんですね。 

  そうしますと、規約のほうはそのひな形があり

ますので何とかできるというような形にはなるん

ですが、やはり組織のほう、役員の数が例えば10

名に１人だとすれば、うちのほうはなかなかそれ

まで人数が足りなくてとかというご相談があった

り、あるいは結成してから、どんなふうな事業を

やっていったらいいのかというご相談が大変多い

というふうにお聞きしております。 

  そんなところからしますと、やはりよくその中

身を熟知した職員が対応したほうがいいのではな

いかなというふうに考えているところでございま

すので、個別のご相談のほうを、今は待っている

状況でございますけれども、これからはやはりこ

ちらから出向いていって、こんなぐあいでどうで

しょうかというふうなことでご相談申し上げて、

それを結成率向上につなげていきたいというふう

に考えておりますので、ご理解をお願いしたいと

思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） ありがとうございます。 

  私の住んでいる地区につきましても、結成はさ

れておりますが、どうしても結成に当たって一番

働いてくれたといいますか、やってくれた方が、

職員のＯＢの方がやはり中心になりまして、この

防災組織というのはどういうものか、どういうふ

うなことをすればいいのかというノウハウをわか

っているのがやはり職員でございまして、自治会
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長さんも会議の中の説明だけでは戻ってきて役員

に説明ができないというような状況でございまし

たので、ぜひそういう形で市側から自治会のほう

に出向いていただいて、ある程度の指導をしてい

ただければ、自主防災組織の結成率というのもも

っと高くなってくるのではないかと思いますので、

今後はそういう形で進めていただきたいと思いま

す。 

  続きまして、⑷の有害鳥獣対策につきましてお

伺いをいたします。 

  まず、先ほどご答弁にございました上塩原地区

の獣害に強い集落づくり推進事業というものはど

ういうものなのかをちょっとお聞きさせてくださ

い。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） それでは、獣害に強

い集落づくり推進事業についてお答えいたします。 

  この事業につきましては、獣害が深刻な集落と

いうものを対象にいたしまして、そこに鳥獣管理

士、これは獣害対策の専門家ということになりま

すが、そういう管理士を派遣いたしまして、加害

獣の出没状況あるいは被害状況というものを踏ま

えまして効果的な対策を検討していく、計画して

いくというような事業でございます。 

  上塩原地区は、昨年８月にこのモデル事業の指

定を受けまして、鳥獣管理士のアドバイスのもと

に７回の勉強会を開催いたしまして、現状把握あ

るいは課題の抽出を今年度の中で終わらせたとい

うことでございます。 

  来年度につきましては、この鳥獣管理士さんを

中心に今度は具体的な対策の検討を行いまして、

それに基づく対策を市民の皆さんと、あとは市も

一緒になって協力できるところには協力しながら、

協働でもって具体的な対策を講じてまいるという

ことでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） それと、先ほどご答弁

いただいた中に従来から実施している事業の中で

有害鳥獣捕獲対策事業補助金というのがございま

すが、これにつきましてはどういった内容なのか

をお聞きしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） こちらの有害鳥獣対

策事業費補助金につきましては、わかりやすく言

ってしまいますと電柵の設置に係る補助金という

ことでございます。材料支給に関しては全額補助、

そして材料と工事費を伴う補助に関しましては３

分の２の補助を行っているということでございま

す。 

  ちなみに、昨年度の当初で400万を計上してい

たところ、来年度予算では600万ということで、

こちらについても鳥獣対策についての充実を図っ

てまいりたいとうことで増額を図ったところでご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） この電柵につきまして、

平成26年度につきましてはなかなか各農家のほう

に周知がされていない状況で、わかっている方は

何人かで設置をしているんですが、同じ集落でも

補助があるというのを知らない方は設置が26年度

はできなかったということがございますので、ぜ

ひ、27年度も電柵につきまして事業を実施するの

であれば各農家のほうに周知ができるような形を

とっていただきたいと思います。 

  それと、順番が違ってしまいましたが、⑶の子

育て応援券につきまして、先ほどご答弁で、１人
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当たり２万4,000円のチケットということでご答

弁をいただきましたが、これにつきましては、年

額であるのか、またゼロ歳から２歳達成時までの

３カ年につきまして交付されるのかにつきまして

ご答弁をいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ただいまご質問い

ただきましたけれども、２万4,000円が年額かと

いうことでございますけれども、これは１年当た

りのという意味合いで年額でございます。 

  それから、ゼロ歳から２歳まで毎年かというよ

うなご質問かと思いますけれども、これは、例え

ばゼロ歳のお子様でしたらゼロ歳のとき、１歳の

とき、２歳のときというふうに３年間、２歳のお

子様は２歳のとき１年間だけになってしまいます

けれども、今後は、ということで始めたいという

ふうに思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） この応援券につきまし

ては、ご答弁の中で特にゼロ歳から２歳というご

答弁しかいただいてございませんが、いろいろ福

祉関係の部分になりますと所得制限等がございま

すけれども、これにつきましては、そういうもの

がなく、ゼロ歳から２歳児につきまして全てが対

象になるというふうに考えてよろしいのでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） これから実施した

いと思っております子育て応援券につきましては、

特に所得等の制限はなく、全ての児童の保護者と

いう形で実施したいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） わかりました。 

  どうしても福祉関係の部分になりますと所得制

限というのがありますので、本市のほうでも、何

とか子どもの数をふやそうという中におきまして、

こういった事業も所得制限があったのでは子ども

はふやすことができないと思いますので、ぜひそ

ういった制限のないもので実施して様子を見てい

ただきたいと思います。 

  続きまして、最後になりますが、４の国政・県

政との連携についてをお伺いいたします。 

  国では地方創生を進め、本市におきましても定

住促進を進めております。このような中、昨年、

みんなの党が解党し、みんなの党の国会議員がい

なくなり、県議会においても今春の統一地方選ま

ではみんなのクラブが存続しますが、その後は不

明です。 

  今後どのような形で国政・県政と連携を図るお

考えかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 国政・県政との連携でござ

いますが、現在のようにやっていきたいと、一口

で申し上げるとそういうことでございます。 

  それは、私は就任したときから、私だけではな

くて県内の首長は全部無所属でございまして、県

議時代にはみんなの党に関与しておりましたが、

市長になってからはもうそれとは一線を持ってい

たと、こういう状況で、党員でも何でもなかった

と、こういう全くフリーな立場で無所属の市長と

して那須塩原の首長を務めてまいりました。 

  こういうことですから、政党からどうやれ、こ

うやれとか、あるいはこんなおいしい話があるよ

とか、考えてみると３年間の間には一切そういう
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話はなかったと思っております。 

  こういう中で、今後とも、今まで例えば社会資

本関係の交付金、補助金、あるいは各福祉関係、

これはほとんど法律で決まっておりまして、首長

のコネでそれがふえたり減ったりするということ

はまずほとんどございません。ないと私は思って

おりますが、そういう意味で、今後とも無所属と

して、市民を代表する首長、こういう形の中で今

までは遺漏なく務めてこられたんだと思いますが、

これは周りが判断することでございますので、判

断に委ねたいと思っています。 

  今後におきましても、国及び県、必要のあるも

のについてはスピーディーに協議を進めながら、

今までのスタイルを維持して市政の運営に当たっ

ていきたいと思います。 

  こだわりがなかったということは、その証明の

一つとして例えば定住促進計画、これは人口問題

が国で発表される前に周到な準備をして手を打っ

てきたと、こういうことも余りこだわりを持って

いるともしかすると打てなかったかなと。指示を

待ってから何かをやるとこういうスタイルに陥り

やすいと思いまして、今後とも、無所属として市

民を代表して、市民の利益に決してマイナスが起

こることのないよう努めていきたいと思っていま

す。 

  第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 16番、君島一郎議員。 

○１６番（君島一郎議員） この質問を出させてい

ただきましたのは、実を言いますと、前回の知事

選のときに県のほうとお話しをしたときに、那須

塩原市につきましては、国道400号赤田地区の整

備と塩原地区のトンネル、それと前年度にありま

した凍上災の国庫補助につきまして、場所が指定

されているもの以外につきましては県のほうとし

ては予算づけをしないということで言われたこと

がございます。 

  そのときに言われたのが、市長がどうのこうの

ということでは特別なかったんですけれども、み

んなの党のほうから市長選挙に対抗馬を出すよと

いうようなことを言われておりまして、たまたま

そのとき市長がみんなの党のほうの後援会の会長

もしくは最高顧問という形についておりましたの

で、そういう形が出ていた部分がございましたの

で、今回、みんなの党がなくなってしまったとい

うことになってしまうと、市長としてどういった

形で、今後、県と国とのパイプのつながりを持っ

ていくのかなということでちょっと疑問に思った

部分がございまして、本市のためにはある程度の

県・国とのつながりというのはどうしても避けて

通れない部分がございますので、市長のお考えを

お聞きしたいなと思いまして、市長のほうは、今

までどおり同じスタンスでいくと、無所属でいき

ますという形でご答弁をいただきましたので、今

後とも、無所属として、県・国とのパイプをつな

げながら本市発展のためにご尽力をいただきたい

と思います。 

  以上で私の会派代表質問を終了したいと思いま

す。大変ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上でＴＥＡＭ那須塩原

の会派代表質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 齋 藤 寿 一 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、五峰クラブ、15番、

齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 皆さん、おはようござ

います。 

  議席番号15番、五峰クラブ、齋藤寿一です。事

前通告書に基づき会派代表質問を行います。 
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  平成27年度予算編成の基本的な考え方と運営方

針について。 

  平成27年度の当初予算は、生産年齢人口の減少

や高齢化の進展などにより厳しい財政運営が予測

されます。 

  本市の将来においては、持続可能な財政運営を

維持し、「人々から選ばれるまち」を実現するた

め、事務事業推進のキーワードを「未来への投

資」とし、さらには、「未来を拓く子どもたちの

健やかな成長のために」、「未来を創る地域産業

の活性化のために」、「未来に集う人々の活発な

交流のために」、「未来を守る災害対応力の強化

のために」という４つのテーマを優先課題推進枠

として予算編成の基本的な考え方として打ち出し、

平成27年度当初予算総額を452億7,000万円として

おります。 

  そこで、以下の項目についてお伺いをいたしま

す。 

  ⑴子育て応援券について。 

  「健やかに安心して暮らせるまちづくり」では、

子育て支援強化として子ども未来部を創設し、乳

幼児から就学・就労期まで子育てを継続的に支援

する仕組みの構築が進められます。 

  今回、子育て家庭における育児支援と経済的負

担の軽減を図ることを目的に子育て応援券を発行

することから、以下の点についてお伺いをいたし

ます。 

  ①対象年齢と発行総数はどれくらいになるのか

お伺いをいたします。 

  ②発行時期と使用範囲についてお伺いをいたし

ます。 

  続きまして、⑵那須塩原市観光局の設立につい

て。 

  「活力を創出するまちづくり」では、観光振興

において、良質な観光プロモーションと観光地の

質の向上を実現するため、那須塩原市観光局を設

立することから、以下の点についてお伺いをいた

します。 

  ①2014年４月に東京電力から無償譲渡された関

谷地区にある旧ＴＥＰＣＯ塩原ランドを、観光振

興の中核施設として、那須塩原市観光振興センタ

ーとしてオープンする予定であるが、敷地面積と

改修工事にかかる費用についてお伺いをいたしま

す。 

  ②塩原温泉、黒磯、西那須野の３観光協会と、

本市で設立する任意団体、那須塩原市観光局との

かかわりについてお伺いをいたします。 

  ③それぞれの主な運営内容についてお伺いをい

たします。 

  ④那須塩原市観光振興センターの管理運営事業

費と那須塩原市観光局への観光振興推進費はどれ

くらいを見込んでいるのかお伺いをいたします。 

  続きまして、⑶牛乳等による地域活性化推進事

業について。 

  本市の生乳生産額は本州一であることから、地

域の知名度向上のために、昨年６月議会において、

牛乳で乾杯条例の制定を提言させていただきまし

た。今回、実現する運びとなったことから、以下

の点についてお伺いをいたします。 

  ①条例制定の趣旨と目的についてお伺いをいた

します。 

  ②この事業を推進するための主な事業にどのよ

うなものを考えているかお伺いをいたします。 

  続きまして、⑷2022年開催の栃木国体について。 

  「豊かな心と文化を育むまちづくり」では、平

成34年に栃木県で開催される国体の競技誘致活動

について、６種目、ソフトテニス、ソフトボール、

サッカー、ゴルフ、馬術、トライアスロン等を要

望しているが、以下の点についてお伺いをいたし

ます。 
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  各種目の誘致要望に対し県の状況をお伺いをい

たします。 

  最後に、⑸定住促進キックオフイベントについ

て。 

  平成26年度予算を定住促進元年と位置づけ、

「人口の減らないまちづくり」を目指しさまざま

な展開をしているが、本市が誕生10周年という節

目を迎え、定住促進キックオフイベントや記念式

典を開催することから、以下の点についてお伺い

をいたします。 

  ①開催時期をいつごろと考えているか、また、

開催場所はどこを予定しているのかお伺いいたし

ます。 

  ②キックオフイベントの目的と効果についてお

伺いをいたします。 

  ③キックオフイベントに対する事業費はどれく

らいを予定しているのかお伺いをいたします。 

  よろしくお願い申し上げます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 五峰クラブ、齋藤寿一議員

の会派代表質問に順次お答えいたします。 

  まず、平成27年度予算編成の基本的な考え方と

運営方針についてお答えいたします。 

  ⑴の子育て応援券についてが最初でございます

が、①の対象年齢と発行総数についてですが、対

象年齢はゼロ歳から２歳としております。発行総

数は年間3,200件程度を見込んでおります。 

  次に、発行時期と使用範囲についてもお答えい

たします。 

  発行時期は、子育て応援券の印刷、取扱店との

調整、保護者への案内といった事前の準備の期間

が必要なことから、７月を目途に交付に向けて準

備を進めていく予定でございます。 

  また、使用範囲につきましては、保育園での一

時預かりサービス、ファミリーサポートセンター

の利用、ベビーカーやチャイルドシートの購入、

子ども向け読み聞かせ絵本の購入などといった子

育て支援サービスを想定しております。 

  ⑵の那須塩原市観光局の設立について①から④

までお答えいたします。 

  観光振興センターの敷地面積と改修工事費につ

いてですが、敷地面積は、観光振興センターとし

て利用する、からくり時計跡地部分も含めて

4,171.5㎡、また改修工事費については、去る２

月12日に、３月27日までを工期として1,209万

6,000円で契約を発注しております。 

  次に、塩原温泉、黒磯、西那須野、この３観光

協会と本市で設立する任意団体、那須塩原市観光

局とのかかわりについてでございますが、それぞ

れ主な運営内容につきましては関連がありますの

で、これは一括して②と③をお答えしてまいりま

す。 

  観光振興センターについては、各種観光情報の

発信業務等により本市の観光振興を推進するため、

産業観光部商工観光課所管施設として設置するも

のでございます。 

  また、観光局は、長期的かつ継続的な観光戦略

の構築や戦略に基づく告知宣伝、観光地の品質管

理等の業務を実践していくための組織であり、観

光振興センター内に設置いたします。 

  観光振興センターと観光局は、ともに観光振興

という大きな目的を共有しており、今後、相互に

連携、協働しながら本市の観光を牽引していくも

のであると考えております。 

  次に、④の観光振興センターの管理運営事業費

と観光局への観光振興推進費についてですが、観

光振興センターの管理運営事業として約1,900万

円、観光局への観光振興推進費として１億3,000
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万円を計画しております。 

  ⑶の牛乳等による地域活性化推進事業について

もお答えをいたします。 

  条例の制定と目的についてでございますが、本

市は、全国でも有数の生乳生産地であることから、

これまでも各種イベントにおいて地元産牛乳・乳

製品をＰＲし、畜産が盛んなまちづくりとして知

名度向上、地域の活性化に努めてまいりました。 

  今後、さらなる活性化を図っていくためには、

牛乳・乳製品の消費拡大、普及を推進をしていく

必要があります。 

  市は、このことを実現するため、生乳の生産者、

乳製品の製造・販売を行う事業者、市民、市の役

割をそれぞれ定め、創意工夫により役割を果たす

こと、またこれらを明らかにすることが重要だと

考え、条例として制定するものであります。 

  ②のこの事業を推進するための主な事業につい

てお答えいたします。 

  主な事業としまして、市誕生10周年記念イベン

トでの乾杯セレモニーやコースター配布、市内の

高等学校や公民館が実施する調理実習時の食材と

しての牛乳・乳製品の提供、牛乳レシピコンテス

トの実施、那須拓陽高校との共同による那須塩原

市オリジナル乳製品の開発・研究などを考えてお

ります。 

  特に、那須拓陽高校との共同研究開発において

は、オリジナル乳製品の創作はもとより、生徒が

研究・開発にかかわる中で牛乳・乳製品の関連分

野に興味を持ち、将来、酪農業や牛乳・乳製品の

関連産業に携わることになれば、地域の活性化に

もつながってくると期待をしながら構想を進めて

おります。 

  ⑷の2022年開催の栃木国体における県の状況に

ついてお答えいたします。 

  現在、栃木県国体準備室では、各市町からの開

催希望を基本として、各競技団体からの意向や施

設の整備状況を踏まえ、開催地決定の調整を行っ

ていると伺っています。調査内容につきましては、

非公開となっておりますので把握はできておりま

せん。 

  このような中、２月９日の栃木国体準備委員会

の常任委員会において第１次８種目が選定され、

本市ではトライアスロン競技が会場地として選定

されたところでございます。 

  なお、現在のところ、他の競技種目についての

具体的な情報は同じく把握しておりません。 

  また、⑸の定住促進キックオフイベントについ

て、①②③ともに関連がありますので、一括して

お答えをいたします。 

  初めに、開催時期及び場所についてですが、ゴ

ールデンウイーク明けの５月９日土曜日に、池袋

のサンシャインシティでの開催を予定しておりま

す。 

  次に、事業の目的としては、定住促進のターゲ

ットである首都圏の子育て・若者世代を中心に、

魅力ある地域資源や住宅、雇用、子育て、教育な

どの暮らし情報を紹介し、本市の認知度向上、交

流の促進を図るプロモーションを行い、ひいては

移住につなげることであると考えております。 

  もう一つとして、事業全体の運営を行政だけで

はなく民間企業・団体あるいは市民にも協力をお

願いし、官民一体となって運営を行い、定住促進

に向け市全体で取り組む機運や市への愛着心の醸

成を図ることにもございます。 

  効果といたしましては、今後、イベントを東京

ＦＭと連携して行うことやマスコミ取材要請を広

く行うことにより、本市の認知度向上に大きく貢

献するものであると考えております。 

  また、イベントへは、子育て雑誌を通して資料

請求のあった方など、本市に興味やゆかりのある
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ターゲットへダイレクトメールを送付し、招待す

る予定であり、その方々の来訪の動機づけや移住

のきっかけづくりにもつながると考えております。 

  なお、ふるさと応援隊の皆様にも参加をお願い

し、広くＰＲ、協力をいただく予定でおります。 

  当日の内容としては、ステージとその周辺での

ＰＲイベントを考えており、ステージでは本市に

ゆかりのある芸能人によるトークショー、伝統芸

能の披露、招待者を含めた多くの参加者が楽しめ

る内容を目指しております。 

  周辺のスペースでは、本市の農畜産物の特産品

展示・即売や観光ＰＲなど、本市に来訪するきっ

かけづくりや、子育て、教育などターゲットに訴

求する特色ある行政施策の紹介を行います。 

  加えて、栃木県労働局や栃木県宅建協会の協力

を得て、本市の雇用状況や住宅情報を提供するブ

ースを開設する予定でもございます。 

  予算につきましては、今年度12月補正予算と新

年度予算を合わせて1,890万円を見込んでおりま

す。 

  以上、第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５８分 

 

再開 午前１１時０８分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） それでは、⑴の子育て

応援券についてから順次再質問をさせていただき

ます。 

  先ほど君島一郎議員への答弁の中に、１人当た

り年間２万4,000円という答弁がありました。私

の質問した総数は3,200件とすると、約7,700万円

という金額が予算立てになってくるというふうに

思いますけれども、この予算額についての内訳、

またこの事業は、確認をいたしますけれども、継

続事業とすることでよろしいのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ただいま子育て応

援券事業につきましてその内訳ということでご質

問いただきましたけれども、補正予算を可決いた

だきました本年度の予算ということで申し上げま

すけれども、総額が7,797万2,000円でございます。 

  そのうち応援券分といたしましては7,665万

6,000円を予定してございまして、そのほかそれ

ぞれ該当者の方にご案内を差し上げたいと思って

おりますけれども、そのための費用とか券の印刷

代ですとか、そのようなもので131万6,000円ほど

を見込んでいるところでございます。 

  それから、この事業につきましては、本来です

と新年度の27年度事業を前倒しということで補正

予算でお願いをしたところでございますけれども、

今後につきましても同じような形で続けていきた

いというふうに思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、②の発行時期と使用範囲についての

再質問をさせていただきますけれども、子育て応

援券についての対象者世帯への周知の仕方につい

てまずお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 周知といたしまし
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ては、まず該当する保護者の方に直接ダイレクト

メールといいますかお知らせを送りたいと、これ

でまず徹底を図りたいというふうに思っておりま

す。 

  そのほかにも、広報ですとかホームページ、あ

るいは転入等もございますので窓口でのパンフレ

ット等も考えますけれども、中心になるのは直接

のお知らせかなと思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） ただいま周知の仕方、

主にダイレクトメール、直接、対象者の世帯にと

いうことでありますので、そのほかにもホームペ

ージや広報ということ、見逃す方もいますけれど

も、直接のダイレクトメールでいくんだというこ

とで全部きちんと網羅できるのではないかなとい

うふうに安心しました。 

  それでは、子育て応援券の配付方法についてお

伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 配付につきまして

は、チェックの項目はそんなに多くございません

ので、申請をいただきまして、すぐその場で直接

手渡しというようなことを中心にやっていきたい

というふうに思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 直接手渡しをするとい

うことでありますけれども、それにあわせてガイ

ドブックなりあるいはそういうチラシ等をあわせ

てお渡しをすることがやはり受ける側の方にとっ

て親切であり、どういうものに使用できるという

ものがあると思うんですが、その辺はどのように

考えているでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 当然にどのような

サービスで利用できるかということもお知らせす

る必要がございますし、それがどこで利用できる

のかということもあわせてお知らせする必要がご

ざいます。 

  あと、有効期限の問題も設定したいというふう

に考えておりますので、そこら辺も含めて、ガイ

ドブックというほどのものになるか簡単なチラシ

になるか、パンフレット程度のものになるか、ま

だつくってございませんけれども、そのようなも

のもつくりまして、あわせてお配りをしたいとい

うふうに考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  それでは、先ほどの答弁の中で交付時期につい

ては７月を目途に実施していくということであり

ました。ちょっと疑問でありますけれども、受け

る世帯のお母さん、お父さん方は若い世代でござ

いますので、その７月実施日以前に、以前という

と、対象は４月２日からが年度対象でありますの

で、４月２日から後に生まれて実施までのお子さ

ん、あるいは逆に今度４月から６月末までに３歳

になってしまうお子さんに関しましては、全て27

年度の対象になるのか確認をさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 今年度、実際にお

配りするのは新年度になってしまいますけれども、

対象のお子様として考えておりますのは、新年度

の中でそれぞれゼロ歳、１歳、２歳というふうに

考えてございますので、４月以降７月までにお生

まれになった方ももちろん対象になりますけれど
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も、反対に言いますと、３歳になる方というか既

になっている方については対象ではないと。ゼロ

歳、１歳、２歳の年度といいますか、学校でいえ

ば学年に当たるような考え方でございますけれど

も、それらの方を対象にするというような考え方

でおります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今、確認をさせていた

だきましたけれども、それではもう一つ、転入者

あるいは転出者の世帯が交付をされてから発生す

ることが当然起こると思いますが、それについて

の対応についてはどのようにお考えかお聞かせを

願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まず、転入者の方

につきましては、新たに転入の方であっても、ゼ

ロ・１・２歳のお子様の保護者ということであれ

ば対象にしたいというふうに思っているところで

ございます。 

  それから、既にお配りした方が転出した場合と

いうようなご質問かと思うんですけれども、改め

て通知を差し上げて、現在残っているものを返せ

というようなことはしたくないなというふうに思

っております。 

  ただ、使える場所がどうしても那須塩原市のサ

ービスということになりますので、例えば、市長

の答弁のほうからも読み聞かせの絵本などという

ようなものを申し上げましたけれども、そういう

ものは買えるかと思うんですけれども、ほかのサ

ービスなんかはなかなか使い勝手が悪いものにな

ってしまうのかなというふうには思っております

けれども、券はそのまま有効期間の間は使ってい

ただくような形で考えたいというふうに思ってい

るところではございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 額が額ですので、転出

に関しましては、２万4,000円でありますからい

ろいろな方法で使っていくということで、ただ、

その枠としては回収をしないでそのままお使いに

なってくださいという配慮ということで認識をい

たしました。 

  それでは、使用範囲について、先ほど答弁があ

りましたように、保育園での一時預かりサービス

を初めとしてファミリーサポートセンターの利用

やら、あるいはベビーカー、チャイルドシートの

購入、先ほども答弁に出ていましたように、子ど

も向けの絵本の購入という子育て支援サービスを

想定しているということでありますが、勤めをし

ていなくて子どもも自分でまだ見ていられる家庭

とか、そういうところではファミサポを余り使用

しない。あるいはベビーカーとかチャイルドシー

トに関しましては、当然、お兄ちゃん、お姉ちゃ

んのお下がりを今使えるという状態で、無理やり

この２万4,000円を使うということもしないで済

むよというような家庭に関しまして、そういう世

帯が出てくるんではないかなというふうに思うん

ですが、その辺はどのようにお考えかお伺いをし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 議員ご指摘のとお

り、この事業につきましては、一般的に何でも好

きなものを買っていいということではなくてあく

までも子育て支援サービスの利用の促進、そこら

辺の利用するときの経済的な負担の軽減を図ると

いうことから始めたものですから、ただいまご質

問いただいような家庭の場合ですと、なかなか今
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考えているメニューの中では使うものがないとい

うような場合も中には出るのかなというふうには

思うところでございます。 

  今後のことでもありますけれども、まだ全部を

がっちり固めてこれ以上一切何にもしないという

ことではございませんので、サービスの中で、事

業者との協議にもなりますけれども、使い勝手の

いいものがあれば取り入れるようなことは考えた

いというふうに思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今後そういうものも検

討していただくということで、私のほうから一つ

提言というか、案的に、例えばインフルエンザあ

るいはノロウィルス等の、医療機関との連携によ

って予防接種を受けられることにも応援券を使え

るというようなお考えはどうでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 今、予防接種に応

援券を利用できるのはどうかというようなことで

ご提言をいただいたところでございます。 

  利用に際しましては、当然、実際に予防接種を

行っていただきます医療機関、診療所等の協力が

必要ということになろうかと思いますけれども、

使い勝手のいいメニューの一つではないかという

ふうに思うところでございますので、検討させて

いただければというふうに思うところでございま

す。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） ただいま前向きな答弁

でありましたけれども、今後、子育てニーズを、

この対象者となる世帯の保護者の方々にどういう

ものが実は使えればいいんだという、先ほど子育

てに特化したものであるので、やたらいろんなも

のに使えるものではないというのがこれの特徴で

あることはよくわかっているんですが、その中で

もやはり若い世代のお父さん、お母さん方に聞い

てみると、ああ、こういうものにも使いたいんで

すよというものがある、そういう意見聴取のお声

も今後参考に聞いてみてはどうかと思いますが、

その辺はどのようなお考えかお伺いをしたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まだ事業をスター

トさせようとしている段階でございまして、中身

を例えばアンケートをするというようなところま

でまだ考えているところではございませんけれど

も、例えば子ども・子育て会議などの中には若い

お母さんなども出てこられますので、そういう

方々に意見を聞くとか使い勝手を聞いてみるとか、

まずはそこら辺から始めてみたいというふうに思

うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） せっかくの子育て応援

券でありますので、その辺は、今答弁があったよ

うに、今後またさらなる検討を重ねていただけれ

ばというふうに思います。 

  最後に、子育て応援券の有効期限は何年を想定

しているのかお伺いをしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 現時点で有効期間、

期限といいますか、は２年間というふうに考えて

準備を進めているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 
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○１５番（齋藤寿一議員） 有効期限２年間という、

金額も２万4,000円でありますので、２年間あれ

ばそれなりの使用が可能になるんではないかなと

いうふうに思いますので、了解をいたしました。 

  それでは、これが最後でありますけれども、最

後に、この子育て応援券というものが、ほかの品

物を買えると、先ほどの答弁にありましたように、

そうじゃなくて特化しているということについて

は、ほかの市町に例があるのかどうかお伺いをし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 国の緊急経済対策

で交付金が出るということで各市町でいろんなこ

ういう福祉事業を展開するというふうには聞いて

いるところでございますけれども、それ以前に既

に県内でやっているところとしては、例えばお隣

の大田原市、それから日光市で子育て応援券とい

うようなものをやっているというふうには聞いて

いるところでございます。 

  ただ、中身がちょっと私どもとは違うように認

識をしておりまして、子育てサービス、それのた

めの応援券というのは、県内では那須塩原市の事

例が、確認はしておりませんけれども、最初にな

るのではないかなというふうに思うところでござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今回、子ども未来部の

新設に合わせ子育て応援券を発行するわけであり

ますが、子育てに特化した同様の事業は、県内で、

先ほど答弁がありましたように多分初めてではな

いかなというふうに思うわけであります。 

  応援券が子育て世代にとって、育児支援と経済

的負担の軽減を図ることを目的に応援券を有効に

使用できるようにさらなる検討をしていただくこ

とを願い、この項を終わりたいと思います。 

  続きまして、⑵番の那須塩原市観光局の設立に

ついてを①から順に再質問させていただきます。 

  那須塩原市観光振興センター地はからくり時計

跡地部分も含めてとの答弁がありましたが、この

利用計画はどのようなものかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  からくり時計の跡地利用をどのようにするのか

ということでございますが、まず、からくり時計

につきましては、今年度の３月中を目途に取り壊

しが完了するということで、現在、工事を進めて

いるところでございます。 

  工事完了、撤去後は電気自動車の急速充電器を

設置するということで、こちらにつきましては太

陽光パネルあるいは蓄電器も同じく具備した設備

ということでございますが、そのＥＶ用の急速充

電器を設置いたしまして、今後、需要が高まる電

気自動車ユーザーの観光誘客というものを図って

まいりたいというふうに考えているところでござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  当然この地は塩原温泉あるいは板室に行く玄関

口となるところに設置されるということで、また

跡地にはＥＶの設置をされるということでありま

すので、一つお聞きしますけれども、このＥＶの

設置というのは何台を予定しているのかお伺いを

したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  この当該地区には１基ということでございます。 
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  よろしいですか。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） それでは了解しました。 

  続いて、②③を一括して答弁されましたので、

私も②③について一括して再質問をさせていただ

きます。 

  那須塩原市観光局の概要についてお伺いをいた

します。 

  組織の構成と、局長については具体的に誰が就

任するのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 観光局の概要につい

てということでございますが、こちらにつきまし

ては、先ほど市長がご答弁申し上げましたとおり

ということでございますが、市内の３つの観光協

会と市が構成員となる組織だということでござい

ます。 

  また、局長については誰が就任するのかという

ことについてでございますが、こちらにつきまし

ては、正式には３月19日に予定しております観光

局の設立総会において委員の互選で決定するとい

うことになりますが、去る２月20日に開催されま

した那須塩原市の観光協会連絡協議会において、

観光局長につきましては私どもの審議官を候補者

とすることで内定を得ているというようなことで

聞いております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） まだちょっと言えない

話だったのかなというふうに思いますけれども、

３月19日の委員会で正式にということで、木下審

議官を推薦するというようなお話がありました。 

  木下審議官においては、以前、着任しておりま

した長野県阿智村にあります昼神温泉においてこ

の観光局を立ち上げ、成功している実績から、ぜ

ひとも木下審議官を推薦して、この局長として観

光局のスタートを切っていただきたいというふう

に思います。 

  私ごとでありますけれども、昨年の５月連休明

けの７、８日と２日間にわたりまして、この昼神

温泉の観光局を視察してまいりました。非常に充

実しておる施設でありまして、ぜひともこのスタ

ートに私も応援をさせていただきたいと、このよ

うに思っております。 

  それでは、今まで各観光協会が行っていました

パンフレットや旅フェア等の事業においては、観

光局とどのように連携をしていくのかお伺いをし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  観光局は、市全域の観光戦略の構築や告知宣伝

等を実践していく組織ということで言い続けてお

ります。 

  一方で、既存の市内に３つある観光協会につき

ましては、今現在それぞれの地域で実施しており

ます例えば湯けむりマラソンであったりとか、あ

るいはいたむろ温泉サッカー杯だとかといった、

こういう個々のイベントについて実施をすると、

そういう組織としての位置づけを持っているとい

うようなすみ分けをしております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、今、那須塩原市が行っておる東京事

務所や上海事務所の業務委託は観光局が担うとい

うか担当することでよろしいのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  先ほどお話ししたとおり、東京出張所あるいは

上海事務所で行っている業務というのは市全域に

かかわるプロモーションということでございます

ので、こちらにつきましては観光局のほうでの仕

事ということでのすみ分けでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  続きまして、④に移らせていただきます。 

  観光局への観光振興推進費として約１億3,000

万円を計上しているわけでありますが、各協会へ

の今までの補助金については、額は別としても、

そのまま従来どおりに補助金を出すという考えで

よろしいんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ３協会に出している

補助金の考え方についてでございますが、今年度、

各３協会に出している補助金の中には、全市的な

取り組みにかかわること、例えばキャンペーンを

やったりだとかあるいはパンフレットをつくった

りというようなところで全市的にかかわるような

補助金というのも入っています。そういうものに

関しては、今度、観光局ができますので、そちら

のほうに抜き出して集約するというような形にな

ると思います。 

  そして、先ほども言いました３協会独自の取り

組み、湯けむりマラソンであったりとかあるいは

いたむろ温泉サッカー杯だとか、そういうイベン

トに対する補助金に関しては今までどおりの補助

をしていくと、そんなような考え方での整理にな

っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 了解いたしました。 

  今回、那須塩原市観光振興センターと那須塩原

市観光局が旧ＴＥＰＣＯランドにおいて運営され

るわけでありますけれども、今後の将来展望につ

いてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 観光局の将来展望に

ついてのお尋ねだと思いますが、観光局はこの４

月に設立する全く新規の組織だということでござ

います。観光局の設立の趣旨であります官民の協

働によって本市の観光を牽引していくための基盤、

まずはそこをしっかりと整備していくことが必要、

その上で足腰の強い組織になっていくということ

を第一義的に考えているところでございます。 

  そんなことから、まずは今言ったようなところ

に力を注ぐというようなところで今の時点ではご

理解をいただければ大変ありがたいなというふう

に思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 昨年の首都圏での告知

あるいは活動等によって、日本の温泉100選に塩

原温泉が47位、板室温泉が96位にランクを果たす

など、やっと芽吹いた。そしてまた、今回の10周

年記念事業としてさらなる栄養を与えて、さらな

る大木として成長をさせるには、この１億3,000

万という今回観光局に与えた金額でありますけれ

ども、これをやはり28年度予算にも継続して投入

することが望ましく、ここで停滞したり逆戻りす

るようなことのないように、ぜひとも27年度予算

額等を継続していくことを望みたいというふうに

思います。 

  従来の観光協会の業務においては、各地の誘客
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へ向けて、またそれぞれの観光地で訪れた観光客

を楽しませるイベントを初め、本旨である観光、

宿泊を初めとする誘客事業を行っており、１年間

を通じてイベントに追われていた感がしますが、

今回、観光局を設置することで念願である誘客専

門の事業に専念でき、予算においても、首都圏を

初めとする全国あるいは海外へ向けてのインバウ

ンド事業に十分に機能を発揮できる予算計上を今

後も望み、この項を終わりたいというふうに思い

ます。 

  続きまして、⑶の牛乳等による地域活性化推進

事業について①から順次再質問をさせていただき

ます。 

  いよいよ、本市が生乳生産地本州一を市民ある

いは全国に発信していくために、事業者、市民、

市の役割を定め、那須塩原市牛乳等による地域活

性化推進条例の制定を行うわけでありますが、制

定に当たり組合や関係者との協議がなされたのか

お伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 条例制定に当たって

のプロセスに対してのお尋ねだと思います。 

  この条例の制定に当たりましては、部内の検討

チームというところで、５回に及ぶ議論を踏まえ

まして素案を作成しております。その素案をもっ

て、市内に４つある酪農協、そして本市を代表さ

れる生産者の方々、さらには製品の製造を担う業

者の方々との意見交換を通して、条文１条１条に

その皆様方の思いを込めながらこの条例を草案し

てきたというような経過がございます。 

  また、これらの意見交換をする中で改めて、酪

農業にかかわる皆様方との間で議論の場あるいは

今後の活動の場であるプラットホームというもの

が形成されたのかなというふうに思っているとこ

ろでございます。 

  今後は、この意見交換の中で出された明確な役

割をもって何をするかということが大事ですよと

いうことと、もう一つは、市民の皆さんとの協働

のもとに具体的に実効性のある事業展開が重要と

いった、この貴重な意見をベースにしまして、今

後考えるさまざまな事業を市民の皆さんとの協働

の中で事業展開していければいいのかなというふ

うに思っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。この制

定に当たっては十分に部内会議も行っているし、

各組合等の意見聴取も会議の中でやっていると、

それで制定のたたき台をつくったということで了

解をいたしました。 

  このような条例というのは、６月に提言をさせ

ていただいて、乾杯条例というものは本州の生乳

生産額の１位である本市がやるべきであろうとい

うようなご提言をさせていただきましたけれども、

この条例は他県にもあるのでしょうか、お伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答えいたします。 

  他の市町で類似の条例をつくっているところは

２つございます。一つは、議員既にご承知のとお

り、北海道の中標津、そしてもう一つは、茨城県

の小美玉市というところが昨年12月に条例を制定

しております。いずれも牛乳や乳製品での乾杯条

項を盛り込みまして、牛乳や乳製品の消費拡大、

そして地域活性化等を目的にした条例ということ

でございます。 

  ちなみに、本市は全国で３番目ということにな

ってしまいましたが、県内では１番というような
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状況でございます。条例をつくることが目的では

なくて、その条例に基づいていかに実効性のある

取り組みをしていくかということが我々の今後与

えられる使命だというふうに思っていますので、

３番目になってしまったのはちょっと残念なんで

すが、今後頑張るということでご了承いただけれ

ばというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今、３番目の条例制定

ということでありますけれども、全国全てで３番

目ということであり、また本州では先ほども言っ

ているように本市が生産地の第１位ということの

強みがありますので、インパクトが強いわけであ

りますので、今後も、この条例制定をきっかけに

さらなるＰＲをしていただきたいというふうに思

います。 

  次に、②に移らせていただきます。 

  この事業を普及・啓発するに当たりどのような

周知活動を行っていくのかお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 今後の周知活動につ

いてのお尋ねだと思います。 

  まず、ちょっと大きなところからお話をさせて

いただきたいと思うんですが、私どもの市という

のは生乳生産本州一ということでございます。こ

れは、本市だけが内外に向けて発信できるメッセ

ージだというふうに私は思っています。 

  そして、これを単なるメッセージではなくてブ

ランドメッセージというものに磨き上げていくと

いうことが大変重要なのかなと、それが本市の知

名度の向上あるいは地域づくりにおいて大変重要

なことなんだというふうに私自身は認識しており

ます。 

  今回の条例の制定を機に今後どうしていくかと

いいますと、まずは生乳生産本州一のまちづくり

を進めていくという中で、理解者であって最大の

協働のパートナーであります市民の皆様にこの条

例の制定趣旨等を理解していただくような取り組

みをまず力を入れてやっていかなければならない。 

  また一方では、知名度の向上あるいは消費の拡

大のためには外に向けた告知、ＰＲというものを

していかなければならないということでございま

すので、差し当たっては、観光同様、首都圏をタ

ーゲットとした効果的な告知というものが重要か

なというふうに考えております。 

  私どもの市にも、現行の中でも、生乳生産本州

一という名のもとに、おいしい牛乳はもちろんの

こと、チーズ、アイス等、本市認定ブランドも含

めて多くの自慢できる乳製品がありますので、こ

ういうものを観光プロモーションを進めていく上

での一つの材料、ツールとして機会あるごとに内

外に発信していくと、そんなようなところを大き

なスタンスとして考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  先ほどの答弁の中に、主な事業については、10

周年記念イベントでの乾杯セレモニーや那須拓陽

高校との共同によるオリジナルの乳製品の研究開

発を実施したり、また市民においては牛乳等を食

事に取り入れることに協力をいただき、可能な限

りの範囲で牛乳等での乾杯に協力してもらうなど、

主に市内向けの事業が多いわけであります。 

  先ほどの部長の答弁にもありましたように、他

の県にはまねができないこの地域独特の、中標津

とか先ほど例が挙がりましたけれども、この地域

は酪農と観光の産業があるまちであります。全国
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から訪れる観光地に視点を向け、ホテル・旅館等

との連携によってさらなる消費拡大と条例の普及

につながると思うんですが、この辺はどのように

考えているかお聞かせを願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ご案内のとおり、本

市は他に誇れる観光地だということでございます

ので、そんな中で本市を訪れる県外からのあるい

は首都圏からの来訪者も多いということで、ホテ

ル・旅館等との連携の中で私どもの生乳生産本州

一というものをＰＲできないかというようなお話

だと思います。 

  これにつきましては、ちょっと先ほどもお話し

させていただきましたが、外向けのＰＲというこ

ととしましては観光プロモーションとの連携が不

可欠と考えているという中で、実際に来訪者に対

しまして、ホテル・旅館との連携による消費拡大

あるいは知名度向上のための取り組みということ

で、朝食デザートプロジェクトというものも現行

では実施しているところでございます。 

  ただ、議員ご指摘のとおり、これだけで十分か

というとまだまだいろいろと検討する余地がある

と思いますので、さらに連携できる事業がないか

ということについて部内の中で検討してまいりた

いというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今答弁いただいたよう

に、ホテル・旅館等との連携も、朝食デザートプ

ロジェクトの中で当然、牛乳の提供もしているん

であろうというふうに思うんですね。 

  さらなる消費拡大あるいは全国に発信していく

方法としては、観光客がお泊まりになって乳製品

の提供をすることが、なぜ板室あるいは塩原温泉

に泊まってこういうものが常々出るんですかとい

うお尋ねの中で全国にＰＲ、実は生乳生産地本州

一なんですよということが発信できて、これはＰ

Ｒの金額もかかりませんし、自動的に観光客が口

伝えに全国に広げていくんであろうというふうに

思うんですね。 

  しかしながら、現在もこういうプロジェクトを

実施しているわけではありますけれども、こうい

うものに関して、提供していただくホテル・旅館

等さまざまだと思うんですが、やはり協力態勢を

強化することが大事であり、それを強化させるた

めには、やはり協力していただくためには、これ

にある程度の補助金等ですかね、支援をある程度

すればさらなる全体的な充実になるんではないか

というふうに思うんですが、その辺のお考えをお

聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 先ほどご答弁させて

いただいたとおり、ホテル・旅館との連携につい

てはさらにどういうものがあるかということを検

討してまいるという中で今ご提案いただいたこと

についても検討させていただくというようなとこ

ろでご理解いただければと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今すぐということでは

ありませんので、そういうことで本当に全体的な

普及、そして協力態勢が整うんではないかなとい

うふうに思いましたので質問をさせていただきま

した。 

  本市の乳牛の飼育頭数は約２万2,000頭と本州

一で、25年度の牛乳生産量は13万トンに上るわけ

であり、この条例制定をもとにさらに全国へ発信

していただき、牛乳の消費拡大に努められるよう
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に望み、この項を終わりにしたいと思います。 

  続きまして、⑷の2022年開催の栃木国体につい

て順次再質問をさせていただきます。 

  平成34年の栃木国体において６種目の競技誘致

希望を県に対して要望しているわけでありますが、

このたび、県の準備委員会の第２回常任委員会が

８競技の開催地、９市町が第１次選定案として提

示、承認されたわけであります。 

  その中でトライアスロン競技が本市に決定され

たわけでありますが、会場と競技運営は今後どの

ように考えているのかお伺いをしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） お答えいたします。 

  まず、会場につきましては、現在、東日本学生

選手権を行っております戸田の調整池周辺を会場

として計画を進めていきたいと考えております。 

  また、今後の運営につきましては、今後、県の

委員会から具体的な作業工程が示される予定とな

っております。その内容を見まして、今後、運営、

また施設の整備等も含め、より具体的な内容を積

み上げていきたいと思っております。 

  また、トライアスロンという特殊な競技ですの

で、県のトライアスロン協会等とも連携を図りな

がら情報共有を進め、よりよいものにしていきた

いというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） ただいま今後の開催地、

トライアスロンの決まった具体的な内容を答弁い

ただきましたけれども、これに関しましては当然、

学生の東日本大会をもう開いている戸田調整池で

ございますので、ある程度の本市としてはノウハ

ウがあるということ、そしてまた今後、県のトラ

イアスロン協会と連携して意見聴取をしながらや

っていくということで安心をしました。 

  これもぜひ、栃木国体のトライアスロン会場と

して全国に名が上がるわけでありますので、さら

なる検討をして、いい大会に開催ができるよう望

みたいと思います。 

  それでは、本市が要望している残り５種目につ

いて、他市町との引き合い等があれば、その市町

名がわかればお知らせを願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 他市町との引き合いとい

うことで、５競技がまだ決定をしていないわけで

すが、県の委員会のほうでは具体的な自治体名と

か競技名について明確な情報というのが一切出て

おりませんので、現時点で、本市が現在要望して

いる残りの５競技についての対象といいますか、

要望をしている自治体についてはちょっと把握し

ておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。大体、

今までの開催地、いろいろな大会誘致の中で県内

でこの辺が多分有力、引き合いになるだろうとい

うのは想像はつくんですが、具体的に県の協議会

のほうからは示されていないということで了解を

いたしました。 

  それでは、本市が要望している５種目について

の優位性というものはどのようにお考えかお伺い

をしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） それでは、まずソフトテ

ニスの関係ですが、55年の栃の葉国体でも開催地

になったということと12面の人工芝の規格のコー

トが完成している、また残り８面についても計画

的に整備をするということで今進んでおりますの
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で、他の自治体と比較してやはり施設整備面、ま

た大会運営面ではすぐれているのかなというふう

に判断しております。 

  ソフトボールにつきましては、現在、西那須野

運動公園、また三島の運動場等を候補としてこち

らでは考えておりますが、他自治体にも相当施設

整備が進んでいるところもございますので、現時

点ではっきりとした優位性というものはなかなか

見出せないかなとは思うんですが、副次的な部分

として宿泊機能であるとか交通の利便性というも

のは、ほかの競技も含めて優位性が高いかなとい

うふうには考えております。 

  それと、サッカーにつきましては、国のほうで

示されている基準として開催地の分散というもの

も認められておりますので、本市の青木サッカー

場につきましては、天然芝１面、人工芝２面とい

うことで一定の整備がなされているということで、

他と比較して施設面で、ある程度優位性があるか

なというふうに思っております。 

  それと、ゴルフにつきましても、今回示されて

いる内容では３コースが一つの基準として示され

ております。18ホールの３コースですね。他の自

治体においても相当ゴルフ場はあるかと思うんで

すが、一体的に利用できるという部分でいきます

と、本市においては西那須野地区、塩原地区に３

ゴルフ場が固まっているということで、そういっ

た面で運営面ではかなり優位性があるというふう

に判断しております。 

  それと、馬術でございますが、こちらにつきま

してはなかなか基準が厳しいということもござい

ます。本市には民間のクラブがあります。一部大

会等も開かれておりますが、過去の例を見ますと、

開催ができない場合には他県での開催というのも

現実に行われておりますので、馬術につきまして

は、現時点で優位性についてはっきりしたものは

私どもでは把握できていないという状況です。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今るる各競技について

の優位性をお伺いしたわけでありますけれども、

今後誘致がなされるんではないかという部分から

ちょっと難しいんではないかというような、その

優位性についてお伺いして、ソフトテニスなんか

は、やはり12面を人工芝ということで非常に施設

面はすぐれている、そしてまた昨年のねんりんピ

ックの開催等も実績として上がっているわけであ

ります。 

  ソフトボールに関しましては、他の自治体も当

然これに関しましては施設整備が整っているとい

うことで、開催をできない三島あるいは高柳の運

動公園に関しましては開催できる規模は当然持っ

ておりますので、ここで一つ強みというのは、や

はりソフトボールは、以前にも質問をさせていた

だきましたけれども、特に学生、児童生徒に関し

ての競技のレベルの高さというものを、本当にこ

の那須塩原市あるいは県北地域で勝つことが大変

で、全国のレベルに出ることがまず大変というよ

うなレベルにはあるものですから、その辺も非常

にアピールの一つではないかなというふうに思い

ますので、今後、残りの５種目についてはそうい

う活動をしていただきたいというふうに思います。 

  それでは、国体準備委員会では27年度中に全て

の競技開催地を選定するということであります。

トライアスロンはもちろん他の競技も含めて、決

定された場合のタイムスケジュール及び予算面は

どのように計画されていくのかお伺いしたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ただいまご質問がありま



－82－ 

した、27年度中に数回に分けて県の委員会として

は選定候補地を決めるということでお話をいただ

いております。 

  そういった中で、今後、決定を受けた段階で、

将来的には施設の整備等を伴うものも中にはある

かと思いますが、現時点では選定を受けた結果を

受けて、まず教育委員会内でその進め方等も検討

をしながら、ある程度、開催年度に向けたスケジ

ュールを整理していきたいということで考えてお

ります。 

  また、予算的なものにつきましては、27年度に

つきましては、国体の準備に向けて事務的な、先

進開催地の視察であるとかそういったものも含め

検証しておりますが、より決定がはっきりした段

階で、具体的な予算等については28年度以降にな

ってくるかというふうには考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。決定さ

れた際には当然28年度以降に予算組みをして、施

設の整備あるいは国体の開催に向けての準備をし

ていくということで了解をいたしました。 

  それでは、最後になりますけれども、27年度中

に全競技の開催地を県の委員会のほうでは決定す

るという答弁ではありましたけれども、第２次の

選定というか最終選定といいますか、発表はいつ

ごろになるか、その辺はお聞きでしょうかお伺い

したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 大変私どもとしてもやき

もきしているところがあるんですが、明確な時期

について現時点で私どもに情報としては入ってき

ておりません。 

  夏ぐらいに２回目の選定があるかなというよう

な情報はちょっと来ているんですが、最終的に三

十数競技ですね、そちらの決定についてはちょっ

と私どもでもまだ把握していないという状況です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今答弁がありましたよ

うに、きちんとした発表時期が明確ではないけれ

ども、多分、夏ごろであろうと。 

  当然、誘致競技が決まった市町に関しましては、

先ほど答弁がありましたように予算組みをしたり

計画をしていく中では、12月には決定していない

とという各市町の事情があるわけで、夏ごろに決

定するということで、そうしますとやはりもうあ

と数カ月しかアピール期間がございませんので、

残り５種目に関しましては、部長中心あるいは市

長中心においてさらなるアピールをしていただき

たいというふうに思います。 

  第77回国民体育大会は、本県において、特別競

技の高校野球を含む全38競技が開催されるわけで

あります。 

  本市の競技会場への交通アクセスは、ＪＲ黒磯

駅、ＪＲ西那須野駅、そして東北新幹線那須塩原

駅を有し、また国道４号線、東北自動車道西那須

野塩原インターチェンジ、黒磯板室インターチェ

ンジがあり、それぞれ会場へは近距離であり、多

くの選手を迎え入れるに当たり、緊急医療におい

ては、大型医療施設、国際医療福祉大学病院を初

めとして那須赤十字病院、菅間記念病院、福島整

形外科病院等が至って近距離等に位置し、また選

手の受け入れも、西那須野、黒磯地区のビジネス

ホテルを初めとして、塩原温泉あるいは板室温泉

郷に見る大型宿泊施設があり、大人数の宿泊が容

易であり、このような優位性を生かして、今後残

り数カ月、競技誘致に全力を挙げていただくよう

お願いし、この項を終わりたいと思います。 

  続きまして、最後になりますけれども、⑸の定
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住促進キックオフイベントについて再質問をさせ

ていただきます。 

  先ほど答弁が一括答弁でありましたので、私の

ほうも一括して再質問をさせていただきます。 

  まず、定住促進のターゲットである首都圏の子

育て・若者世代を中心に地域資源や住宅、雇用、

子育て、教育など暮らしの情報を紹介するとの答

弁がありましたが、具体的にどのような内容かお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 首都圏のターゲットへの

訴求ということで、先ほど市長からも答弁があり

ましたが、ステージの周辺のブースということで、

観光ＰＲとか農畜産物、ブランド品等の展示・販

売、また雇用、住宅関連の専門家によります相談

コーナーなどを設けてＰＲをしていきたいという

ふうには考えております。 

  そういったことで、現在、ＳＰＡＣを中心に作

成しております市の魅力を集約させたＷＥＬＣＯ

ＭＥガイドというのを作成しているわけでござい

まして、それらを活用して子育てや教育環境、余

暇の楽しみなども具体的に紹介していきたいとい

うふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。

ぜひ、首都圏に向けてのこういう情報を具体的に

発信してこのイベントを成功させていただきたい

というふうに思います。 

  今回のイベントを先ほどの答弁の中では東京Ｆ

Ｍと連携して行うということであるが、その内容

と期間についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 今回のイベントの開催に

当たりましては東京ＦＭと連携しているというこ

とで考えているわけでございますけれども、具体

的には、市の定住促進の取り組みとか食の紹介、

また住宅、就職状況の紹介等、イベントの事前に

４回、１回３分程度の放送になりますけれども、

事前に４回ほど予定をしてございます。 

  また、５月９日の開催の後、５月14日には、お

おむね午後１時から５時の間になりますけれども、

その時間の多くを那須塩原市の魅力紹介というこ

とで取り組んでいただくということで予定してい

ます。 

  もう一点、ちょっと今忘れていたんですが、東

京ＦＭのウエブサイトによる周知も３月23日から

予定をしているということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） わかりました。東京Ｆ

Ｍさんと連携をして行うということでありますの

で、開催前後に関しましても有効に利用させてい

ただいてＰＲをしていただければというふうに思

います。 

  イベントへの参加は、先ほど、子育て雑誌を通

じて資料請求のあった方など、本市に興味やゆか

りのあるターゲットへダイレクトメールを送付し

招待する予定というような答弁がありましたが、

これはどれくらい来ると予想しているのかお伺い

したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 子育て雑誌の資料請求は、

12月から雑誌が発売になりまして、２月末日現在

で全体で1,786件の請求がございました。そのう

ち首都圏、東京、神奈川、埼玉、千葉の方の数を

拾ってみますと大体550件ぐらいになります。 

  そういった方にダイレクトメールでご案内をし
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たいというふうに考えておりまして、またＵター

ンを考えている学生の方にも、就職情報を提供し

たいということでダイレクトメールを送りたいと

考えておりまして、そういった方に調査をこれか

らかけていきたいなというふうに思っているとこ

ろでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） それでは、今もう既に

1,786件の資料請求というかそういうものが来て

いるということでありますけれども、先ほど答弁

の中に招待という言葉が出てきておりますけれど

も、この招待者の選別というものはどのようにお

考えかお伺いをしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 先ほども答弁いたしまし

たように、首都圏に在住の方を中心にというふう

に考えてございます。ダイレクトメールを送る方

も、首都圏を中心にということで、先ほど申しま

したように、東京、神奈川、埼玉、千葉あたりの、

そういったお住まいの方を中心に考えていきたい

というふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） それでは了解しました。 

  次に、当日の内容についてお伺いをいたします。

特色ある行政施策の紹介の内容について、具体的

にあればお伺いをしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 本市がシティープロモー

ションに取り組むというところの大きな目的とし

て、現在、那須塩原市が取り組む行政施策のター

ゲットへの訴求、首都圏向けのターゲットへの訴

求というものが一つございます。 

  当然、キックオフイベントの開催の趣旨の一つ

にそういったターゲットへいかに訴求するかとい

うことが目的になっているわけでございまして、

そうしたことからしっかりと訴えていきたいなと

いうふうには思っております。 

  現在想定している内容といたしましては、英語

教育の取り組みの状況、子育て支援の状況、また

馬場の状況等を首都圏の近郊の皆さんに訴えてい

きたい、本市の魅力を訴えていきたいというふう

に思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 今答弁なされたように、

阿久津市長を中心に、本市においては定住促進元

年、昨年度予算、今回もそういうことで定住促進

へ向けての取り組みが非常に多く、今、部長から

答弁がありましたように、小中学校全校へのＡＬ

Ｔの配置あるいは馬場のオープンとか、待機児童

がゼロですよとか、そういういろいろな策を講じ

ているわけでありますので、それを存分にアピー

ルして那須塩原定住に向けてのＰＲをしていただ

ければというふうに思います。 

  定住促進キックオフイベントを今回、池袋サン

シャインで開催するわけでありますけれども、こ

れは１回だけのイベントではＰＲが当然浸透しな

いわけでありまして、このキックオフイベントは

第１回目の最初の動きということでありますけれ

ども、この活動を継続することが必要と思います。

このイベントの、まだ始まっておりませんけれど

も、終了後の取り組みについて何かお考えがあれ

ばお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） キックオフイベント、な

ぜキックオフかといいますと、平成24年度に定住
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促進に向けた那須塩原市の取り組みということで

方針を固めまして、25年度に計画をつくりまして、

26年の本年度、計画に基づいた施策を展開すると。

27年度、来年度から自主的なプロモーション活動

を始めようということで、その初めがキックオフ

イベントということで位置づけをさせていただい

たというところでございます。 

  ですので、当然、そのキックオフイベントの後、

どういうふうにしていくかということがこれから

必要になってくるというふうに思います。キック

オフイベントの後にまたイベントをやるかどうか

というのはまだ未定でございますけれども、イベ

ントのほかのプロモーション活動といたしまして、

各種ガイドブックとかパンフレット、そして動画

の作成、またウェブでのＰＲというものも予定し

ているところでございます。 

  それらを市民の方にモデルになっていただきま

して実施していきたいということで、また定住促

進に向けたシティーセールスということで、専門

的な知識を持った広告代理店の方の知恵をかりな

がら進めていければというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 15番、齋藤寿一議員。 

○１５番（齋藤寿一議員） 26年度の新年度予算を

定住促進元年と位置づけ、27年度予算は26年度予

算に引き続き人口減少対策に注力する定住促進深

化予算と位置づけ、今から「人口の減らないまち

づくり」を目指しております。 

  今回の定住促進キックオフイベントにおいても、

本市の魅力を存分にＰＲし、若い人たちに移り住

んでいただく、また住みたくなる事業を多く展開

している本市のよさを、子育ての環境の充実など

を全国に発信し定住につなげていただくことを望

み、この(5)の項目を終わりにしたいと思います。 

  最後に、今回、平成27年度予算編成の基本的な

考え方と運営方針について代表質問をさせていた

だきました。 

  平成27年度、新年度予算は、一般会計総額、26

年度予算対比27億3,000万円、5.7％減の452億

7,000万でありますが、これは住宅除染が26年度

でおおむね終了することが減額の主な要因だった

かというふうに思います。放射能対策を除いた額

は26年度対比1.3％増の437億2,000万円で、実質

的には微増となったわけであります。 

  26年度予算を定住促進元年と位置づけ、27年度、

新年度予算を定住促進深化予算と位置づけ、引き

続き人口対策に注力をするわけでありますが、市

長が就任以来、市政の変革を念頭に、一貫して将

来の人口減少への危惧と持続可能な行政運営を掲

げ、厳しい行財政の改革を行い、財政の健全化に

努め、捻出した財源を未来に向けての投資とし、

さまざまな展開をこの３年間でなし遂げてきたわ

けであります。 

  特に、全小中学校へのＡＬＴ配置や待機児童ゼ

ロの取り組み、放射能除染対策もいち早く多額の

予算を投じて、市民はもちろん、特に学校施設を

初めとする一般住宅除染と子どもたちの安全を第

一に実施、国際交流の促進においては、オースト

リアのリンツ市との姉妹都市の締結、またフラン

スからの国際交流員による国際交流を深める、ま

た上海に観光事務所を開設するなど、国際的な市

として躍進をしているわけであります。 

  馬場の整備においては、資産価値を見落とすこ

となく、全国自治体においても余り例のない馬場

を持つグレードの高い市としていよいよ展開して

いくわけであります。 

  また、昨年12月に設置した子ども未来基金の創

設により、保育園等の待機児童ゼロの実現に向け、

保育園や認定こども園等の整備、また放課後児童

クラブの整備に着手し、この市長の３年間の実績
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は目をみはるものばかりであり、27年度予算にも、

残り１年間の任期になるわけでありますけれども、

予算編成であるが大いに期待をし、会派代表質問

を終わらせていただきます。ありがとうございま

した。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で五峰クラブの会派

代表質問は終了いたしました。 

  ここで昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時１７分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 鈴 木   紀 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、公明クラブ、12番、

鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号12番、公明クラブ、鈴木紀です。会派

代表質問を通告の順に従いましてさせていただき

ます。 

  初めに、市政運営・定住促進計画施策について

お伺いをいたします。 

  本市は、本年１月１日に合併10周年を迎えまし

た。また、阿久津市長も市長就任４年目という一

つの区切りの年でもあり、一つの仕上げの年とも

いえます。当然ながら、将来の少子高齢化と人口

減少時代を見据えた今後のまちづくりの構想をし

なければなりません。 

  阿久津市長は、それらを見据え、いち早く、昨

年、定住促進計画を国に先んじて事業計画として

提示されました。そして、27年度は、「未来への

投資」をキーワードに掲げ、子育て環境の充実や

特色ある教育の推進、雇用の創出等重点事業を実

施し、住みよさの向上に努めてまいりますと表明

されました。 

  また、定住促進計画をベースに那須塩原市版総

合戦略を今年度中に策定するとしています。 

  以上の観点からお伺いをいたします。 

  ⑴雇用創出について。 

  人口減少時代の現在、どこの自治体でも重要課

題と挙げているのが、人口の維持、定住促進が共

通した認識であります。以上のことから伺います。 

  初めに、市内立地企業への奨励制度（誘致工場

等奨励金、環境対策企業奨励金）の創設を主要事

業として今年度500万円計上して実施しましたが、

この制度の内容と、活用した企業はあったのか、

また市はどのような取り組みをしたのかお伺いを

いたします。 

  次に、空き店舗、廃旅館をリノベーションする

ことによるＩＴ企業のサテライトオフィスの誘致

の検討をされたと思いますが、どのような取り組

みをしたのかお伺いをいたします。 

  ⑵結婚について。 

  市長が昨年３月の年頭に力強く掲げた定住促進

計画の重点施策の２項目めにうたっている「出会

いから結婚までのサポート」をコンセプトにして

いますが、以下の点についてお伺いをいたします。 

  ①「結婚生活への支援」として「結婚生活に関

する支援制度の創設を検討します。」とあります

が、どのような支援制度を設定したのかお伺いを

いたします。 

  次に、「若者の出会い創出事業の開催」として

「官民が連携して開催します。」とありますが、

どのような内容で開催されたのかお伺いをいたし
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ます。 

  ③として、これらの事業をどのように検証し、

27年度にどう生かした内容の計画にしたのかお伺

いをいたします。 

  ⑶として、教育行政について。 

  本市の目的である人づくり教育を進めるに当た

り、次の点についてお伺いをいたします。 

  初めに、小中一貫教育について計画的に進めて

いますが、今後のスケジュールと内容等について

お伺いをいたします。 

  次に、いじめ防止対策について。 

  先月もいじめによる自殺が報道されています。

これだけ全国でいじめが問題になっているにもか

かわらず、いじめによる自殺は減ることがありま

せん。いじめが自殺にまで追い込むことを考える

と犯罪であり、罪であります。いじめに対する取

り組みを市としてどう向き合い、取り組んでいく

のか市の見解をお聞かせください。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 公明クラブ、鈴木紀議員の

会派代表質問に順次お答えいたします。 

  なお、教育行政が入っておりまして、私から答

弁するのが筋かと思いますが、教育長からこの部

分についてだけは答弁をさせていただきます。 

  初めに、雇用創出について、市内立地企業への

奨励制度の内容と実績、市の取り組み状況につい

てお答えいたします。 

  本奨励制度は、一定の要件を満たす工場等が新

設または既存工場等の集団化を行った場合に奨励

措置を講じるものであります。 

  奨励措置の主な内容としましては、工場等の新

設や集団化を行った際には、事業開始の翌年度か

らの３年間、それぞれ3,000万円を限度として、

新設の場合には固定資産税相当額以内の額を、集

団化や移転新設の場合にはその新設に係る固定資

産税相当額の３分の２以内の額を補助するなどの

措置を講じているものでございます。 

  措置は講じておりますが、この奨励基準を満た

して申請をする工場等はないのが現状であります。 

  また、市の取り組み状況につきましても、ホー

ムページへの掲載や県の東京事務所等への情報提

供などに努めております。 

  続いて、サテライトオフィスの誘致に関する検

討と取り組みについてお答えいたします。 

  市内にも空き店舗や閉鎖中の旅館等が点在して

いる状況にあり、雇用の創出はもとより、市が進

めている定住促進の観点からもサテライトオフィ

スの誘致は有効な施策であると認識しております。 

  特にＩＴ関連企業には、豊かな自然や豊富な温

泉など、疲れた心身を癒やしてくれる本市の環境

は絶好の条件であると考えております。 

  これまで、専門家からのアドバイス等を受けて

の検討や、県に対してサテライトオフィス誘致に

関する支援措置を求める要望等を行ってまいりま

した。平成27年度からは、誘致に向けた具体的な

調査・研究を進め、企業への誘致活動に取り組む

ことにより雇用の創出につなげてたいと考えてお

ります。 

  ただ、今お答えした内容の中で、いわゆるサテ

ライトオフィスは別なんですけれども、重厚長大

関連産業、製造業、こういうものについて、大き

なあるいは中堅の工場を立地して大量に人を雇用

するという点については、現在、県北ではほとん

ど例がないと、こういう状況でございます。 

  私は、こういう状況を心配して、市内に立地す

る企業訪問を昨年から継続してとらせていただい

ておりますが、現実の問題として、行ってみて私
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が恐れているのは、東南アジアに工場を移転した

いとか、そういう話があるんです。 

  ところが、落ちついて考えると、企業は総体と

して那須塩原の地で営業をしたいというのが現在

ある工場では圧倒的に多いということでありまし

て、しかも工場の拡張をしたいということで土地

のあっせんとかこういうものを逆に、工場誘致に

行って拡張の工事、土地を頼むと、こういうよう

なことも相談を受けております。幾つもの工場が

頭に浮かんでおりますが、また再質問でもしあれ

ばそういうのもお答えしたい。 

  また、雇用について、那須塩原市役所の裏にあ

る、いわゆる雇用を扱っているハローワークにつ

いても、県内では極めて有効求人倍率が高いと。 

  こういうものを後で再質問があれば産業観光部

長からお答えいたしますが、考えてみると雇用の

体系というのは今大きく変わっていて、例えば観

光が活気づくとすーっとそちらに人がはけます。

遊んでいる人がいなくなる。あるいは医療が拡大

するとすーっと働く人が、介護士でなくても医療

分野に吸収されます。 

  それから、教育関係なんかも、本市は子どもの

数が小中学校で１万人以上おりますので、教師の

数も多いと。こういうのも非常に雇用に影響して

おりまして、いわゆる工業関係の雇用だけが雇用

でなくて、広い意味での雇用、こういうものもで

きるだけ今後バランスよく検討、発展するように

努めていきたいと考えております。もし再質問が

あればまたそういう中でお答えをさせていただき

ます。 

  次に、結婚について、①②③は全部関連があり

ますので一括してお答えをいたします。 

  定住促進計画において７つのキーワードの一つ

に「結婚」を位置づけております。結婚は人生一

大イベントであり、それを機に定住地を考える時

期を迎えることから、結婚を支援することは定住

を促進するに当たっては重要な取り組みであると

考えており、出会いの場の提供や結婚にたどり着

くまでをサポートしていくことが大変重要である

と考えております。 

  結婚生活に関する支援制度につきましては、県

が設立した「とちぎ未来クラブ」と連携し、市に

結婚サポーターを配置し結婚を望む独身者をボラ

ンティアで応援する結婚サポート事業や、とちぎ

子育て家族応援事業に取り組んでおります。 

  また、子育て相談窓口の設置や子育て環境の整

備を進め、結婚、子育てへの不安の解消も進めて

おります。 

  次に、若者の出会い創出事業として、行政と民

間が連携して、昨年度から農業後継者を対象とし

た那須高原農業合コンを実施し、また民間が独自

に取り組んでいるものとして、市内の商工会青年

部、ＪＡを初め幾つかの企業・団体が男女の出会

いの場づくり事業を行っており、それぞれカップ

ルが誕生しております。 

  今後も、行政として、事業主体との情報交換や

情報提供を得ながらその周知や参加者募集などを

支援し、それぞれの事業が実効性のあるものとな

るよう努めてまいります。 

  以上、第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、⑶の教育行政

につきましては私のほうからお答えをさせていた

だきたいと思います。 

  初めに、①の小中一貫教育についてのお答えで

ございますが、平成23年１月に策定をしました那

須塩原市小中一貫教育基本方針に従いまして、平

成28年度より、全市において小中一貫教育を開始

する予定となっております。 

  来年度は、その準備期間の最終年度となります。
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既に研究指定を受けました５つの中学校区の実践

例を参考にし、残りの５つの中学校区が「４つの

必ず実践する事項」について準備を進めていく予

定となっております。 

  具体的には、中学校区における教育目標、目指

す児童生徒像の設定、小中共通の指導事項を明確

にした指導計画の作成、教員の専門性を生かした

一部教科担任制の導入、特定の教科等について小

中の連続性を図るカリキュラムの作成、この４つ

の事項であります。 

  中でも、英語教育につきましては、市内全校に

ＡＬＴを配置しておりますけれども、来年度より、

小中学校９年間を見通した本市独自の指導カリキ

ュラムによる英語指導を試験的に実施してまいり

たいと、こう考えております。 

  続きまして、②のいじめ防止対策についてお答

え申し上げます。 

  本市では、平成26年４月に、那須塩原市子ども

の権利条例を施行いたしました。その第18条で、

「市、保護者、大人及び育ち学ぶ施設関係者は、

いじめの防止に努めなければならない。」とし、

市全体でいじめ防止に取り組んでいくことといた

しました。 

  また、国のいじめ防止対策推進法を受けて、い

じめの防止、早期発見及び対処のための対策を総

合的、効果的に推進するために、このたび那須塩

原市いじめ防止基本方針を策定し、本議会に上程

をさせていただきました。 

  この基本方針にのっとり、子どもたちが安心し

て豊かに生活できる那須塩原市を実現するために、

今後さらに、全庁を挙げましてこのいじめ防止に

努めてまいりたいと、このように考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） それでは、順次再質問

をさせていただきます。 

  初めに、雇用の創出について市長のほうからい

ろいろ説明がありました。企業訪問に行きながら

もいろいろな相談を受けているということも伺い

ました。 

  そういった中で、市長から質問があればという

ことでありましたので質問をさせていただきます

けれども、拡張したいという企業とか、そのほか

どういった相談があったのかお聞かせ願いたいと

まずは思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 具体的には、大阪シーリン

グあるいは、手持ち資料がないのでもしあれだっ

たらまた部長のほうからお答えしますが、東レバ

ッテリーセパレータフィルム、あるいはＩＴ関係

企業、こういうもので、倍に拡張したいとか、ち

ょっと名前が思い出せないので、こういうような

ところもございましたし、あるいは食肉関係等に

ついても、もしかしたら用地があれば広げたい、

あるいは金子メディカルなんていうところも、こ

の土地が欲しいなんて、隣が農地なんですよ。こ

れはなかなか農業委員会との調整が難しいと思い

ますが、一応お話を伺っておくと、こういう形で。 

  そのほか、人を介して、どうしてもあのおばあ

ちゃんの土地を欲しいと。そのおばあちゃんの親

戚にお願いして行っている工場なんかもございま

す。 

  詳しくはちょっと私、今、手持ち資料がござい

ませんが、そういう形で、意外と今残っている企

業は海外への進出を慎重に構えていると。 

  この中では、いろいろあるんですけれども、や

っぱり治安とか最終的な歩どまりとかそういうの

を重んじると。日本でやるのが一番いいという人

がかなりふえてきたのかなと。 
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  また、皆さんにご心配をかけたＢＳ黒磯工場、

多くの人たちは市内の企業にＢＳさんの骨折りで

再就職もしておりまして、今度は就職をした企業

がお礼に来るんですよ、引き受けた企業が。何の

お礼かと思ったら、さすがにＢＳで鍛えた職員は

うちの職員のレベルを皆上げると、ありがとうご

ざいますという、私、全然予想していなかったん

だけれども、これは裏話ですけれども、そういう

お礼に来た企業もございまして、全体としては落

ちついた中で企業活動ができているのかなと。 

  本当は新しくてぴかぴかの企業を何とか誘致し

たいというのが本音なんですが、そんな現状をご

理解いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ただいま市長は手持

ちに資料がないと言われたんですが、市長がお答

えしたとおりということでございまして、詳しく

説明させていただきますと、今までに既に市長は

中堅どころ、大きいところを含めて21社の企業訪

問をしているという中で、今言ったように、拡張

に関する話については四、五社からそういうお話

を受けている。 

  あわせて、前回の議会で皆さんに条例の制定を

お願いしたわけですが、工場立地法に基づく準則

条例ということで、緑地率を要は低減してくださ

いというような要望もございました。緑地率を低

減したところ、新たな届け出というところで３社

くらい、その準則条例に基づいた届け出をしてい

る会社があるというところでございます。 

  あとは市長が答弁したとおりだということでお

願いしたいと思います。よろしくどうぞ。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 細かく説明ありがとう

ございました。 

  実際、国内回帰というような流れになっている

とはいいながらも、やはり製造業そのものは工場

内に入ってみますとほとんどがロボットという中

で、なかなか雇用は厳しいのかなと、そういうよ

うに思いますけれども、答弁にありましたけれど

も、21ぐらい訪問をしていると。そういう中で拡

張もしたいという部分にありましては、ぜひ雇用

につながるようにさらなるご努力をお願いしたい

と思います。 

  奨励制度の先ほどお話がありましたけれども、

基準に満たしての申請はなかったというのが現状

だということでありますけれども、それに関して

の問題や課題はどう捉えているのかお伺いをした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 奨励制度の問題ある

いは課題は何かというお尋ねだと思います。 

  まず、現状はどうかということでございますが、

こちらについては先ほど市長が答弁したとおりと

いうことでございますが、大企業あるいは輸出を

主とする企業の一部では景気の回復というものを

見せているのかなというようなところがあるんで

すが、そうはいいながらも地方はまだまだ依然と

して厳しい経済状況が続いているという中で、企

業活動が低迷しているというようなことがあるの

かなというふうに思います。 

  そんな中で、市長も答弁で先ほど言われていま

したが、本市に限らず、どの自治体も企業誘致と

いうものに関しては苦戦をしているというのが実

態だというふうに思っております。 

  そんな中で、本市の工場誘致条例というものを

見た場合、奨励基準が製造・加工等の施設に限定

されているというのがございまして、そういう意

味からするとある程度間口が狭いということから

して、要は、広い分野の受け口になっていないと
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いうようなところもあるのかなというふうに思い

ます。 

  こんなことが課題かなというふうに思っており

ますので、将来も見据えた中で、幾らか間口を広

げるような改正ができればいいかなというふうに

考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 現状での条例は製造・

加工というようなお話でありました。また、その

中で条例改定に向けて少しはこれから検討をして

いくのかなというようなお話だと思うんですが、

その見直す中での考え方の中ではどのようなとこ

ろを検討していくのか。今、もっと間口を広げる

というようなお答えでしたけれども、もう少し詳

しくお願いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ただいま申し上げま

した間口の話が一つと、あとはもう一つ、新規で

外から来るというところの着目以外に、市内に現

在ある企業に継続してとどまっていただいて企業

活動を要は活発化してもらいたいと、そのための

何か手だてができるかというようなところも検討

材料の一つというふうにしております。 

  そんな中で、奨励基準全般あるいは対象施設、

補助金額等々をどういうふうにやったらいいかと

いうようなところを、今、部内で整理していると

いうふうなところでございます。 

  また、まち・ひと・しごと創生法というものが

できまして、市はこの法律に基づいて地方版の戦

略というものをつくっていくということになりま

すが、その戦略の中で、やはり企業誘致の奨励制

度というものは一つの柱にしたいなというふうに

思っていますので、雇用制度の改革というんです

か、そういうものも含めた中で、要は今後の雇用

創出に向けた事業展開というものもしてまいりた

いというふうに考えているところから、その条例

をいつごろやるかという話になりますと、国の今

後の総合戦略の動向なんかも注視しつつ、できる

だけ早い時点で条例改正のほうにこぎつけていけ

ればなというふうに思っているところです。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 条例の改正については

なるべく早い時期に行っていきたいというような

ことで、よろしくお願いしたいと思います。 

  また、この那須塩原市の強みといいますか、再

三、前のほうの代表の質問にもありましたけれど

も、高速道路、新幹線等々ありますけれども、僕

が思うには、やはりここから東京への通勤時間が

約70分ぐらいで行くといいますか、そういうこと

を考えますと、工場誘致という部分に関しまして

は、行政部のほうで知ってのとおり高速道路、新

幹線等々ありますけれども、そこら辺の強みとい

うところを生かした取り組みについては今後どの

ように考えているのかお聞かせ願いたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ただいま代表から言

われたとおり、本市の強みは何かといいますと、

全く私も同感でございますが、まずは東京からの

時間距離というところの中で高速交通網が充実し

ておりますので、新幹線でも70分、高速を使って

も浦和インターからですと90分ということでござ

いますので、この東京との近接性というものを一

つの売りとしていかなくてはならないというふう

には思っています。 

  またあわせまして、やはり我が市には豊富な農
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産物、おいしいものがいっぱいございます。あわ

せて、全国レベルになりました塩原温泉、板室温

泉というものもございます。こういう自然が豊か

だということもありますので、そういうところを

絡めた企業誘致戦略というものができないかとい

うようなところで、今、部内ではいろいろと検討

を進めているというところが実態でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） わかりました。 

  先ほど答弁の中にサテライトオフィスのことも

ありましたけれども、誘致関連として27年度には

400万円弱をたしか計上していると思うんですけ

れども、これはどのような内容なのか、誘致に結

びついていくような予算額なのかお聞かせ願いた

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  サテライトオフィスの誘致につきましては、定

住促進計画の中の一つの大きな主要事業というこ

とで位置づけております。 

  それで、今年度については概要的な、全般的な

調査・研究、サテライトオフィスというのはどう

いうものなのかと、本市に持ってきた場合どうな

のかとかいうようなところの仮定の中でいろんな

調査・研究を進めてきたというところでございま

す。 

  そんな中で、議員もご承知だと思いますが、Ｉ

Ｔ産業の中での大きな課題というのは何かと申し

ますと、システムエンジニアの鬱病というものが

一つ大きな、要はその産業界での問題になってい

るということでございます。 

  豊かな自然あるいは単純泉は鬱症状を緩和する

なんていうような医学的な裏づけもあるというよ

うなことから、私どもは、このサテライトオフィ

スというものを一つターゲットとした中で、先ほ

ど言った東京との近接性、あるいは温泉がある、

あるいは豊かな自然がある、おいしいものがある

といったところの中で、まずはこのサテライトオ

フィスというのをこれからの誘致企業のターゲッ

トとして位置づけたということでございます。 

  そんな中で、26年度につきましては全般的な調

査・研究を進めてきたという中で、来年度につい

ては、専門家に業務を委託いたしまして詳細の現

状分析、さらにはこれから企業に打って出るに当

たっての戦略というものの構築、さらにはどうい

う相手方がいいのかといったところの対象者の選

択、そんなものを踏まえまして営業活動というも

のを我々も一緒になってやっていきたいというふ

うに思っているところでございます。 

  それらに要する費用が400万ということでござ

います。 

  こちらにつきましては、やはり相当なネットワ

ークを持っている方にお願いしないとターゲット

というものが見つかりません。一般的にやってい

る、大きな説明会に我々行政が行って、相手方の

企業が来て、要はマッチングみたいなお話をする

という一般的な取り組みであればどこでもやって

いますので、なかなか引っ張ってこられないとい

う実態がありますので、相当やっぱりネットワー

クを持ったところにお願いする中で現実味のある

誘致に向けていきたいと。そのための費用を上げ

たんだということでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 理解をいたしました。

今回の雇用創出については、いずれにしろ定住促

進計画の中でも最重要事業でありますが、企業誘

致は現実には難しいのかなと、そのように認識を
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しております。 

  ただ、言えることは、これからますます人口減

少が進んでいけば雇用創出という部分については、

先日の新聞の中にもたしか報道されておりました

けれども、この雇用創出については全国の70％以

上がやはり大きな課題であるというふうに捉えて

いるわけであります。 

  そういった中でかなり競争も厳しいという部分

を考えますと、工場だけでは雇用創出はないと思

います。知ってのとおり、近くの菅間病院ではベ

ッド数をふやして大きくなるというようなことも

聞いております。こういったところでも雇用は生

まれるわけでありますし、これからますます高齢

者世代がふえていけば当然施設等々についても必

要になってくるという部分に関しましては、立地

企業の奨励制度という部分がありますけれども、

そういった部分も含めた上での柔軟な改正ができ

ればいいのかなというように思います。 

  それも強く要望して次の質問に移りたいと思い

ますけれども、サテライトオフィスに関しては、

鬱病の緩和になるということですから、大変な事

業ですけれども、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

  それでは、次の結婚について再質問をさせてい

ただきます。 

  結婚については、重要な取り組みであるという

ような認識を持っていると、また県のとちぎ未来

プランと連携して努めていると、また昨年度から

農コンを実施している、また各種団体との出会い

の場もつくっているということで、何組か誕生し

ているということですけれども、何組ぐらい誕生

しているのかお聞かせ願いたいと思います。 

  それとあわせて、この結婚についての予算は27

年度については計上されているのかお聞かせ願い

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 結婚イベントにおいて結

婚が成立した数ということだと思います。 

  幾つかの団体が行っている婚活イベントの数字

は押さえております。 

  まず、那須高原農業合コン、農業農村活性化塾

でやっているという、平成26年度において２組が

成立しているということで確認しています。 

  そのほか、西那須野商工会青年部さんが主催の

「にしなすコン」というのがあるそうでして、10

組が成立をしているということで聞いてございま

す。 

  また、那須塩原商工会さんが主催して、マスコ

ンというんですか、マスクをして婚活みたいなイ

ベントだということで、４組成立しているという

ことで聞いてございます。 

  私どもで確認しているのは以上ということでご

ざいます。 

  また、予算の件ですけれども、現在、補助をし

てということで実施を支援しているということで

ございまして、補助については、先ほど実績を申

し上げました農業農村活性化塾、西那須野商工会

青年部、また那須塩原商工会のほうへ補助をする

中で婚活イベント等も行っていただいているとい

う状況でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） マスクコンとか、なか

なか聞いたことのない結婚ということで、わかり

ました。予算については、間接的に予算づけして

いるというようなことでありますね。 

  また、重要であるという認識の裏づけがやはり

定住促進計画の２番目の位置になったのだろうと

思います。将来の社会を考えますと、女性と出会

って結婚をして、子どもをもうけ、教育するとい



－94－ 

うようなことは重要なテーマであることは間違い

のないところであります。 

  そういう中で、昨年３月に定住促進計画を全国

に先駆けて策定したわけでありますけれども、た

だ現状、私の感じるところではやはりこの結婚に

ついては正直弱いのかなと、そのように感じると

ころであります。 

  そこで再度伺いたいと思うんですけれども、こ

の定住促進計画の主要である結婚を大きな柱の２

番目とした位置づけについてお伺いをしたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 結婚について、これまで

の市の考えというのは、個人のことだということ

で市は直接はかかわらず民間にお任せするという

ような基本的なスタンスでございました。 

  その基本的なスタンスということで進めてきた

わけですけれども、定住促進計画を策定する段階

でいろいろ調査をいたしまして、その定住促進計

画の策定のときに、定住におけるいろいろなステ

ージの中で結婚というイベントが非常に定住に大

きな役割を果たすということがわかりました。と

いうことで、定住促進計画の中に７つのＫの一つ

として結婚というものを位置づけたところでござ

います。 

  これは、順番が２番目ということなんですけれ

ども、流れ的には雇用というのが先に来ます。雇

用があって、結婚があって、結婚して次にその子

育てがあって、さらにそこからまた教育が来ると、

そういう流れの中で結婚というのが２番目に来て

いるという状況でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） ２番目に来たという理

由づけが流れとしてはわかるんですけれども、結

婚をして子どもに恵まれなければ人口はまずふえ

ないという、そういう原理原則があると思うんで

す。 

  そういった中で、答弁で、基本的なスタンスは

行政が率先してやるものではないというようなお

話がありました。 

  しかし、先日、栃木市議会のほうですけれども、

鈴木市長の答弁の中では、もう既に、民間の団体

の婚活を支援するだけではなく行政みずからが主

体となって取り組む時期に来ているというような

指摘もされております。そういった中において、

この結婚を行政で仕掛けるということに関しまし

ては、やはり信頼度という部分が一番高くあるの

ではないかなと思います。 

  そういった中で、現実の話になってくれば、市

としての取り組みの中でどこか係としているよう

なところを検討されたらどうなのか。あるいは、

それはそれでいいんですけれども、そういった係

をつくるというような検討をされたのかどうか、

また、なければ今後こういった部分についてはし

っかりとやっていかなければならない、そういっ

た部分の考えもあるのかお聞かせ願いたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 先ほど市の基本的な姿勢

ということでこれまでの考え方をお示ししました

が、そういうことで、とちぎ未来クラブについて

は子ども課が所管をしていると、またそれぞれの

団体への補助についてはそれぞれの所管がという

ことでこれまで来ております。 

  定住促進という観点から、総括する部署につい

てこれからどうあるべきかというのは検討しなく

てはならないというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 
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○１２番（鈴木 紀議員） 結婚するということに

関しましては、先ほども申し上げましたけれども、

生涯ともに連れ添うという、また、ともに勉強し

てお互いに成長し合うという部分で考えますと、

これは幅広く考え過ぎるかもしれませんけれども、

生涯学習なんかも当たってくるのかなと、そのよ

うにも感じるところがあります。 

  ぜひ担当の係、推進室といいますか、そういっ

た部分について、再度お伺いしたいと思うんです

けれども、お聞かせ願いたいと思いますし、小山

のほうでもたしか、新しく結婚活動支援事業とい

うのが昨年度から始まったようであります。そこ

の担当課は子育て・家庭支援課というところでや

っているようでありますけれども、本市について

はそこら辺のところも今後どこか検討していかな

くてはならないと、そういうような思い、考え方

でも結構ですからお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 結婚は定住促進計画の７

つのＫの一つということで位置づけをしておりま

すので、これから市としてどういうふうに取り組

んでいくかというところで、総括する部署は今後

の中で検討しなければならないだろうというふう

には考えているところでございまして、議員から

お話がありました生涯学習とか子育てとかという

ところも含めまして、どういう部署でどういうふ

うに扱っていくのがいいのかというところもこれ

からの検討ということでさせていただきたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） ぜひよろしくお願いし

たいと思います。 

  今は昔のようにおせっかいをするということが

できない環境になっているのかなと、そのように

も思いますし、また市内には「恋人たちの聖地」

になるような場所もなくはないと思います。毎年

６月になりますと式を挙げる大吊橋があるわけで

あります。そういった部分を考えますとやはり隠

れたデートスポットなのかなと、そういったこと

もありますし、また住むなら那須塩原、結婚する

なら那須塩原の人となってもらいたいし、将来に

夢を持たせる事業ですのでぜひ積極的に進めてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

  それでは、次の教育行政について再質問をさせ

ていただきます。 

  小中一貫教育の今後の流れについてお伺いいた

しました。 

  分離型と一体型については理解したところであ

りますけれども、分離型の場合の小中学校の先生

の連携という部分は気になるところであります。

この連携がうまくつながるかどうかによって一貫

教育のポイントになるのかなとも思いますし、そ

こら辺のところをどう考えて対応するのかお伺い

したいと思います。 

  またあわせて、教室の質の向上について、図ら

れると思いますけれども、具体的な例を挙げてお

聞かせ願いたいと思います。 

  ２点お聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、今のご質問に

お答えをしたいと思います。 

  まず、分離型の小中一貫教育の成否というのは

この連携をどう図るかということがポイントだと

おっしゃられておりますが、まさにそのとおりだ

と私も思っております。 

  実は、本市の小中一貫教育については、既に議

員の皆さん方にもお渡ししてあるかと思いますが、
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こういうリーフレットをつくらせていただきまし

て、これも各保護者にも配付してございますが、

この中で、小中一貫教育を進めるに当たって、吹

き出しでこんな文言が入っております。小中学校

の教職員が子どもたちの中学校卒業時の姿をイメ

ージして、自分がどの発達段階を受け持ち、教育

しているのかを常に意識して指導に当たりますと。 

  まさに小中一貫教育の一番大事な部分というの

は、義務教育９年間、それぞれ先生方が何年生か

担当しますが、そこだけでは終わらないで９年間

を通してその最後に、中学校を卒業するときに子

どもたちがどんな姿になっていくかということを

絶えずどのステージででもイメージをして、今こ

ういうふうにすればやがてこれがこうなっていく

だろうということをどの先生方も共通して持って

いるということがとても大事なことなんだろうと

思っております。 

  それを具体化しているのが、先ほどお答えしま

したように、各中学校区における教育目標あるい

は目指す児童生徒の姿というものを具体的に出し

て、こういうことをいつも念頭に置いて指導をし

ていきましょうということをしっかりと共通理解

をすることがとても大切だろうと思っております。 

  例えば、これも一つの資料でありますけれども、

例えば黒磯北中学校区ではもう既に前に取り組ん

でおりましたので、ちょっとカラーでなくて申し

わけないんですが、こういうリーフレットをつく

りまして、知・徳・体という３つの柱の中で、小

学校４年生までにはこんなふうな子に、それから

中学校の１年生までにはこんなふうに、そして卒

業するときにはこんなふうにというようなことを

具体的な姿を描きまして、これを全職員あるいは

保護者の方にもお配りしまして、みんなで共通の

意識を持って子どもの育ちにしっかりとかかわっ

ていくというような取り組みをしているケースも

ございます。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 卒業時のところを目標

に、またイメージをして教育を進めているという

ことで、よろしくお願いしたいと思います。 

  また、現行では６・３制というふうになってい

ます。一部、４・３になっているのかなというふ

うにも思いますけれども、27年度に向けて調査を

しっかりやっていくということですけれども、保

護者に対しての説明なんかは今言ったリーフレッ

トを使ってやっていくのかどうか、再度お聞かせ

願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現在はまだ法制度も整っ

ておりませんので、現行の小学校６年生、中学校

３年生のいわゆる６・３制でありますけれども、

今後、法制度の整備も見据えまして、先ほどお示

ししました本市が掲げます小中一貫教育につきま

しては、３期の区切り、いわゆる小学校１年生か

ら４年生までを一つのくくり、５年生から中学校

１年生までの一つのくくり、そして中学校２年・

３年を一つのくくりと、３つのくくりにして考え

ていくということでございます。 

  これは、いわゆるその子どもたちの心理的ある

いは身体的成長に沿った、より望ましい指導のあ

り方というものも意識したくくりになっているわ

けでありますので、今後、こういったものにつき

ましては積極的に保護者の方々にも周知をさせて

いただいたり、あるいは既にもうホームページの

ほうにも先ほどお示しをしましたリーフレットに

つきましては掲載してございますので、そういっ

たものも利用しながら理解と協力をお願いしてま

いりたいと、このように思っております。 
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○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） ぜひ保護者の方に関し

ましてはわかりやすい説明をお願いしたいと思い

ます。 

  小中一貫の中には、先ほどもありましたけれど

も、分離型、一体型ということで、現状での一体

型は塩原小中学校かなと。そういった中で、本市

で進めていくのはどちらかというとやはり分離型

ということだと思います。 

  そういった中で、この分離型のメリット、デメ

リットといいますか、そういったことをお聞かせ

願いたいと思いますし、あわせてデメリットに対

してはどのように対応していくのかお聞かせくだ

さい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 施設分離型のメリット、

デメリットでございますが、まず分離型のメリッ

トといたしましては、現行の施設がそのまま利用

できるわけでありまして、当然のことながら小学

校６年のくくりというのがまだ残る形になります。

そういう意味では、小学校の最後の学年に当たる

６年生としてのリーダーシップを発揮できる、そ

ういう環境は維持できるということでございます。 

  また、学校単位で行う学校行事の企画とか運営

とかにつきましても、小中の９年というものでは

なく現行のくくりで行いますので、ある意味、機

動力が発揮できるというようなことが挙げられる

と思います。 

  一方、デメリットとしましては、先ほど申し上

げましたように、小中の先生方が子どもたちの共

通のイメージをしっかりと持つということがポイ

ントだとお話ししましたけれども、一体型であり

ますと日常的に小学校３年生までの児童生徒がい

るわけですが、そうならないというところでその

イメージをいかにつくるか、あるいは先生方がそ

ういう意識をしっかり持てるかというところがち

ょっと工夫を要するところかなと、こんなふうに

思っております。 

  そういう意味でも、教職員が相互乗り入れでき

る、そういう環境をつくっていくということがこ

れからちょっと工夫が必要かなと思っております

ので、例えば学校行事とかあるいは授業研究会と

かそういった形の先生方の交流、あるいは直接子

どもたちが何かの企画をして交流する、そういう

場をつくるということもデメリットと考えられる

部分の改善策としては考えられるのかなというふ

うに思っております。 

  また、当然のことながら一部、教科担任制等も

入れるわけでありますので、そのときに中学校か

ら先生が来る、あるいは小学校の先生が中学校に

行くということを考えたときには、人的なバック

アップというのもしなければならないわけであり

ますので、そういった態勢というのも今後しっか

りと整えていくということが必要ではないのかな

と、このように考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） メリット、デメリット

を伺いました。 

  デメリットについては、やはり小中の連携が大

事なのかなというようなことだと思います。 

  ただ、気がかりなのは、これはあくまでもちま

たの話として聞いていただきたいのですが、やは

り小学校と中学校の文化の違いといいますか、そ

ういったものは当然あると思います。そういった

ところでのやはり交流といいますか、連携をいか

にしていくのかというところにつながっていくの

かなと思いますので、よろしくお願いしたいと思

います。 

  一体型についてはお聞きしませんでしたけれど
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も、一体型の問題、私自身が一つ気がかりなのは、

９年間同じ施設の中で過ごすというそういうこと

を考えますと、やはりいじめの問題も出てこない

とも限らないのかなと。分離型の場合ですと、当

然、大規模校もあるでしょうから学級の移動とか

ということもあるでしょうけれども、小規模の一

体型ではそれもできないと。そうすると、大体が

いじめの問題に関しましては小学校４年生ぐらい

から出てくるのかなと。そういうことを考えます

と６年間我慢していなくてはならないと、そうい

ったことも当然想定される問題だと思います。 

  そういった部分についてどのように対応をして

いくのか、そこのところをお聞かせ願いたいと思

います。現段階で結構ですからよろしくお願いし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今、議員おっしゃった問

題も大変心配される事柄の一つであろうと私たち

も考えております。いかに人間関係を固定しない

かということであろうと思います。 

  ただ、これもよく考えてみますと、私たちが子

どもたちに持たせる既成観念というんでしょうか、

そういったものも変えていくことが必要ではない

のかなというふうに思っております。 

  と申しますのは、やはりふだんの授業の中でも

私たちは無意識のうちに子どもたちに正解を絶え

ず求め続ける、間違っているものは否定してしま

うという、そういう画一的な考え方あるいは同質

を求める、そういった考え方というのもいじめと

いう部分についての根底の部分にあるんではない

のかなと、こんなふうに考えております。 

  そんなことも含めまして、今後、子どもたちが

大人になったときに求められるであろう能力とい

うんでしょうか、そういったものも見据えたとき

には、もっともっと子どもたちが多様な考え方、

しかもそれを積極的にしていける、論理的にして

いける、あるいは人間関係のコミュニケーション

スキル、そういったものもしっかりととっていく、

そういったことをもっと学校教育の中に取り入れ

ていくことが、総合的に、議員が心配していらっ

しゃるような人間関係の固定化であったり、いじ

めといったものにも有効な手段になってくるので

はないかなと、このように考えております。 

  まして、日々の授業の中でも、そういった力、

資質というものを今後育てていく取り組みも小中

一貫教育の中でしっかりしていかなければならな

いかと、こう思っております。 

  ですので、次年度からは、今まで実施してきま

した学校訪問、市の教育委員会が何年かに一遍、

学校を訪れて学校経営や授業等についてその支援

をしていく、そういう場面があるわけですが、そ

れを思いっきりリニューアルしまして、那須塩原

学び創造プロジェクトというような名前で、今申

し上げたような子どもたちの新たなこれから必要

とされる思考力、判断力、表現力、こういったも

のを積極的に育てていく授業づくりというものを

しっかりと応援していく、そういった取り組みも

進めていきたいと。 

  それが総体的に子どもたちの関係性というもの

をいい方向に向けていくことになると思っており

ますし、これまで取り組んでおりましたハイパー

ＱＵのものも当然ですし、あるいは学級活動を積

極的に行っていくような取り組み、それから既に

ことしから始めました外国語活動、これはもう根

底にはやっぱり多様性を理解するという部分でし

っかりと意味があるものになってくると思います

し、タブレット等の活用も、話し合い活動を授業

の中で積極的にしていく、情報発信をしていくと

いう意味でも大いに効果があります。 
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  そういうさまざまな施策の根底にあるものは、

子どもたちがしっかりと自分の考えを持って積極

的に人とかかわっていく、多様性をしっかりと理

解できる、そういう力を今後伸ばしていける、そ

ういうものだと私たちは考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） このいじめの問題に関

しましては、この後の②で見解を伺いましたけれ

ども、繰り返しになります。６年間いじめられた

場合には、場合によっては健康というか、家族総

出でどこかに移らなくてはならないということも

想定されますので、しっかりと対応をしていただ

きたい、そのように思います。 

  また、いじめに関してはＡＬＴの導入というの

は一番大きいのかなと思っています。先日も学校

教育課の先生とお話をしたときに、英語に関して

は敬語がないんだよと、また必ず主語をつけるん

だよという部分については、自分の意見をきちん

と言うというようなところから始まるんですよと

いう部分については大事なところなんだと思いま

すし、また日本の文化と違うところは、日本はや

っぱり一歩控え目なところもあるといった、そう

いうところについてはやっぱり場所をわきまえて

という話になるんでしょうけれども、ＡＬＴの導

入という部分については大きな効果もあると思っ

ていますので、どうかよろしくお願いしたいと思

います。 

  この小中一貫教育に関しましては、たくさん課

題があるとは思うんですけれども、小４ギャップ、

中１ギャップ、そういったものの解消も大きなメ

リットだろうというふうに認識をしております。

全国に先駆けての全小中学校区の分離型の一貫教

育、今後も、想定外の課題も出てこないとも限り

ませんのでよろしくお願いしたいと思います。 

  また、那須塩原教育行政は、大宮司教育長を先

頭に、すばらしい先生たちやその先生方を支える

力強い事務局もいますので、これからも人材育成

に向けて現状に満足することなく精進していただ

きたい、そのように思います。 

  次のいじめの防止対策についてはお伺いをしま

した。 

  教育委員会が新しく４月から変わってきます。

そういった中で、子どもたちの環境がどう変わる

のかという部分についてはまだ不明なところもあ

ります。しかし、子どものいじめの問題は大人社

会が反映している姿であるとも言われた人がいま

す。いじめの根絶を目指して教育委員会のさらな

る前進に期待をして、次の質問に移ります。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中でございます

が、ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時５９分 

 

再開 午後 ２時０９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） それでは、次の国民健

康保険運営の県移管について質問をいたします。 

  厚生労働省は、市町村が運営する国民健康保険

を2018年度から都道府県に移管する案を全国知事

会など地方団体に示し、了承を得、都道府県は財

政運営をし、市町村は引き続き保険料徴収や健康

づくりと役割を分担するとしている。厚生労働省

は、３月の通常国会に関連法案を提出し、成立を

目指すとしています。 

  以上のことから伺います。 

  初めに、都道府県への移管とはどのようなこと

なのか、またその理由についてお伺いをいたしま
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す。 

  次に、市としてどんなメリット、デメリットが

あるのかお伺いをいたします。 

  ３つ目として、３年間ある準備期間があるが、

どのようなスケジュールで移管していくのかお伺

いをいたします。 

  以上３点、よろしくお願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 順次お答えいたします。 

  まず、⑴の都道府県への移管とはどのようなこ

とか、またその理由についての質問からお答えを

させていただきます。 

  国民健康保険運営の都道府県移管とは、社会保

障・税の一体改革における国民健康保険の運営基

盤の強化策でありまして、現在の運営主体である

市町村の中には国保財政が逼迫している市町村も

数多くあることから、国による国保財政の支援を

拡充した上で国保の運営を平成30年度から都道府

県に移管し、財政を安定させようとする趣旨でご

ざいます。 

  次に、⑵の市としてどんなメリット、デメリッ

トがあるのかについての質問にもお答えいたしま

す。 

  国保の移管に関し、現時点において、都道府県

が国保の運営方針や分賦金の決定及び標準保険料

率の決定、保険給付に要する費用の支払いなど財

政運営を担い、市町村は、地域住民と直接顔の見

える関係の中、保険料率の決定、賦課徴収、資格

管理、保険給付の決定、保健事業など、地域にお

けるきめ細かな事業を引き続き行うことが骨子で

示されております。 

  具体的な移管後の姿や数値などは改正法案の成

立後に政令等により示されるものと考え、国の動

向を今後とも注視しているところであります。 

  ご質問のメリット、デメリットでございますが、

骨子から今申し上げることができる市のメリット

としては、財政運営の責任主体が都道府県となる

ことで財政的なリスクが軽減されること、あるい

は事務の平準化、効率化が進められることにより

国保事務の削減効果が得られることについてでは

ないかと、推測の範囲でありますが、そう考えて

おります。 

  一方、デメリットについては、骨子からは特に

見当たりません。 

  ⑶の３年間の準備期間でございますが、どのよ

うなスケジュールで移管していくのかについてお

答えいたします。 

  先ほども申し上げましたが、現時点では移管に

関する骨子が示されている状態で、移管に必要な

手続やその実施時期が示されておりません。これ

からも国・県の動向を注視し、遺漏のないよう進

めていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） ３つ、関連しています

のであわせて再質問をさせていただきます。 

  説明の中では、スケジュールについては、骨子

が必要な手続が示されていないということでまだ

わからないということであります。 

  そういった中で、保険料について、移管しても

わからないということで聞くのはなんなんですけ

れども、移管しても保険料は市町村ごとに違うの

かということで、また現状、国民健康保険税の納

付率の問題があると思います。この納付率が移管

後、保険料にどう影響していくのかお伺いをした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 
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○保健福祉部長（松江孝一郎） 移管後に各市町村

が集めます国民健康保険税に納付率というものが

どのような影響を与えるかというご質問をいただ

きましたけれども、最初の市長からの答弁で、細

かい数字はまだ示されていないところでございま

すというようなご答弁を申し上げたところでござ

いますけれども、今示されております骨子の中に

は、各市町村が納める分賦金というのは、先ほど

の答弁で申し上げましたとおり県が示すというよ

うなことでございますけれども、その示し方の中

には、例えば医療費の水準でありますとか所得の

水準、そういうものを考慮した上で決めるように

というようなことが書いてございます。 

  そういうことから考えれば影響があるだろうな

ということは当然推測はつくところでございます

けれども、具体的に、収納率が何％だとどうなる、

何％を超えると低くなるだの高くなるということ

は全く示されていない現状でございまして、お答

えすることができないというのが実情でございま

すので、ご理解をいただければと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 質問がちょっと前後し

たんですけれども、納付率の問題についてお伺い

をしたいと思います。 

  県内で人口規模が同じところというとやっぱり

佐野市が出てくるのかなと思うんですけれども、

佐野市と比べた場合の国民健康保険税の納付率は

どのぐらい差があるのかということと、当然、納

付率の改善策も検討していると思いますけれども、

その改善策について、２点お伺いをしたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） ただいまの納付率という

ふうなお話、収納率というようなことでよろしい

かと思うんですが、すみません、佐野市の状況、

手元に資料がございませんのではっきりした比較

はできませんが、那須塩原市としましては、国民

健康保険税は、25年度ですと67.09％というふう

なことになっておりまして、毎年少しずつではあ

りますが収納率は向上しております。 

  また、26年度におきましても、まだ３月まで至

ってはおりませんが、現在の状況ですと、26年度

は若干収納率が上がるのではないかというふうに

予測をしているところでございます。 

  ただ、佐野市と比べてどうなのかというふうな

ところでありますが、残念なことでありますが、

那須塩原市につきましては、これは全部のもので

ありますけれども、市税等々を含めた全体の収納

率でいきますと現在は18番目というふうなことに

なっております。国民健康保険税のほうにつきま

しては、現在、手持ちの資料がございませんので

わかりませんが、そんな状況になっております。 

  もう一点、その対応策、改善策というふうなこ

とでございますが、先ほど来、市長あるいは松江

部長のほうからお話がありましたように、詳細が

まだわかないというふうな状況でございますので、

私ども、やはり今までと同じような対応というふ

うなことで考えております。 

  ４点ほどございまして、収納率の向上対策とし

ましては、１つ目が自動電話による催告の実施と

いうふうなことをやっております。電話ですね、

こんなふうに税金のほうがなっていますのでとい

うようなことを自動電話でやっているというとこ

ろでございます。 

  それから、市税を含めました催告書の発付でご

ざいます。これは年６回やっております。 

  それから、納税相談の徹底というふうなことで、

トワイライトのときあるいは日曜日とか、そうい
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ったときに納税相談を実施しているというような

ことでございます。 

  それから、やはり一番手がたいといいますか、

それにつきましては滞納処分というふうなことに

なります。ただし、それは財産のある方というふ

うなことになりますので、そんな方法を今後も継

続していきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 国保の長期滞納、全国

で最悪という、先日、こういった報道もされてお

りました。そういった中で、宇都宮市は、県内の

市町で納付率が最も低い宇都宮市ということで出

ておりました。 

  先月下旬ということで、これは２月の新聞です

ので１月の下旬ということでしょうけれども、パ

ソコンや携帯電話から納付できる電子決済サービ

スを県内で初めて導入したと。時間や場所が限ら

れないことから向上に期待を寄せるということで

すので、この点についても検討していただきたい

と、そのように思います。 

  国民健康保険の県移管については、健康に関し

ても当然、保険料に影響してくるのかなというよ

うなこともたしか報道されておりました。いずれ

にしろ、今後の検討であろうと思いますけれども、

健康づくりに取り組んでいくということ、またそ

れによって医療費が少なくなるということも考え

られると思います。 

  そういった中で、今後どんな健康づくりのメニ

ューを考えているのかお聞かせ願いたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 先ほども少し申し

上げましたけれども、骨子から読み取れるところ

でございますと、医療費水準など分賦金を決める

ときには考慮するというようなことが書いてござ

います。そういうことから考えますと、議員のご

質問にありますとおり、健康づくりをやって医療

費が少なくなれば保険税も少なくて済むというこ

とは当然考えられるのではないかというふうに考

えているところではございます。 

  ただ、少しまだ先のことでございまして、移管

後にどんな具体的な健康づくりをやるというとこ

ろはちょっとまだ申し上げられませんけれども、

例えば現在のことを申し上げますと、国民健康保

険の保険者として、国民健康保険に加入している

人たちを被保険者として対象としての健康づくり

というのを一つやってございますけれども、その

中では疾病予防と早期発見というような目標を立

てまして、健康度アップ事業、これはフィットネ

スクラブを使いまして運動習慣の支援をするとい

うようなものでございます。 

  それから、スイミング健康教室というのもやっ

てございます。ほかには、人間ドック、脳ドック

の助成、それから特定健康診査ですとか特定保健

指導、これはいわゆる生活習慣病の予防、早期発

見につながるものでございますけれども、主にそ

んなようなものをやっているところでございます。 

  また、国保の保険者としてだけではなく一般市

民を対象に那須塩原市健康いきいき21プランとい

うものを策定してございますけれども、それに基

つきまして健康づくりというものを当然やってお

りまして、ほんの一例だけ申し上げますけれども、

例えばがん検診をやったりですとか、30歳・35歳

の節目健診を行ったりとか、先ほどと重なります

けれども、運動習慣の定着事業、フィットネスク

ラブなんかを利用したそういう事業とか、そのよ

うなものをやっているところでございまして、こ

れは、国保税の問題も当然絡みますけれども、そ

れ以上にやっぱり市民の健康づくりということか
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ら、これからもますます進めていかなければなら

ない事業なのではないかというふうに考えるとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） ぜひ健康づくりのほう

もよろしくお願いしたいと思います。 

  次には、国保の財政調整基金の保有額について

お伺いをしたいと思います。 

  25年度末で約22億円の財政調整基金保有額があ

ります。ほかの市とは相当開きがあるのかなと思

うんですけれども、21年度と比べて約８億円ふえ

たという部分があります。 

  そういった中で、県に移管するに当たりまして、

この財政調整基金保有額はどのような使われ方を

するのか、また市民に還元するのか、そういった

ことも検討することになるだろうと思うんですけ

れども、保有額の使い方についてお伺いをしたい

と思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 25年度の決算でご

ざいますけれども、国保の会計で財政調整基金は

約22億円ほど持ってございます。議員ご指摘のと

おり、県内では多い市町でございます。 

  何度も同じことを申し上げて大変恐縮でござい

ますけれども、運営が県に移管になった後に基金

をどうするのか、持つ必要があるのか、あるいは

県が持つのか、持つときはその財源をどうするの

かというのを一切示されておりませんので、そこ

ら辺の点についてはお答えができないところでご

ざいます。 

  現在、私どもで持っております基金をどうする

のかという点に絞ってお答えということになろう

かと思いますけれども、26年度に税率、国保税の

引き下げをしたところでございます。 

  この引き下げの期間と申しますのは、一応、26、

27、28年度の３年間を財政計画の期間として引き

下げをしたところでございますけれども、その財

政計画の中では当然基金を活用するといいますか、

補塡に充てるといいますか、税率を引き下げるわ

けですから税収は基本的には減るということで、

それを何かで穴埋めするというような形になりま

すけれども、ちょっと下世話な言葉ですけれども、

基金を当てにしているというようなところがござ

います。 

  そういう中で、３年後に基金がどれだけ残って

いるかというのはなかなかわかりにくいところで

ございますし、当初思っていたより１年ほど県移

管の期間が延びましたので、さらにあと１年、国

保の運営をやらなければならないというのがござ

いますので、基本的に基金取り崩しにつきまして

は穴埋めに充てるときということが条例で決まっ

ておりますので、そういうことも含めまして適切

な管理運営をしていきたいというふうに思ってい

るところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 今、答弁の中で取り崩

しというような言葉が出てきたと思います。たし

か26年、27年度の２カ年にかけて約10億、11億ぐ

らいになりますか、そういった取り崩しというよ

うなことが項目として挙がっておりましたけれど

も、どういった形での取り崩しになるのか再度お

聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 取り崩しの形とい

うことでございますけれども、歳入といたしまし

てはまず国保税がございますし、そのほか国から
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の交付金等がございます。 

  一方、歳出は保険の給付というのが大きなとこ

ろを占めるわけでございますけれども、その歳入

と歳出を見て、歳出が大きい、逆に言えば歳入が

小さいということですが、そのときは何かで埋め

るということでございますけれども、その穴埋め

というのを、先ほど申しましたように国民健康保

険の財政調整基金を使うと。22億あるうちから幾

ら使うというのはちょっと申し上げられないとこ

ろでございますけれども、そういうものを使いま

して補塡して歳入歳出をプラス・マイナス・ゼロ

にしていくというような作業をやるということで

ございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） そうしますと、本来、

上げなくてはならない保険料を基金のほうで補塡

するというような位置づけというか、意味合いと

いいますか、そういったふうになるのかお聞かせ

願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 国保の歳入歳出に

つきましてはなかなか見込みづらいという面がい

ろいろございますけれども、条例に基づきまして

基金を取り崩すということは、結果的として本来

上げなければならない部分を埋めると、そういう

結果になるというところはご指摘のとおりかと思

います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） わかりました。 

  再度申し上げますけれども、本来、保険料を上

げなくてはならないところを基金で補塡するとい

うような位置づけというか、意味合いというふう

に捉えてもよろしいのかなと思います。実際、

我々市民から見れば、何といったって保険料が安

いことにこしたことはないわけですから、それが

上がらなければそれはそれでいいのかなというよ

うな感じもしないわけでもありません。 

  いずれにしろ、健康でいること自体がやはり社

会保障費の抑制、維持していくことであろうと思

います。いかに健康を持続していくか、健康づく

りの強化を推進することも重要な課題であります

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、最後の質問に移ります。 

  那須塩原・地方創生戦略について。 

  国は、昨年12月に、まち・ひと・しごと創生長

期ビジョンと総合戦略を閣議決定されました。と

まらない少子高齢化、人口減少をどう克服するか、

また東京への一極集中をどう是正するか、これら

の課題に対しどう取り組んでいくか。 

  地方創生は、人が希望を持ち、生き生きと暮ら

せるまちづくりはどうあるべきか、そこで暮らす

人々の声をいかに反映できるかが重要であろうと

思います。 

  本市においても、定住促進計画を基本に、改定

して総合戦略（2019年度までの５カ年間）を策定

するとしていますが、どのように検討して策定す

るのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） それでは、ただいまの質問

に順次お答えいたします。 

  那須塩原・地方創生戦略についてお答えいたし

ます。 

  少子高齢化、人口減少問題、そして東京圏への

人口流出に歯どめをかけることについては、本市

の重要課題として位置づけ、昨年３月、定住促進
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計画を策定したところであります。 

  本市の定住促進計画と国が策定を求める地方版

戦略とは、人口減少対策と地方の創生といった点

ではその目的が同じであるため、定住促進計画を

改定することにより平成27年度から31年度までの

５カ年の総合戦略とさせていただき、毎年度、定

期的に必要な見直しを行っていきたいと考えてお

ります。 

  総合戦略の策定に当たり、本年度におきまして

は、定住促進計画を策定した際に設置した庁内検

討委員会を再度立ち上げ、雇用創出、子育て支援

の各分野から選出した委員を加え計画の策定を行

っており、本市議会定例会の最終日に追加議案と

して上程すべく作業を進めております。 

  また、次年度以降におきましては、次期総合計

画の策定を行う年度でもあり、総合計画の策定に

当たり審議会を設置することとなりますので、審

議会の委員に産・官・学・金等から委員を選出し

て各分野から選出された委員の声を反映し、本審

議会において総合計画の策定と総合戦略の改定を

並行して実施していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 総合戦略については、

毎年、定期的に見直しをしていくというような答

弁だったと思います。また、審議会の委員に産・

官・学・金ですか、選出するという答弁でありま

した。 

  ことしは、地方への新しい人の流れをつくる地

方創生元年とも言われております。また、各自治

体が人口動向や中長期の将来展望を示す地方人口

ビジョンを定めるとともに、そうした人口動向や

産業の実態を踏まえ地方版総合戦略の策定と実施

に入ります。いよいよ地方創生の本格的な始動に

入るとともに、地方の力量が問われる時代に入っ

たとも言われております。 

  県においても、人口減少問題に関しては、15年

度にかけて栃木県版人口ビジョンと総合戦略を策

定する方針を示しました。知事は、市町と連携し、

人口減少を克服、地方創生に全力で取り組むと強

調されました。 

  本市でも今、策定中ということですが、県との

連携をどう進めていくのか。またあわせて、審議

会の委員に産・官・学・金等から選出されると言

われましたけれども、割り振りと全体人数はどの

ぐらいになるのか。２点お聞かせ願いたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 今回のまち・ひと・しご

と総合戦略の策定に当たりましてのまず県との連

携ということでございますけれども、２月の会派

代表者の懇談会のときに申し上げましたが、今回

の総合戦略の策定に当たりましては２段階方式で

策定をしていきたいというふうに考えておりまし

て、先ほど市長が答弁したとおりでございます。 

  まず、本市が国のまち・ひと・しごと総合戦略

に先駆けまして昨年３月議会で議決をいただきま

した定住促進計画を改定するということで、ま

ち・ひと・しごと総合戦略に振りかえたいという

ふうに考えております。これは今年度中に策定を

するということにしておりますので、当然、県よ

りも先に策定されてしまうという状況になります。 

  第２段階目としましては、平成29年度から始ま

る次期総合計画の策定に合わせて改定をするとい

うものでございまして、この改定には当然、国・

県の総合戦略との相互性も考慮しまして、また

産・官・学・金等からの専門的な議論も加えまし

て改定をしていきたいというふうに考えておりま

す。来年度から改定作業に着手をしたいというふ
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うに思っているところでございます。 

  なお、こうした考えにつきましては、県主催の

地方創生関係の会議の中でも本市の考えを述べて

おりまして、正式には私のほうで１月27日に県の

担当する部署に訪れまして担当課長さんに本市の

考えを伝えておりまして、ご理解をいただいたと

いうふうに思っております。 

  また、国にも県を通してこの考え方の適否につ

いて確認をしてございます。 

  人数につきましては、総合計画の審議会の委員

は全体で30名ということで、この枠の中でいろん

な方に入っていただいて来年度の中で見直しを進

めていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 県とは改定に向けて整

合性をつけていくと、総合戦略とあわせて整合性

をつけてやっていくということですので、よろし

く検討していただきたいと思います。 

  そういった中において、先ほど答弁にありまし

たけれども、定住促進計画がベースになるという

ことであります。ほとんど内容的には変わらない

のかなと思うんですけれども、新たに加わる事業

等があるのであればお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 基本的には定住促進計画

をそのまま継承していきたいというふうに考えて

いまして、７つのＫにつきましても変えないでそ

のままにしていきたいというふうに思っておりま

す。 

  ただ、国の総合戦略に対応する形で、幾つかの

施策については追加をしていきたいなというふう

には思っております。 

  新設するシティプロモーション課に移住促進セ

ンターという看板をつけて移住関係の情報の発信

の一元化を図っていきたいというふうには考えて

ございまして、また観光プロモーションの関係も

施策の中に取り込んで重点的に取り組んでいきた

いというふうには思っています。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） まち・ひと・しごとと

いう中においては、やはりこの総合戦略は「ひ

と」が一番重要な観点になるだろうと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

  冒頭に申し上げましたけれども、市長は、将来

の少子高齢化、人口減少を見据えて、昨年いち早

くこの定住促進計画を提示されたわけであります。

「人々から選ばれるまちづくり」、また27年度は

「未来への投資」と掲げ、積極的に事業を推進す

ると宣言をいたしました。 

  総合戦略を策定するに当たりまして定住促進計

画をメーンにして策定するとしておりますが、人

口問題研究所が策定した2040年を想定されている

人口減少率から見ますと、現在の人口を基準に、

那須塩原市では県内でも小山市の7.7％減に次い

で２番目に少ない8.8％と、宇都宮は9.3％、さく

らはマイナス９％ということであります。その他

の市では最大での減少率は多くて33％減になると、

軒並み平均では20％から30％が今の人口から減少

になってくると言われております。 

  那須塩原市においては、確かに減少率は低いし、

市長がよく話題にするところの住みよさランキン

グも上位にランクしております。また、県内では

トップということで、とてもよいことではあると

思います。 

  ただ、私は、住んでいる我々が何よりも誇れる

まちということが一番大事ではないのかなと思っ

ています。自分のまちが好きだと言えるような、

我々一人一人が満足できるまちであることが重要
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であると思っています。それらを踏まえて、総合

戦略を策定するに当たり市の見解を伺いたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 考え方によってとっても難

しい質問だと思いますが、思っていることもあり

ますので、若干私から答弁をさせていただきます。 

  これは、住んでいる人が対外的に住みよさラン

キング県内１位といっても、それはある基準によ

ってそうなってきたというだけにすぎません。 

  ただ、その基準が、なかなかその基準すらも満

たせないというのも他市町では多くあると。比較

的順調にまちづくりは推移している、その結果が

１位、あるいは２月に発行された、石破大臣が巻

頭言を書いた住みよい地域ベストランキング、住

みよい田舎、田舎とつくんですよ、ベストランキ

ング、これでも上位にランクされておりますし、

あるいは自然が豊かで便利な田舎、全国で２番な

んですね。１番が３つあって、山形県鶴岡市と長

野県長野市、こういうところが１位で、１点差で

那須塩原がトータルとして２位に並んでいると。 

  そういうものは専門の計算方式とかそういうこ

とによって決まるだけの話で、住んでいる人がこ

こはいいぞと本当に思える地域が実際は一番いい

んだと、私も同感でございます。 

  ただ、それを突き詰めると、ブータン国王が来

日したときの言葉、ブータン国というのは統計上

は世界で最貧国の一つになっておりますが、国民

の幸せ度は世界一だと。でも、こういうことは、

例えば自由主義先進各国で、うちの市はいいと言

っても今の段階で通用するのかなと。 

  これは、ネットあるいはＩＣ、こういう時代に

なっていて、瞬時にこの市でとっている政策は全

国を駆け回ると、こういうことになりますので、

露出度は、見せようとしなくても誰もが見ている

と、こういう状況でありますので、そういう点で

はやっぱりある程度の目標と指数を持って追求し

ていかないと、那須塩原の市民は生き生きとして

いいと言っているといって人が寄ってくるんでは

ないんではないかと、こういうことも考えており

ます。 

  特に県も、昨年５月に創生本部が発表した、こ

れは衝撃の数字なんですよ。栃木県でも25年後、

７つの市町が消滅の可能性があると。那須塩原は

ほど遠い位置にありますが、この数字をよく見て

みると、あと１％で消滅の可能性というのは、栃

木県を代表するような市でもまだ２つあるんです

ね。町でももう一つ。 

  だから、７つではなくて現実は25の市町で10の

市町が消滅の可能性、そういうスパイラルに入り

かねないと、こういうことで、県としてもこれは

オール栃木、総力戦で人口減少に立ち向かわなけ

ればいけないというのが、これは急激な話なんで

すが、今、定説になっております。 

  そういう中で、人口減少の本質とは何だという

と、働く人がいなくなって税収を納める人が極端

に減っていくんです。これをどう防ぐかというの

が最大の課題で、よそから人口を引きつけるより

はまずはこれが最大の課題。 

  そして２番目には、そういう状況の中で、これ

は今、県を挙げて話し合っていますが、各自治体、

那須塩原市も含めて、財政を極めて強いものにし

てくれと。強くしないと手が打てないんですよ。

だって、国から、県から来る一律の補助では全体

に一律の施策しか打てません。やっぱりここでな

いと打てないものを打っていくと、こういうこと

に力を入れないと本当に住みよいまちというのは

できないのではないかと、こういうようなことで、

那須塩原市がこの人口減少対策にスタートを切っ
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た裏には今言ったことがきちんと含まれておりま

すので。 

  これからとっても厳しいんです。手を打つんだ

ってマニュアルがありませんから。これは全国で

ないんですよ。これをやったらいいんじゃないか

というマニュアルは、創生本部から数多く示され

ておりますが、それはごく一部なんです。 

  各地方で、独自の政策をどれだけ打てるか、打

つためには財政の裏づけがないと打てないと、こ

ういうことがあって、那須塩原市は、ご批判をい

ただいた点もございましたが、財政の健全化、徹

底して２年間で何とか達成して新たな手をどんど

ん打っていくと、こういうことで、住んでいる人

が幸せだと感ずることも大事ですが、客観的に見

て本当に幸せな市だなと自他ともに思えるような、

そういう市づくりにこれからも全力を傾けて挑戦

していきたいと考えておりますので、ご理解をい

ただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 12番、鈴木紀議員。 

○１２番（鈴木 紀議員） 市長のほうの答弁あり

がとうございました。 

  ほとんどが、先日も新聞でたしか報道されまし

たけれども、新交付金といいますか、それを物す

ごく当てにしていると、そうでないと手を打てな

いんだというような、そんな報道もされておりま

した。そういった中において、人口減少は大変な

問題ではありますけれども、絶対に策が、策とい

う言葉は悪いんですが、方法がないわけではない

と思います。よろしくお願いしたいと思います。 

  今回の総合戦略については、執行部のほうにお

いてもなかなか時間がなく、広く市民や議会の考

えを聞くということがなかったというのはやむを

得ないと思います。とはいいながらも、見直す時

期もやりますよということですので、よろしくお

願いしたいと思います。あわせて、実効性のある

政策にしていただきたい、そのように思います。 

  これについてはこの後また１年、２年後に同様

な質問をさせていただきますけれども、特に雇用、

結婚についてはよろしく検討をしていただきたい、

そのように思います。あわせて、くどいですけれ

ども、実効性のある政策につなげるような総合戦

略にしていただきたい、そのように思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

  以上で私の会派代表質問を終わります。ありが

とうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で公明クラブの会派

代表質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時５０分 

 

再開 午後 ３時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 本 はるひ 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、かがやき、20番、

山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、会派かが

やきの初めての代表質問をいたします。 

  昨年、藤村議員と２人で会派を組み、このたび

４回目の議会を迎えました。議会での個人の質問

の意見交換や調整、また勉強会、研修参加は協力

して行いましたが、委員会や議場での発言や議決、

陳情審査についてはそれぞれの考えを優先して行

ってまいりました。会派を組んだから結論は全て

同じでなければならないという決め事はせず、そ
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れぞれの考えを最大限尊重して議論を進めてきた

１年だったと思います。 

  本日、代表として私が質問に立ちます。あすの

藤村由美子議員の質問につながる項目もあります

が、いずれにせよ、予算が市民に寄り添うものに

なっているか、市民の立場に立っての目線で順次

質問をしていきたいと思います。 

  それでは、通告に従いまして、まず、１、市政

運営方針と予算編成の考え方について。 

  平成27年度市政運営方針について伺います。 

  ⑴「このまちに生まれてよかった、住んでよか

った」と思えるようなまちづくりの実現と、平成

27年度予算編成の整合性について伺います。 

  ⑵経費の無駄ゼロについて、現状をどのように

把握しているのか伺います。 

  ⑶事務事業推進のキーワード「未来への投資」

と、優先課題推進枠の４つのテーマに結びつく事

業と予算について伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） かがやき、山本はるひ議員

の会派代表質問に順次お答えいたします。 

  まず、１番の市政運営方針と予算編成の考え方

でありますが、⑴の「このまちに生まれてよかっ

た、住んでよかった」と思えるようなまちづくり

の実現と平成27年度予算編成の整合性についてお

答えいたします。 

  私は、これまで事務事業推進のキーワードを、

平成25年度は「変革の第一歩」といたし、また本

年度は「人々から選ばれるまちづくり」として、

定住促進施策を初め子ども・子育て、観光施策な

どにおいて、「変革」に加え新たな事業に取り組

むことで、「人々から選ばれる」個性あるまちづ

くりを推進してまいりました。 

  平成27年度は、未来志向で次世代のために夢が

育まれるまちづくりを実現していくため、事務事

業推進のキーワードを「未来への投資」とし、こ

れまでに蓄積した貴重な財源を活用して、子育て

環境の整備や特色ある教育など定住促進施策をさ

らに深化してまいりたいと考えております。 

  また、放射能対策や子育て支援など、これまで

進めてきた施策、事業を継続・拡大し、これらを

着実に実行できる予算を編成することで、「この

まちに生まれてよかった、住んでよかった」と思

えるまちづくりの実現につながるものと考えてお

ります。 

  経費の無駄ゼロについて、現状をどのように把

握しているのかについてもお答えいたします。 

  予算編成時においては、部及び支所の裁量によ

り、枠配分方式に基づき経常的経費を抑制・削減

し、老朽化した施設の修繕や長寿命化の費用に活

用するなど工夫をしており、このことは事業執行

の段階においてもコスト意識の醸成に寄与してい

るものと考えております。 

  このほか、外部委託による人件費の削減、市債

においては償還額以下に発行額を抑制、投資的経

費につきましては選択と集中により事業を執行す

るなど、経費の無駄ゼロに努めております。 

  ⑶の事務事業推進のキーワード「未来への投

資」と優先課題推進枠の４つのテーマに結びつく

事業と予算についてお答えいたします。 

  まず、４つのテーマに該当する事業ですが、主

なものとしては、「未来を拓く子どもたちの健や

かな成長のために」では、子ども・子育て支援事

業に1,495万円、認可保育園運営費に16億3,006万

円、認可保育園建設事業に２億4,805万円、外国

語教育推進事業に１億6,486万円などを計上して

おります。 

  また、「未来を創る地域産業の活性化のため
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に」では、地域おこし協力隊運営事業に704万円、

農村活動支援事業に２億1,917万円、観光振興推

進費における観光局事業に約１億3,000万円など

を計上しております。 

  次に、「未来に集う人々の活発な交流のため

に」では、国際交流推進費に935万円、高齢者居

場所づくり推進事業に1,948万円、黒磯駅周辺地

区都市再生整備計画事業に６億94万円などを計上

しております。 

  また最後に、「未来を守る災害対応力の強化の

ために」では、防災訓練、防災士養成など防災対

策推進費に4,064万円、消防コミュニティセンタ

ー整備事業に3,762万円などを計上しております。 

  これらは、それぞれのテーマに該当するととも

に、事務事業推進のキーワード「未来への投資」

へつながる事業であると確信しております。この

ほかにも、定住促進ＰＲ事業、新庁舎建設事業、

第２期最終処分場基本構想策定など新たな事業を

計上するとともに、放射能対策事業を初め、キー

ワードにつながる私の公約事業についても多くの

事業を計上しているところであります。 

  最初の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 未来へということで

未来志向での予算だということだったんですが、

今ここに住んでいる人たちというのは、今、現実

ここに住んでいるわけで、今の人たちがこれから

未来をつくっていくんだということからすると、

今ここに住んでいる人たちへの投資ということは

考えないんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 今住んでいる人への投資

というようなご質問かと思います。 

  ただいま市長のほうから答弁がありましたよう

に、「このまちに生まれてよかった、住んでよか

った」というふうなことでの予算づけというふう

なことになっているわけでありますけれども、こ

の中で、「このまちに生まれてよかった」、これ

はもうもともとから住んでいる方というようなこ

とになるんではないかという気がしますし、また、

「住んでよかった」というのは、もともと住んで

いる方、それから新たに那須塩原のほうに移転、

定住してくださる方というふうなことになるかと

思います。 

  そんな中で、ただいま市長のほうからお話があ

りましたように、各種の事業を進めているわけで

ございます。例えば、これから本市のほうに来て

くださる方については定住促進というふうなこと

になるでしょうし、また現在住んでいる方につい

ては、例えば「未来を拓く子どもたちの健やかな

成長のために」というふうなことで、子ども・子

育て支援事業等々の事業を展開していくというふ

うなことになります。 

  また、「未来を創る地域産業の地域活性化のた

めに」では、それぞれ産業振興等々がございます

ので、これはもうもともと住んでいる方あるいは

新たにこちらに転入されている方、いずれにもと

いうふうなことになるでしょうし、そんな視点で、

いずれにも対応できるような予算組みとなってい

るというふうに認識をしております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、２番目の

ほうにいきたいんですけれども、予算は未来だけ

ではなくて今の人たちのためにもきちんとつくっ

ているということであるんですが、経費の無駄ゼ

ロという考え方の中で、今、市長がお答えになっ

たことというのは予算を編成するときの話だった

と思うんですけれども、私は、今、市が行政評価
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システムの導入をしておりまして、そういう中で、

無駄とかゼロというものをサイクルとして考えて

いくときにどのようなことを考えて、予算をつく

るときじゃなくて、執行していって、そして考え

直してはまたつくるという、そういうサイクルの

中でどのように考えているかということをお聞き

したかったので、その点についてお願いいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） ＰＤＣＡということでマ

ネジメントサイクルということが言われます。 

  本市においても、事務事業の評価につきまして

は合併後すぐに試行という形で取り組みをして、

平成20年度から取り組んだという経過がございま

す。そういった中でマネジメントサイクルを回し

ていく中では、やはり評価というものが非常に重

要な役割を果たすというふうに認識しております。 

  ただ、これまで事務事業評価をしていく中でな

かなか実施計画とか予算とかにつながってこない、

評価そのものはするんだけれども、その評価をし

ただけで終わってしまっていたというようなこと

もございまして、本年度の評価に当たりましては、

その点、若干システムを変えようということで、

いかに予算につながる評価になるかというような

視点からの見直し等も行ってございます。 

  また、業務プロセスの刷新ということを、２年

前ですか、取り組みをいたしました。これは、そ

れぞれの所管で行っている事務事業の業務の時間

数の単価にした形で、どういうふうな見直しをす

るとどれだけ時間が削減できるのかと、そのよう

な取り組みもしておりまして、できるだけ無駄な

時間を費やさない、無駄のゼロというところの取

り組みにもつながっていく業務プロセスの刷新と

いうものにも取り組みをさせていただいておりま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 私のほうからは、職員の

意識という観点でのお答えをさせていただきたい

と思います。 

  先ほども会派代表質問のほうでお答えしました

が、人事評価というようなことを始めているわけ

でありまして、その中で評価項目の中に経営感覚

というふうなものも取り入れてございます。コス

ト意識はどうなのかというふうな評価もしている

わけでありまして、そんな点でも職員に意識づけ

というものを図っているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 行政評価は事務事業

評価だけなのかというふうにちょっと思っており

ましたので、今のようにそうでない部分もしてい

るということがよくわかりました。 

  先ほど部長は評価という言葉を使いましたけれ

ども、計画をして実行して、やっぱり検証、評価、

そして再度の改善をしてというふうにしてサイク

ルは回っていくものだと思うんですね。それをや

っているということなんですが、それが今確認で

きたので後の質問に大変有効に使えると思うんで

すけれども、そういうことで無駄とかゼロという

ことを職員全体で考えているということがわかり

ましたので、これはもっときちんと進めていって

いただきたいというふうに思います。 

  次に、３番目に移ります。事務事業推進のキー

ワードと優先課題、たくさん並べていただいた中

で３つのことを再質問させていただきたいと思い

ます。 

  まず、１つ目についてなんですが、「子どもた

ちの健やかな成長のために」ということで、保育
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園の整備事業について１つだけ伺いたいと思いま

す。 

  公立の塩原幼稚園と私立の塩原保育園を今度統

合して認定こども園にするんだという、大変珍し

い形の認定こども園だと思うんですが、そのこと

について少し説明をいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 仮称でございます

けれども、塩原認定こども園の整備についてとい

うことでございますけれども、今、議員からご質

問がありましたとおり、塩原の温泉街地区という

ことでございますけれども、そこには私立の保育

園があって、公立の幼稚園があると。 

  特に市がやっております公立の幼稚園でござい

ますけれども、子どもさんが大変少ない状況にな

ってきております。現在５人だったと思いますけ

れども、新年度には３人ほどが卒園してしまいま

すので、残り２人に、新しく入る人の数によりま

すけれども、１人入られるというような話を聞い

ておりますので、入られるとすれば３人というこ

とになるんですか、入る、入らないは個人の考え

がありますのでちょっと断言できませんけれども。 

  そうすると、どうしてもまず集団的な教育の機

会というのが与えられない。一人一人、年が違い

ますので、各学年という言い方は変ですけれども、

学校でいえば学年に当たるところで１人ずつしか

いないというところがございます。 

  やはり塩原にも幼稚園という部分でそういう集

団的な教育・保育の場を確保する必要があるだろ

うと。そのためには、今、認定こども園という制

度がありますので保育園と統合して一緒になって、

保育園のお子さんは11時間なり８時間でございま

すけれども、幼稚園のお子さんは４時間でござい

ますけれども、たとえその４時間であっても一緒

に大勢のお友達と集団的な教育が受けられると、

そういうような場を確保する必要があるだろうと

いうことから統合というのが一番いいのではない

かという考えで進めているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今、学齢前の子ども

たちの教育ということだと、どうしても保育園に

入れない子どもへの施策というものが主なものに

なっている中で、塩原の幼稚園については少ない

ということが前から問題になっておりましたので、

ああ、ここのところで保育園と幼稚園を一緒にし

て認定こども園にするんだということで私は注目

をいたしましたので、質問いたしました。 

  ぜひ、３人で保育などということは、それじゃ

どなたか保育ママに預ければいいだろうぐらいに

なってしまいますので、これこそが地域に合った

保育・教育の形だと思いますので、進めていって

いただきたいということで質問をいたしました。 

  次に移ります。 

  キーワード「未来への投資」という中に、公共

施設等総合管理計画策定事業6,016万円というの

があります。先ほどのお答えの中には入ってはい

なかったんですが、これは一体どういうものなの

か、「未来への投資」ということですので説明を

いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 公共施設等総合管理計画

ということでございますけれども、公共施設につ

きましては、人口減少とか少子高齢化というとこ

ろが言われていまして、また、これまでに大量の

公共施設の更新を迎える時期が来るということも

ございます。 

  また、市町村合併後の施設全体の最適化を図る
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という必要もあるというようなことから、国のほ

うで、公共施設等の全体を把握して、長期的視点

を持って更新、統廃合、長寿命化などの計画をつ

くることを推奨するというようなことがございま

して、本市においても今年度、26年度から予算化

をしまして取り組んでいる事業でございまして、

来年度においてまた継続して計画づくりのほうを

進めていくということになります。 

  この計画をつくることによりまして新市建設計

画の見直しの中でも入れ込んだ内容になるわけで

すけれども、要らない施設を取り壊して除却する

というようなものについて合併特例債の適用がさ

れるというようなこともございますので、ここら

辺について計画のほうの策定を進めるということ

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） わかりました。 

  合併して建物が重複していたり古いものがあっ

たりということで、なかなか行政というのは一度

つくれば壊すことができないという現状の中で、

本当に未来にそれこそ必要なものなのか、壊すこ

とがいいのか、あるいは直して使うことがいいの

かというような判断をやはりこの際こういう計画

の中でやっていただければなというふうに聞いて

いて思いましたので、これはぜひ、何でも残すん

だということではなく、特例債が使えるようです

ので、なくすものはなくすという考えでやってい

ただきたいというふうに思います。 

  次に、３つ目なんですが、これが一番大きなこ

となんですが、「未来への投資」、一番の投資は

やはり新庁舎建設の事業だというふうに思ってい

ます。 

  新庁舎については、今、来年度から動くという

形でいろいろやっておりますが、利便性に関して

も、それから防災の拠点に今なり得ないというこ

と、そしてまちづくりを推進していくためにやは

りこれでは無理だというようなことで建設を進め

ていく。もう合併をしたときにこれは計画にあっ

たもので、間、頓挫はしましたが、私はもうこれ

はしっかりと進めていってほしいのですが、子ど

も未来部が西那須野のほうに置かれるというよう

なうわさも聞いておりまして、ますます保健福祉

部と子ども未来部は関連はしているのに離れてし

まうというような現実の中で、市民サービスが低

下するのではないかというふうに心配をしており

ます。 

  そこで提案をしたいのですが、この庁舎建設、

議会の中でも要る、要らないという話も出ており

ましたが、私はこれはもうつくるべきだというふ

うに考えておりますので、４年間待つということ

がどれだけ市民に対して不自由を与えるか、市民

サービスを低下させるかということを考えますと、

何とかもう少し早くつくることはできないのかと

いうことをここでお聞きしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 新庁舎建設のスケジュー

ルにつきましては、今般、基本構想を議決いただ

くということで、現在パブリックコメントを実施

中ということでございますけれども、その中でス

ケジュールが示されてございます。30年度を目途

にということで、計画的にはいっぱいいっぱいの

計画かなというふうに見ております。 

  その30年度にでき上がるような計画のスケジュ

ールでのっていくことが最善の努力だろうという

ふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今のお答えですと、

30年度がぎりぎりで早くはできないというような
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ことでしたが、私としては、ぜひこれは何として

も早くつくっていただきたいというふうに提案を

いたします。 

  それで、なぜかというと、今、市長が再三言っ

ていらっしゃいますように、やっぱり未来の子ど

もたちのためにという施策はとても大きなもので

す。 

  それに関して言うと、非常に今、市役所が分か

れているということの不便さというものがありま

して、この後４年間、多分、少しずつお金をかけ

てあっち直し、こっち直しとやりながらやってい

くしかないんでしょうけれども、せっかく合併し

て何がメリットかと、この後、聞くんですけれど

も、そういう中で震災等、原発の事故があって、

仕方がなかったのですが、場所も決まって、お金

もあると、それであるならば計画を、こんな言い

方をすると反発があるかもしれないんですが、今

になって市民の声を聞くということではなくて、

市役所の中で毎日仕事をしている人たちがどれほ

ど大変な思いをしているか、それがひいては市民

サービスの低下とか市民サービスが思うようにで

きないということにつながっていくという、そう

いう考えをしっかりと持って考えていただきたい

と思います。 

  市役所をつくるということは、やっぱりこの合

併においては究極のサービスの向上の一つだとい

うふうに思っています。市役所は、つくって、５

年後に壊すとかなくなるものではないです。よく

未来にツケを回してはいけないと言いますが、こ

れはもう未来、30年、40年、みんなで借金を背負

ってもいい、そういう施設だと思っておりますの

で、ぜひそこのところは考えをしっかりとしてい

ただいて、おくれることのないようなスケジュー

ルを立てていただきたい。資材もない、人もいな

いというような、オリンピックも近くてないよう

ですが、その辺も前倒し、前倒しできちんと手当

てをしていただきたいというふうに提案をいたし

ます。 

  では、次に移ります。 

  合併10周年の検証と「新市建設計画」の変更に

ついて。 

  夢と希望に満ちたまちづくりを実現するために

は、合併10周年の今、その検証を行い、今後に生

かすことが必要だと考えています。 

  そこで、⑴合併10周年でその検証を行っている

のかお伺いいたします。 

  ⑵財政面における合併のメリットはどのような

ものか、それは財政状況にどのように影響したか

伺います。 

  ⑶10周年の検証は27年度予算にどのように反映

しているのか伺います。 

  ⑷市民にとっての合併のメリット、つまり行政

サービスの向上ということですが、について伺い

ます。 

  ⑸平成26年12月に改定された新市建設計画の中

で、主な変更点について伺います。 

  ⑹中長期財政計画と合併特例債について。 

  ①平成36年度までとなった合併特例債を今後ど

のような事業に使うのか伺います。 

  ②合併に伴う地方交付税の優遇措置が逓減して

いく中で、今後の財政運営をどのように予測して

いるのか、また持続可能な財政運営を行っていく

ために必要なことは何かお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） ２の合併10周年の検証と

「新市建設計画」の変更について順次お答えいた

します。 

  初めに、⑴の10周年でその検証を行っているか
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についてですが、合併の検証につきましては、合

併後５年という一つの区切りを迎えた平成22年度

に、合併協定項目、新市建設計画における施策に

ついて、行財政基盤、住民サービス、インフラ整

備の３つの視点から分類して実施をいたしました。 

  本年度におきましては、10周年という点からの

検証は行っておりませんが、合併特例債の期間延

長に伴う新市建設計画の改定を行った際、新市建

設計画の主要事業等についての検証作業を実施し

たところでございます。 

  また、⑵の財政面における合併のメリットはど

のようなものか、またそれは財政状況にどう影響

しているかについてもお答えいたします。 

  財政面における合併のメリットとしては、地方

交付税において合併算定がえにより通常より年間

13億円ほど多く交付を受けていること、さらに、

合併特例債では元利償還金の７割に相当する額が

地方交付税により措置されるものですので、利息

と合わせて年間18億円の交付税措置を受けられて

いることが挙げられます。 

  これらのメリットを最大限活用したことにより、

財政調整基金は合併時点と比べて39億円増加し、

逆に市債残高については51億円減少するなど、持

続可能な財政運営に好影響があったと言えると思

います。 

  また、合併によるスケールメリットの効果を上

げるため、これまで本市が行ってきた行財政改革

や定員適正化なども、将来負担の軽減や未来への

蓄えにつながる効果があったと考えております。 

  次に、⑶10周年の検証は27年度予算にどのよう

に反映されているかについてですが、改めて10周

年の検証ということでの実施はいたしておりませ

んが、人口減少時代における都市間競争に勝ち残

るとともに、新市誕生10周年という節目を迎え、

さまざまな事業を市民と一体となって取り組み、

次の時代に力強い一歩を踏み出していくことを踏

まえ、優先すべき施策や事業を明確化し、本市の

将来に向けた独自の施策を重点的に予算計上いた

しました。 

  次に、⑷の市民にとっての合併メリットについ

てですが、市町村合併は究極の行政改革と言われ

ております。合併という行政改革により行財政の

強化を図り、その効果として広域的なまちづくり、

行政サービスの向上を実現していくことであると

認識しております。 

  本市におきましても、合併による行財政の効率

化、合理化、そして人件費等の経費は着実に削減

され、合併のスケールメリットを生かした大型事

業も実施できたものと考えております。 

  今後におきましても、さらなる財政の健全化に

努め、捻出した財源を未来に向けて投資していく

とともに、合併により実現できる効率性とスケー

ルメリットを住民サービスに還元できるよう取り

組んでまいります。 

  次に、⑸の平成26年12月に改定された新市建設

計画の中での主な変更点についてですが、まず、

計画期間を平成26年度から平成36年度までに延長

したことに伴い、将来目標人口、財政計画の推移、

そして各種の統計データの更新を行いました。 

  また、合併後の市民ニーズの変化、社会情勢の

変化に対応する事業として、那須塩原駅周辺地区

の中心市街地活性化事業、公共施設耐震改修事業

を新たに追加し、今後、実施予定のない事業につ

いて計画から削除をしたところでございます。 

  また最後に、⑹の中長期財政計画と合併特例債

についてお答えいたします。 

  初めに、合併特例債を今後どのような事業に使

うかについてお答えいたします。 

  本市の合併特例債の発行可能額は383億4,890万

円で、平成25年度までの発行額は237億8,610万円
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であり、執行残は145億6,280万円となっておりま

す。 

  今後につきましては、中長期財政の見通しでお

示ししましたとおり、新庁舎整備の財源として活

用するほか、新市建設計画に示された施策や事業

等に有効に活用していく考えでございます。 

  また、今後の財政運営の予測と持続可能な財政

運営を行うために必要なことについてもお答えを

いたします。 

  昨年来、予算編成方針などにおいて何度も申し

上げておりますが、本市の財政状況は、中長期的

には生産年齢人口の減少による税収の落ち込みや

地方交付税の優遇措置の逓減に加え、高齢化の進

展に伴う社会保障費の増加などにより、厳しい財

政運営が予想されます。 

  このような中、持続可能な財政運営を維持して

いくためには、私が市長就任以来申し上げており

ますとおり、支出を収入の範囲内に抑え、余剰を

将来のために蓄積し再投資する、この「入るを量

りて出るを為す」ということわざのとおり、歳入

の確実な見込みを立て、これに基づいて事務事業

の選択と集中による効率的で効果的な執行を行う

ことがとても重要でありまして、財政運営の基本

的な考えとしたいと思います。 

  このような考えのもと、市税収納強化など自主

財源の確保や国・県補助金等の積極的な活用に努

め、「未来への投資」につながる事業を積極的に

実施するほか、枠配分予算による経常経費の削減

など、確保した財源の中で最大の効果を上げられ

るよう予算執行に全力で努めてまいります。 

  以上、第１回の答弁にします。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、合併10周

年でその検証を行っているかということなんです

が、これにつきましては、既に以前の議会でも聞

いておりまして、していないというふうなお答え

をもらっておりました。 

  今回もしていないということなんですけれども、

合併５年でその検証をしたと。ですが、その後に

震災が起きて、原子力発電所の事故が起きて、そ

してその後に市長がかわられたというようなこと

を考えますと、10年たったときに、先ほどのマネ

ジメントシステムではないですけれども、検証を

して、そして評価をして次へつなげていくという

ことから考えましても、10周年で検証しないとい

うことはちょっと考えにくいのですね。 

  でも、それをしていない、していないけれども

次へつなげていくんだというところに矛盾はない

んでしょうか。二度は聞きませんのでお答えいた

だきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 合併10周年というくくり

の中では検証は行っておりません。 

  ただ、市においては総合計画がございます。総

合計画前期計画が平成23年度で終わったんですか

ね。その前には前期計画の検証も、見直しにかか

る前に行っております。 

  また、今般、総合計画後期計画が28年度で終了

いたしますので、次期計画に向けては改めてこれ

までの事務事業の検証、また見直し等も行うとい

うことでございまして、それぞれの計画において

は改定の際に見直し、また検証というものをその

都度行っているというところでございまして、10

周年というくくりの中では改めて検証は行わない

と。未来に向けて、10周年という年を契機の年に

しようということで進めているところでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） その10周年の検証と
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いう、そういう言葉ではやっていないけれども、

ほかの計画などの中では多分していらっしゃるん

だろうと思います。 

  そうでなければ、合併のトータルコストを考え

たときにそういうものを計算して次へつなげるこ

とはできないので、形としてはなくてもやってい

らっしゃるんだろうというふうに思うことにいた

します。 

  次なんですけれども、合併での財政面でのメリ

ットというのは、やっぱりスケールメリットが大

きかったんだと思うんですね。 

  ただ、住民にとってどんなメリットがあったか

ということとも一緒になるんですけれども、なか

なか見えない。合併しない前のよかったこととい

うのがやはり皆さん気持ちの中にあって、こうい

う小さなまちが３つこうなったときに中心がかわ

りますよね。 

  でも、自分が住んでいるところというのは、黒

磯なら黒磯、西那須野なら西那須野ということで

中心が別にあるということを考えると、それ一つ

だけでも、警察が遠くなったの、何が遠くなった

のというふうに小さく考えれば不便になったこと

もありますが、でもトータルコストで考えれば、

西那須野の道路がよくなったことなんていうのは

本当にトータルコストですし、学校の統廃合につ

いても、教育の質が上がったことについても、そ

してこれからつくる市役所の建設についても、非

常にそれは合併のメリットだったんだろうという

ふうに私は考えます。 

  そういう意味でいうと、いろいろありますけれ

ども、那須塩原の財政はかたいのではないかなと

いうふうに見ています。 

  一つだけここでちょっと財政のことでお尋ねす

るんですが、臨時財政対策債は、減りましたけれ

どもまだ12億円ということなんですが、これは去

年、県知事が毒まんじゅうという話をしていまし

たけれども、これは本当にちゃんとしてくれるの

かなということもありますので、やっぱり減らし

ていくべきだというふうに思うんです。少しずつ

減っているんですが、やはり12億円というのは必

要なものなのかについてお尋ねいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 臨時財政対策債というよ

うなことで、これは交付税のかわりになるような

財源というようなことになるわけでありますけれ

ども、前にお示しをしました財政の中長期の見直

しの中では10億円をめどにというようなことで対

策をしているわけでありまして、やはりそれを目

標に今後も進めていきたいというふうに考えてい

るわけでございます。 

  やはりこの臨時財政対策債につきましても、借

金というふうなことになりますので、やはり借金

はできるだけ抑えて、反面、貯金はふやしてとい

うようなことで今後も財政運営のほうをしていき

たいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 臨時財政対策債は、

本当に国は大丈夫なのかなと私は思ったりします

ので、ぜひこれは減らす努力をしていただきたい

ですし、それからお金を残したいというような言

葉が時々出てくるんですけれども、家庭であれば

貯金はあればあるほどいいのかもしれませんが、

市の財政の中ではやはりインフラとか長期にわた

って必要なものは、どこかの市みたいにお金がな

いのにつくって潰れてしまえばそれはまずいんで

すけれども、那須塩原市はやっぱりかたい経営を

しているんだと、近隣を見てもそのように思いま

すので、ためるということばかりを考えないで、

国保ではないですけれども、払っている人たちも
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次々かわっていくわけですので、市民の人たち、

そこに住んでいる人が便利だというものについて

はタイムリーにお金を使っていただきたいという

ふうに、私はこれは要望をいたします。 

  次に、先ほど都市間競争という言葉をおっしゃ

ったんですけれども、都市間競争というのは住民

の獲得競争なんだろうと思うんですね。限られた

住民を、例えばあちらから移ってくればふえる、

その分、向こうが減ると。ゼロサムというような

ことをよく言いますけれども、そういうものだと

思うので、東京の断トツ、ひとり勝ちみたいな現

状の中で、やはりそういうことを余り強く意識し

ないような施策をしていただきたいというふうに

私は思っているんです。 

  それで、先ほど住民にとってのメリットの中で、

具体的なメリットというのは多分、道路とか学校

とかごみの問題とかたくさんあったと思うんです

けれども、デメリットについてはどのように考え

ていらっしゃるかについてだけ伺います。合併の

です。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 合併についてのデメリッ

トということで、市民の方はいろんな考えの方が

いらっしゃるだろうと思います。行政の視点から

して、合併のデメリットはなかったというふうに

捉えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） さすがのお答えだと

思ってお聞きいたしました。デメリットがあった

とおっしゃったら、えっということで私は再質問

をしようと思ったんですが、これはそういうお答

えでいいんだと思うんですね。 

  つまり、合併はやはりサービスが低下したとか

悪くなったと思うのは、さっき言ったように、住

んでいる人は移動していないわけですから、中心

がかわって自分が市役所が遠くなったとかと思う

ということで、それを、11万六千何百人の人たち

一人一人のことを言い出したら切りがない。 

  ぜひそのメリットを市は情報発信をきちんとし

てほしいと思うんですね。ここの議会の人たちは、

合併特例債でクリーンセンターができたとか、道

路がつながったとか、学校が統廃合したとか、こ

れから市役所ができるというようなことが見えて

います。 

  でも、今でも市民の人から、何で市役所をつく

るのと聞かれるということは、全然わかっていな

いんだと思うんですね。わかっていないというこ

とは、「広報なすしおばら」でどんなに知らせて

も、あるいはホームページで知らせても、それが

うまく住民の方たちに伝わっていないのではない

かなというふうに思いますので、10年たって特段

メリットだ、メリットだということを言うように

ということではないんです。 

  でも、やっぱり前よりは住んでいていいまちだ

な、少し不便があるけれどもそれを我慢してもや

っぱりいいところがあるなというような、そうい

う予算と事業をつくっていっていただきたい。１

年でできるものではないんです。でも、５年たっ

たらよかったなと思えるような、そういうものを

つくっていっていただきたいというふうに思って

います。 

  次に、新市建設計画の中での変更点についてお

っしゃられたんですが、その中で那須塩原の周辺

地区の中心市街地活性化事業ということをおっし

ゃいましたが、これについて少し具体的なイメー

ジを教えていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 中心市街地活性化事業と
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いうことで新市建設計画の中に盛り込んでおりま

すのは、駅周辺、黒磯駅、これから那須塩原駅周

辺の取り組みも始まります。西那須野駅周辺の取

り組みも行ってまいりました。 

  そういったことで、中心市街地というところの

くくりの中では駅周辺の活性化事業というところ

で考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 西那須野駅前はもう

早くから手がついていて、今、黒磯が始まってい

て、やはり那須塩原市の中心はどう考えても那須

塩原駅周辺なんだなということは、位置的にも、

それから市役所ができたりＪＲの新幹線の駅があ

ったりすればどなたでもわかっていることだと思

うんですね。そこにやっと、計画は前からあった

にしても、手がつけられるんだなということは大

変喜ばしいことだと思っています。 

  ぜひその市役所をつくるのに、駅があるという

ことときちんとタイアップをして、あそこの駅前

をまちの顔という形で整備をして、本当に活性化

をしていただくような施策をこれから考えていた

だきたいというふうに思っています。今後だんだ

ん出てくると思いますので、これについてはこれ

以上お尋ねいたしません。 

  それで、先ほど予定にないものを計画から外し

たということなんですが、具体的に何をやめたの

かについてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 新市建設計画の改定の際

に削除したものということでございますけれども、

具体的には、道路整備事業といたしまして東三島

塩野崎線という仮定の路線をつくっているわけで

すけれども、東三島塩野崎線、また342豊浦通り、

また（仮称）黒磯インターチェンジ線ということ

で、今現在の黒磯板室インターチェンジ線という

んですか、それと宇都野西那須野塩原インターチ

ェンジ線という道路事業について削除をいたしま

した。 

  また、緑の基本計画の策定ということで、これ

らにつきましては新規の都市公園を整備する際に

策定するものということでございまして、当面、

都市公園の長寿命化計画によって維持管理をメー

ンに行っていくということで、新規の公園整備は

ないということで削除をいたしました。 

  あと、接骨木放水路整備事業ということでござ

いますけれども、効果的な地域排水計画を策定し

て事業を推進していく必要があるというような形

で、これも削除をしています。 

  あと、教育研究所設置というのがございました

けれども、これについても、指導主事、管理主事

の集約というのが主な目的であったという内容で

ございますけれども、既に学校教育課内に管理主

事、指導主事が集約されて業務を行っているとい

うようなことから削除をしております。 

  あと、県営農道整備事業ということで、これは

農道整備事業は新規事業は採択しないという国の

ほうの方針もございますので削除をしたというこ

とで、主なものとしてはこれらの事業でございま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 丁寧にたくさん聞か

せていただいたんですけれども、多分、10年がた

ってその必要がなくなったものとか、あるいは国

の施策の中で要らなくなったものとかを削除して

あるんだと思うんですね。 

  その中で、先ほどの緑の基本計画についてだけ

もう少し詳しく教えてください。何か、緑の計画

がなくなって公園がそれで、つまり変わらないの
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か、那須塩原市のいろいろな公園がそれがなくて

も同じように維持をしていけるのかどうかについ

てだけお答えをもう一度お願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 先ほども申し上げました

が、緑の基本計画の策定につきましては、新規の

都市公園を整備する際に策定するという計画でご

ざいまして、本市においては現存の都市公園を長

寿命化計画によって維持管理していくという方針

でございます。 

  ということで、新規の公園整備は現在のところ

予定がないということでこの緑の基本計画の策定

という事業を削除したということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） わかりました。 

  質問の２では、合併10周年の検証と新市建設計

画の変更などについてお尋ねをいたしました。合

併10年の財政のスケールメリットというのは、職

員が減ったとか議員が減ったというのはとてもわ

かりやすいことだとは思いますけれども、ほかの

ことについてはなかなか市民にはわからないとこ

ろもたくさんあるというふうに思いますが、先ほ

ど申したように、多くの大きな事業におきまして

確実にメリットがあったものだというふうに思っ

ています。 

  残念なことにそれが市民になかなか伝わりにく

くて、昔を懐かしんで、前はよかったなというよ

うな思い、そういう感情が湧く中で、それを何と

かそうじゃないよというふうにできるのが、選挙

で選ばれたたった一人の市長の強みだというふう

に思います。議員はそれができません。 

  市長は、たくさんいる職員を動かすことができ

て、市政に一貫性等まとまりをつくり出せる、そ

れがやっぱり市長なんだと思います。職員のワー

ク・ライフ・バランスということを考慮しながら、

やはり人事管理をきちんとしていただいて、チー

ムとしての那須塩原市という感覚を持って市政を

実現していっていただきたいというふうに思いま

す。 

  それが、市長がこの市を力強く前に向けて運営

していくんだと、ただ言葉で未来、未来と言うの

ではなくて、実体を持ってそういうものを運営し

ていただきたいと思い、この２番目の質問を終わ

ります。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時５４分 

 

再開 午後 ４時０３分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは質問の３番

目に入ります。 

  平成27年度事業について。 

  新市誕生10周年という節目を迎えてさまざまな

事業を市民と協働で進めていくとのことから、定

住促進事業と27年度の主要な事業の中から伺いま

す。 

  ⑴定住促進計画及び事業について。 

  ①定住促進計画の短期目標（転入が転出を上回

ること）の達成見込みについて伺います。 

  ②27年度予算の中で新規の定住促進事業とＰＲ

事業について伺います。 

  ③地域ブランドメッセージや地域ポータルサイ

トなどの情報発信、市民との情報共有化事業につ

いて伺います。 
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  ⑵主要事業について。 

  ①地域公共交通の利便性向上について伺います。 

  ②姉妹都市交流、国際交流の促進と、市民にと

ってのメリットについて伺います。 

  ③国体開催に向けた準備と、2020年の東京オリ

ンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致につ

いて伺います。 

  ④市民や市民団体が提案・実践するまちづくり

活動への支援と、市民と協働で進めていく事業の

推進に当たり市が配慮すべきことについて伺いま

す。 

  ⑤定住促進につなげる馬場事業の具体的な内容

について伺います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 順次お答えいたします。 

  定住促進計画の短期目標の一つである転入が転

出を上回ることの達成見込みのお尋ねですが、昨

年度と今年度の４月から１月の社会動態を比較す

ると、昨年度は２人の増加、今年度は152人減少

している状況にございます。 

  定住促進の取り組みを開始して１年経過してい

ない段階で目標達成の見込みをお示しすることは

非常に難しいかなとも考えております。 

  県で行っている各種の会合等につきましても、

定住促進はいわゆる非常に難しい事業で長期にわ

たると、効果が出るのが。こういうお話でござい

ますが、私の頭を離れないのは、25年後に例えば

北関東３県で、茨城、群馬、栃木で117万人、117

万人というのはちょっとした県一つ分なくなって

しまうよという、これがもう頭を離れないで、那

須塩原としては、都市間競争という言葉は余り私

も使いたくないので今後余り使わないようにした

いと思いますが、やっぱり魅力ある市をつくって、

そして定住を促進したいと。１年、２年で見ると

ことしは152名減っていると、こういう状況でご

ざいます。 

  また、27年度予算の定住促進ＰＲ事業の新規事

業についてですが、定住促進事業の新規事業には

ハイチーズスタジオ事業があります。これは、各

種ガイドブック、パンフレットや動画などを制作

するときに、事前に登録している市民がモデル及

びスタッフとして参加する、市民との協働で制作

に当たる事業でございます。 

  次に、定住促進ＰＲ事業の新規事業はシティセ

ールス事業とＦＭラジオ放送事業がございます。

シティセールス事業は、本市の魅力や地域性を各

種媒体を活用して発信していくプロモーション事

業です。広告代理店とタイアップしていく予定で

ございます。 

  ＦＭラジオ放送事業につきましては、現在、Ｆ

Ｍ栃木で放送している「なすしおばらグリーンＦ

Ｍ」を引き継ぎますが、本市でさまざまな活動を

している人や新しいことにチャレンジしている人、

頑張っている事業など、市民の活躍やその活動に

スポットを当てて本市の魅力を広めていきたいと

考えております。 

  ③の地域ブランドメッセージや地域ポータルサ

イトなどの情報発信、市民との情報共有化事業に

ついてですが、本市のブランドメッセージ「チャ

レンジｉｎｇ那須塩原」は、本市の地域性とこれ

からの姿勢を端的にあらわすものとして市民が自

主的に活用し拡散していただけるよう、あらゆる

機会を捉えて市民への浸透及び共有化を図ってま

いります。 

  地域ポータルサイトについては、行政、民間を

問わずあらゆる市情報の一元化が大きな目的であ

ります。また、市民が受信者だけではなく発信者
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として参加するサイトであり、市民への浸透とと

もに市民参加を促すことが重要であると考えてお

ります。 

  次に、⑵番の主要事業についてもお答えいたし

ます。 

  地域公共交通の利便性向上についてですが、那

須塩原市の主な地域公共交通としては、東野交通、

ジェイアールバス関東の民間バス事業者の路線バ

スと本市の地域バス「ゆ～バス」、予約ワゴンバ

スが市民の日常の交通手段として運行しておりま

す。 

  本市では、民間バス事業者が運行している市内

の赤字バス路線に対し、国・県、関係市町と協調

して補助金を交付し、路線の確保に努めておりま

す。 

  また、本市の地域バスについては、昨年度の10

月に再編を行い新たな運行をしておりますが、現

在は運行路線の統廃合、停留所の新設・廃止、そ

して時刻表の変更等の検討を行っているところで

あり、さらなる利便性の向上に努めてまいります。

あわせて、沿線市民に対しても運行路線の周知、

ＰＲを行ってまいります。 

  今後とも、市内公共交通機関が相互に連携をし

て、接続等に配慮した利用者が使いやすい交通網

の整備を目指していきたいと考えております。 

  姉妹都市交流、国際交流の促進と市民にとって

のメリットについてですが、海外都市との姉妹都

市締結に向けた取り組みを含め、国際交流の促進

は、市民に対し異文化に触れるきっかけを提供し、

海外に関心を持つことや異文化に対する理解を深

めることを促す一つの要因となります。 

  本市では、そうした機会提供の一つとして、市

内全小中学校へのＡＬＴの配置や中学生の海外派

遣事業など、より早い段階から異文化に触れるこ

とのできる環境を整備し、国際感覚豊かな人材の

育成にも力を入れております。 

  今後も、さまざまな取り組みを重ね、グローバ

ル化が進む社会に対する意識の向上や、より広い

視点で社会情勢を捉えられるような国際感覚の醸

成が市民の中により一層広がっていくことが期待

されております。 

  一方、国際交流を進めていくに当たって、相手

に関心を寄せることだけではなく、自分たちを知

ってもらうこと、そして自分自身を知ることも大

切であります。 

  国際交流を促進していくことは、これまで地域

で育んできた伝統や文化、四季折々の美しい自然、

人と人のきずななど、誇るべき自分たちのさまざ

まな魅力を思い起こす機会にもつながると考えて

おります。 

  ③の国体開催に向けた準備と東京オリンピッ

ク・パラリンピック地誘致についてお答えいたし

ます。これはキャンプ地誘致についてお答えいた

します。 

  那須塩原市では、2022年の国体に６種目の開催

希望を県に対して行っております。このような中、

２月９日の栃木県の国体準備委員会の常任委員会

において第１次８種目が選定され、本市におきま

してはトライアスロン競技が選定されたところで

す。その他の競技種目につきましては、引き続き

誘致に努めていきたいと思います。 

  今後、選定された競技種目については、開催県

への視察や情報収集などを行いながら、国体開催

に向けた組織づくりや施設整備を計画的に行うな

ど、開催の準備を進めていきたいと思います。 

  また、東京オリンピック・パラリンピックのキ

ャンプ地誘致につきましては、東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会組織委員会より提示

のありました施設基準が非常に厳しい内容となっ

ております。本市では、基準を満たしている施設
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が現在のところございませんが、今後どのような

取り組みが可能かも含め、キャンプ地の誘致に向

け検討を進めていきたいと思います。 

  市民や市民団体が提案・実践するまちづくり活

動への支援として、市民と協働で進めていく事業

の推進に当たり市が配慮すべきことについてお答

えいたします。 

  市民との協働には、共催・後援や実行委員会・

協議会、委託、補助・助成、事業協力などさまざ

まな手法があります。市民や市民団体が提案・実

践するまちづくり活動へ支援を行う代表的な事業

として、市民提案型協働のまちづくり支援事業を

行っております。 

  市民との協働による事業の推進に当たっては、

協働のまちづくり指針に示された意義や基本原則

を踏まえ、行政の担う役割を果たすことが重要で

あります。 

  そのため、市は、協働のパートナーである市民

との目的や情報の共有に努め、対等な関係を築き

ながら役割分担を明確にし、事業を推進していく

必要があると考えております。 

  最後に、⑤の定住促進につなげる馬場事業の具

体的な内容についてもお答えをいたします。 

  平成27年度より実施する馬場事業では、市民を

中心に乗馬に親しむ機会を提供し、スポーツ活動

の推進及び健全な心身の育成を図ることを目的と

しております。 

  事業内容としては、馬との触れ合いのきっかけ

づくりとして、小学生や障害者を対象とした引き

馬や一般乗馬を行ってまいります。また、厩舎作

業や馬の世話もあわせて行う個人、団体での乗馬

教室を予定しております。特に子どもたちを対象

としたものについては、人づくり教育、情操教育

の一環として実施していきたいと考えております。 

  このように、市民に対し広く乗馬の機会をつく

る特色ある事業を展開することで本市のブランド

イメージを高め、定住促進につなげていきたいと

考えております。 

  最初の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 定住促進の事業につ

きましては、前の会派代表でも大分お話が出まし

たので細かいことは聞かないんですけれども、一

つだけ、定住促進を進めていくための一番のファ

クターは何だというふうに考えておりますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 定住促進を進めていく一

番のファクターということでございますけれども、

最近、シビックプライドということが言われます

けれども、市民の市への誇りと愛着というものを

いかに持っていただくかということが必要であろ

うというふうに思います。 

  これが人口のダムをつくるということにつなが

っていくんだろうと思いまして、それは、市民の

方がみずから発信していただくことによって今度

は人口の逆流もまた起こってくるというようなこ

とで、そのためにプロモーション活動を市として

は行っていくということも必要だということで捉

えているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 行政の方が答えると

そういうことになると思うんですけれども、私は、

そうではなくて、定住を促す一番の要素は、不動

産屋ではないんですけれども、ここに土地を買っ

て家を建てる、そこに住むということが一番の定

住促進の要素だと思います。 

  それは、ここに住み続けている方にはわからな

いかもしれないんですけれども、私のように転居

してきた人は、やはり那須塩原に土地を買って家
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を建てて住めば、そんなに簡単に、ちょっと何か

あるから大田原市に引っ越そうかなとは思わない

んですね。その分岐点がアパートから家に、一軒

家を建てるときが分岐点なんですね。私はそれを

信じて疑っていません。 

  ですから、定住促進を進めるには、新幹線の通

勤定期代を出す、あるいは隣居とか同居とかとい

う二世帯、三世帯の家を建てた人にお金を出すの

ではなくて、那須塩原市で例えば結婚してアパー

トに住んでいる人が、さて家を建てましょうとい

ったときに、子どもができたら給食費がただだか

ら、ただの大田原市に行こうかなという気持ちで

大田原に家を建ててしまったら終わりなんですね。

その２人あるいは子どもがいたら３人は大田原市

の住人になってしまうんです。 

  そこのところで、よし、だけれどもやっぱり那

須塩原市のほうが教育の環境はいいなと。いいん

です、実際。小中の環境はいいんです。ここに住

もうという、そういうものをやっぱり打ち出して

いくのが市の定住促進の一番のところだと思うん

ですね。 

  ですから、私は別に今やっている定住促進のも

のを、池袋に行って何をやるとかというのをいけ

ないと言っているんではないんですけれども、例

えばここでアパートを借りて住んでいる人が家を

建てるときに、那須塩原市に土地を買って家を建

てて、例えば借金をしますよね。それの利息の補

助をするとか、あるいは、こういうことができる

かどうかわからないんですが、隣居をする人に10

万渡しているんだったら、ここに家を建てて住ん

でくれたら100万を出そうとか、ちょっと額はあ

れなんですが、そういう施策をしたほうが人口は

ふえます。 

  確実に若い人がふえて、その子どもたちが住ん

でというふうになるということで、私は、定住を

促す非常に大きなファクター、要素は、そこに土

地を買って家を建てていただくことだというふう

に信じております。行政の皆さんはそういうふう

に思っていらっしゃらないかもしれないんですが、

ぜひそういうことがあるということを頭の隅っこ

に入れていただくということで申し上げておきま

す。 

  それで、先ほどの情報の話に移るんですけれど

も、ブランドメッセージ「チャレンジｉｎｇ那須

塩原」とか地域ポータルサイトということで市民

との情報の共有化をしていくんだということなん

ですけれども、発想はとてもいいと思うんですが、

ホームページとポータルサイトの関係がいま一つ

よくわからないんですね。 

  それをどう考えているのかということと、始ま

ったばかりのポータルサイト「きらきらホットな

すしおばら」なんですが、その今の状態がどうな

のかについてだけお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） ホームページと地域ポー

タルサイトの関係でございますけれども、ホーム

ページにつきましては市の行政情報だけをメーン

に提供しているというところがございまして、今

回の地域ポータルサイトにつきましては、市民の

方がみずから情報を発信できるというようなこと

で、いろんな、先ほど言いましたように市民の方

が市の魅力を発信していただいたり、そういった

ことにも使えるのではないかというふうに見てお

ります。 

  また、現状につきましては、２月24日現在で

225団体が登録しているということでございまし

て、また特派員ということにも取り組んでおりま

して、登録者数は現在30名というところでござい

ます。 
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○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 定住促進の情報につ

いても、この発信者になったり受信者になったり

ということで市民がそこに積極的にかかわってい

くということがやっぱり大きなことだというふう

には思うんですけれども、まだ始まったばかりな

ので評価はできないのですが、ホームページはホ

ームページとしてきちんと行政情報をわかりやす

く伝えていただきたい。ポータルサイトのほうは

もう少し広い意味で、お得なものとか食べ物とか

出てきますよね。そういうものを含めて、どこか

で分けなければいけないんではないかというふう

に思いますが、期待をするところです。 

  情報発信ということは本当に重要なところです

ので、その辺のところは今後も、シティプロモー

ション課というのをつくるそうですので、そこの

方たちに、机に向かって座って何かをやるのでは

なくてぜひ外に出ていただいて、自分も汗をかい

ていただいて発信をしていただきたい。あるいは

情報を受信していただくことを、これは望んでお

きます。 

  次に、主要事業に入りますが、まず地域公共交

通についてのことの中で市民の足についてなんで

すが、私はここでは提言をしたいと思います。 

  那須塩原市は、こんなに広くて、人口が少ない

ので密度が少なくて、山もあったりしてというと

ころで、どんなに路線をいじっても、停留所をふ

やしたり減らしたりしても、それは、こっちを動

かせばあっちが不便になる、こっちを動かせばあ

っちがということだけで那須塩原市にはなじまな

い地域の交通だと思います。 

  何が一番いいかといえば、やはり18歳以下の子

どもたちとあとは車を運転できない交通弱者を分

けて、子どもたちはスクールバスという考え方で

朝と夕方だけバスを出す、高校が決まっているの

で。それから、シニアの方とか障害を持っていら

っしゃる方については、かつてあったようなタク

シー券を少し、考え直して発行する。今、１億

6,000万円ぐらいの地域バスにお金を出している

と思うんですが、それだけのお金があったらタク

シー券を出せると思います。 

  私は、那須塩原市の地域交通の考え方を、発想

の転換をしていただいて考え直していただかなけ

れば、路線をいじる、それから停留所をふやすと

か減らすとかしても、結局、誰も便利ではなくて

空気を運んでいるという状態、今そういうふうに

なっています、昼間は。そんな状態ではもったい

ないです。タクシー会社もたくさんございますし、

バスの会社もございますので、ぜひそういう会社

投資とそれから利用する人たちの利便性をきちん

と考えていただきたいと思います。 

  その中で、前にあったタクシー券は何がまずか

ったか。所得制限をつけるとか、あるいはきちん

とずるをしないような仕組みを考えていくことで、

ドアー・ツー・ドアー。だって、元気アップデイ

サービスをやっていても、いきいき何とかかんと

かといろんな施策を元気なお年寄りにやっていて

も、そこまで行けなかったら利用ができないわけ

ではないですか。 

  これから認知症の方も多くなるし、80過ぎて免

許は返納したいけれども、でも足がないから、も

う目がよく見えない、耳も聞こえない、本当は運

転したくなくても自家用車にしがみつかなければ

このまちでは生きていけないよという人がいます。

そういう人のために、ぜひ１億6,000万を使って

「ゆ～バス」だの予約ワゴンバスを動かすよりも、

もっと有効に使えるものがないかということに考

えを転換していただくことを私は提案というか提

言をしたいと思います。 

  これはそこでやめます。 
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  次に、姉妹都市交流と国際交流についてなんで

すけれども、一つは、リンツ市と姉妹都市を結ぶ

ということなんですが、本当に10月にこれは結ぶ

ことができるのかどうかの確認をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） リンツ市との姉妹都市提

携ということでございますけれども、現在、リン

ツ市との姉妹都市提携に向けて情報の交換等を行

っているというところでございます。 

  ただ、リンツ市の状況もございますので、10月

にできるかどうかというのはまだ不透明な状況で

ございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） では、うわさは本当

だったんだと今思ったんですが、どんな事情があ

れ、今年度には締結するんだろうなということで

思ってはおりますが、それは後に回します。 

  那須塩原市では、先ほど国際理解、文化の理解

ということをおっしゃいましたが、一番おくれて

いるのがそこの部分です。異文化の理解のところ

はとてもおくれています。国際交流もおくれてい

ます。 

  ぜひこのリンツとの国際交流、姉妹都市交流を

することによって、那須塩原市の人たちが異文化

交流、異文化理解の部分でしっかりと意識が上が

っていくことを私はここで期待したいと思います。 

  市長と議長はリンツに行かれて、多分、よい経

験をしてきたんだと思います。市民の皆さんたち

にも、中学生のように税金を使わなくてもいいで

す。お金は自分たちで出しますが、ぜひそのリン

ツへ行くための橋渡しを市がやっていただくとい

うか、そういう例えばツアーを組むとか音楽会に

行こうとかいうようなことを、しっかりとその部

分をやっていただくことによって、これだけの人

口のある市の人たちが、姉妹都市に行ってきたん

だよ、今度は来るんだよというような施策を、ぜ

ひ来年度以降、姉妹都市を結んだらでいいんです

けれども、ということを提案いたします。 

  次に、国体とオリンピック・パラリンピックの

話ですが、国体につきましてはいろいろ質問が出

ておりましたので理解をいたしました。 

  ぜひ、おもてなしの心というものだけではなく

て、おもてなしのやり方、おもてなしの本当の実

践を市役所の職員もきっちりと身につけていただ

いて、心があってもやっぱりだめです。おもてな

しは心だけではだめです。どういうことをしたら

おもてなしになるのか、来てくださった方が喜ぶ

のかという、そういう実践的なやり方を学んでい

ただかなくては、ねんりんピックのときに起きた

ようなことが起きます。ぜひこれは進めてほしい

と思います。 

  それから、オリンピックとパラリンピックのキ

ャンプ地はなかなか難しいというようなお答えだ

ったと思うんですが、私は、そういうものを手を

挙げてやるんだと一度出しているということはか

なりできる可能性があるのかなと思ってお聞きし

たんですけれども、なかなか難しいようです。 

  でも、これも那須塩原市を宣伝するいいチャン

スだと思うんですね。これから考えるのか諦める

のかわかりませんけれども、もしも可能性がある

のであれば、私はぜひこれから、特にパラリンピ

ックに関しましては、障害を持った方に対する施

策も那須塩原は少し弱いような気がいたしますの

で、これをチャンスに進めていただきたいという

ふうに思います。 

  次に、協働のまちづくりの話に移りたいと思い

ます。 

  先ほどパートナーシップというお話をしたんで

すけれども、協働のまちづくりは市と市民のパー
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トナーシップだと思います。これが一番わかって

いないのが市の職員だというふうに私は思います

が、その点につきましてはどのように思っていま

すか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 協働のまちづくりという

ところで、市の職員につきましては、いろいろ事

業をやっていく上で市民の方の協力を得ながら進

めていくというのが常態になっているんだと思い

ます。 

  そうした中で、市民との協働ということの考え

方についてもかなり職員の中では意識づけがされ

てきているというふうには思っているところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） この項につきまして

はあすの一般質問で藤村議員に任せていきたいと

は思うんですが、ぜひパートナーというのは何な

のかということをしっかりとわかっていただいて、

先ほど実行委員会というようなことをおっしゃっ

ていましたが、補助とか助成とかそういうものが

どういうものかということをきちんと理解を進め

ていただきたいというふうに思います。 

  最後になります。 

  馬場事業につきましては、これは定住促進につ

なげる馬場事業というふうに書いてありましたの

で、私は最後に持ってきました。 

  馬場につきましては、今までもこの場で、考え

直したほうがいいとか必要なのかとさんざん言っ

てまいりましたが、今年度予定どおり始まったと

いうことで、始まったからには、私は、いいもの

をつくっていただきたいというふうに思っていま

す。 

  そこで、ことしの予算を見ますと外の馬場をつ

くるようなことが書いてあるような気がいたしま

すが、少しその馬場事業に関しまして、定住促進

につながるという意味でどんなことをされるのか

聞きたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 定住促進へのつなぎとい

うことでございますが、今回、試行的に青木の子

どもたちに乗っていただいたりしておりますが、

正直言いまして、始まったばかりということで、

今後どのような形でより安定的な運営ができるか

ということを今、試行で見ているところでござい

ます。 

  ただし、全国のいろいろな地域での乗馬施設等

の状況を見ている中で、やはり行政という形でこ

ういったものに取り組んでいるというのは数少な

いというのが現状だと思います。 

  また、乗馬という一つの事業につきましては、

いわゆるアニマルセラピーであるとかそういった

中で、特にホースセラピーというのは人の情操教

育であるとかそういったところに非常に効果があ

る、また乗馬の持つイメージというのは非常にハ

イセンスとかハイグレードというような、日本人

としてはそういうイメージを持っているかと思う

んですが、そういったものを行政が中心になって

行うというのはやはり他と比較して相当優位な評

価がいただけるのかなというふうに思っています

ので、そういった部分をこの試行の中で十分検証

しながら、またその結果を受け、少しでも外へア

ピールできるような対応を今後検討していきたい

というふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 多分、乗馬というの

はブランドイメージの高いものだと思うんですね。

そういう意味では、定住促進を進めていくための
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大変いいものの一つだというふうには思っていま

す。 

  これはやはり提案なんですけれども、ぜひ、ふ

るさと納税のお礼品にこの馬場の事業を入れてい

ただきたいと思うんです。ふるさと納税のよしあ

しはここでは申しませんが、何といっても、牛肉

を送るとかお米を送るとかといって、通販ではな

いので、那須塩原市に足を運んでいただくという

ことが一番なんですね。それのための仕掛けをつ

くる、仕組みをつくるのが市役所の職員の、ある

いはシティプロモーション室の仕事だと思ってい

ます。 

  ふるさと納税の中に馬場を入れているところは、

北海道にあるんですけれども、本州にはありませ

んし、70分で東京から来られるという、先ほど田

舎と言いましたけれども、すごくすてきな田舎な

んですね、ここは。ですから、ぜひふるさと納税

のお礼品に入れられるようなものを１年かけて考

えていただくことを提案いたします。 

  それから、先ほども言ったように、定住促進の

一番のファクターはここに土地を買って家を建て

ることだというふうに申しましたが、ぜひ、池袋

でイベントをすることもいいんです。でも、私だ

ったら、市長ではないので実現することはできな

いんですけれども、ＪＲとタイアップをして新幹

線を借り切るなりして、ぜひ東京の方を那須塩原

市に連れてきたほうがいいと思うんですね。 

  それで、那須塩原というのはブランドイメージ

の高いものがまだあるんです。例えば、先ほども

国体のところで出てきましたけれども、ゴルフ場

があるし、それからスキー場もあるんです。ここ

に住んでいる人は余り感じないかもしれないんで

すけれども、こんなに平地林があって空が高くて、

ゴルフ場があって、スキー場があって、簡単では

あっても馬場があって子どもを遊ばすことができ

る。那須野が原公園がある、それから黒磯には那

珂川のすてきな公園やキャンプができるところが

あるというのは、ここに住んでいる人はそれこそ

そのお宝を発見できていないんではないでしょう

かね。私はそういうふうに感じました。 

  そういう意味では、ここの机に座って計画を立

てるのではなくて、足を運んでもらうようなこと

で定住促進を促す。だって、見てもらわなかった

らだめですよ。池袋に行って那須塩原市のパンフ

レットを配ったり、那須塩原市のふるさと何とか

隊がいいところだよと言ってお米を配ったり、牛

乳を飲ませてあげたりチーズをというようなこと

を10回やるんだったら、１回でもいいから那須塩

原市に呼んでくるというほうがここのよさはわか

ると思います。 

  そういうことを私は考えていただきたい。せっ

かくのそれこそお宝、馬場はたまたまだったかも

しれないんですけれども、もうずっと持っている。

合併をしたからこそスキー場ができたわけだし、

ゴルフ場だって合併をしたから幾つかふえたわけ

だし、馬場は合併のせいかどうかわからないんで

すけれども、でもそういうものがあるという事実

はきちんと把握していただいて、いいものはいい

のだという自信を持ってこれから取り組んでいた

だきたいというふうに思うんです。 

  そういう意味ではホースセラピーを進めていた

だきたいんですが、その予定は28年度ということ

でよろしいんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ホースセラピーの実施時

期ということでございますが、まずはことし通常

の乗馬事業を行った上で、ある程度並行してその

セラピーについても専門の方々の意見を聞きなが

ら、どういう形で対応できるか検討をしていきた
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いと思っております。 

  28年からできればやはり効果は高いと思うんで

すが、今年度の検証の結果をもとに検討していき

ますので、明確に28年度からというようなお答え

は現時点ではできないのが状況ではございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 最後の質問になるん

ですが、ことし７月１日にオープンをするという

ことで、何かそこのところでそれこそイベントな

りを考えていらっしゃるのかどうかお聞きいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 本市初といいますか、こ

の辺では初めての施設ということでございますの

で、１日には何らかの形でオープン式的なものは

実施したいというふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ぜひ、せっかくのオ

ープンの日で夏の初めということでございますの

で、セラピーもやりたいということだったり、子

どもへの馬場もということなので、何か、あっと

驚くようなことをしていただきたいと思いますし、

私は、ホースセラピーに関してのお話をどなたか

にしていただいて、こういうことをやるとすごく

情操教育にいいんだよ、あるいは障害の方にいい

んだよというようなことを市民に向けて発信して

いただけるようなイベントを提案いたします。 

  さて、長くたくさん質問をいたしましたけれど

も、先行き不透明な中で、人々が将来への展望を

持ちにくくなっていると思います。「未来への投

資」と言われて夢のある事業を打ち出されても、

今をどうにかしてほしいと感じる市民も多いと思

います。そのような状況において、まず地域での

暮らしを堅実なものとして維持していく必要があ

ると私は考えています。 

  個人の自立ということが盛んに言われています

けれども、地域に住んでいる人は自立した個人だ

けではないです。病気や障害を持っている人、年

を重ねて心身が弱まっている人、生計がままなら

ない人もいます。一方で、どんな状態であれ、地

域に無用な人はいません。人々が住みなれた地域

で最期まで暮らすためには、本人の自立・自助を

尊重して、その心身の力を損なうことのない包括

的な支援が必要になります。 

  そのための実践的な互助、共助のネットワーク

づくりこそが市の経営者としての市長の責務だと

思っています。それを実現できるのが市長です。

議員ではできません。 

  今回、27年度の予算と事業についてたくさん伺

いました。伺いながら、足りないのは足元への目

線、今ここに住んでいる人に住み続けてほしいと

いうその温かな目線が少し足りないように感じま

した。もっと寄り添う姿勢を持っていただきたい

なというふうに感じます。 

  昨年のこの３月議会のまとめでも申し上げたこ

とですが、確実にやってくる人口減と高齢化の中

で成長を前提としたこれまでのまちづくりの考え

方を変えて、やはり減るんだ、進行は減っていく

んだという、そういう現実に直視した政策に変え

ていく必要があると思います。そのためにも、税

金を何に優先的に使うかきちんと選ばなければな

りません。それがやはり選択なんだと思います。 

  多くの市民は、成熟した豊かさと暮らしの安心

を実感できるこの那須塩原市のまちづくりに期待

しています。そういうことをお伝えいたしまして、

私の初めての会派代表質問を終わります。長時間

にわたり大変ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 市長。 

○市長（阿久津憲二） 今のお話、伺いました。全
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く言っているとおりでございます。 

  私の口癖、副市長と一緒になると、福祉でほこ

ろびを出すなよと、これが２人のもう口癖なんで

す。大丈夫だと、近隣ではなくて県内の福祉の状

況と比較をして落ちているものをつくったら、い

かにいい手を打ったってもう全然駄目だよと、こ

ういうことが根底にありまして、この点について

はもう専門家ですので任せてくれと。全部任せて

いるわけではありませんが、絶対ほころびを出し

ませんと。 

  もしこれがほころんでいると思ったら直接言っ

ていただいて、手厚い福祉の分野での政策も上積

みして、今回はたまたま子どもとか子育てとか子

ども部の創設とかで注目がそちらに行きましたが、

福祉について別に去年から後退しているものは何

もございません。 

  それと、質問の中でとってもいい視点だと思っ

て聞いていたんですが、何でＪＲを使わないのと。

使っているんですよ。１週間ほど前なんですけれ

ども、私ども市役所の幹部と、ＪＲ東日本の支社

長、営業部長を初め幹部６人が本市を訪れて、定

住促進について、我々のノウハウも観光だけでは

なくてぜひ提供したいと、こういうお話を承って

おりまして、具体的に話も出ました。何でサンシ

ャインなの、大宮駅ならただで開放するのにみた

いな、でもわからないものもたくさんあって、と

にかく東京から少し分けていただこうと、こうい

う情熱のあらわれがサンシャインに行ってしまっ

たと、こういうことでございます。 

  馬場についても、実は青木の皆さんからお手紙

をいただきました。青木の小学校に何か馬術クラ

ブをつくると。わずか１回か２回乗っただけで、

それにはわけがあって、そんなに馬っていいもの

かと言ったら、違うと。それは、青木は特認校す

れすれのところにいて、この定住促進でもし馬場

がきけば、三夫婦でも青木地区に家を建てていた

だければ子どもたちが77人を割らないと、こうい

うことで、非常に行政区長さんを初め評価をいた

だいた連絡を受けております。 

  最後に、笑い話になりますが、教育長は乗って

きたそうです。いや、参りました、はまりました、

あんなでっかい目で見詰められたことないので頬

ずりして帰ってきたと。馬の目というのは人間の

目の10倍ぐらいあるんですよね。あれでじっと見

ますので、いや、はまりましたと。これも笑い話

みたいな本当の話だったと。 

  それから、今、委託をしている広田ファームは、

私、行って見ているんですけれども、ほとんどの

お客さんは、大宮、宇都宮もいますが東京なんで

す。それが、親がついて大変なお金を払って、多

分、50万では馬に乗れない。みんな100万円以上、

会員権とそういうのを払って来ている。こういう

ところにも何とか訴求したいなと、これは見たと

きから思っていたことでございましたし、あとは

市民のものとして定着すれば必ずやいい方向に展

開していただけると、こういうふうに期待をして、

これからも遺漏のないよう万全を尽くしながら馬

場の運営をさせていただきたいと思います。 

  余談を弄しましたけれども、私のほうからの最

後の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 以上でかがやきの会派代

表質問は終了いたしました。 

  以上で会派代表質問通告者の質問は全て終了い

たしました。会派代表質問を終わりたいと思いま

すが、異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（中村芳隆議員） 異議なしと認めます。 

  会派代表質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  大変ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時５０分 




